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ま　　͑　　͕　　͖

　令和３年度第２回の財政事を公表します。
　この財政事は、当県の財政がどのように運営されているか、また、どのような状況
にあるかを県民の皆༷に広くっていただくため、年２回（６月、12月）定期的に公
表しているものです。
回は、令和２年度の決算状況及び令和３年度上半期の財政事について、そのあらࠓ　
ましをઆ໌します。
　当県の財政は、令和２年度の決算において、新型コロナウイルス感染症による経費の
増加には国の交付金を最大ݶ活用し対応したものの、少子化対策を含む社会保障関係経
費の増加等により૬当規模の財政負担が生͡、結果として財源対策的基金等を53億円
取崩した上で、実質収支は1,396百万円となりました。
　令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、感染拡大
防止対策や検査・૬ஊ体制の整備、医療提供体制の整備に全力で取り組んでまいりまし
た。
　県民の皆༷の感染防止対策のపఈや事業者など関係者のご協力により、県内の新規の
感染者数は着実に減少し、本県経済は全体的には持ち直しつつあるものの、未だ感染が
収ଋしたわけではなく、ґવとしてݫしい環境に置かれている事業者や生活等に大きな
影響を受けている方ʑがいらっしΌいます。
　県では、引き続き、感染状況を注視し、感染再拡大、リバウンドがݒ೦される状況に
なった際には、ਝ速に対応するとともに、感染症対策と社会経済活動の両立に向けた取
組を積ۃ的に推進してまいります。
　こうした中で、持続可能な財政運営を実現していくためには、行財政改革行動計画の
目標達成に向けて着実に取組を進める必要があります。令和３年９月に公表した中期財
政収支見通し（Ծ試算）では、行財政改革行動計画の目標である大規模災害等に備える
ための財源対策的基金230億円を確保しつつ、令和４年度及び令和５年度には各年度基
金の積しを見ࠐんだ上で収支均ߧを達成することが見ࠐまれますが、令和13年度を
ϐークとする公債費の実負担の大෯な増加が見ࠐまれていることから、ࠓ後更に中長期
的な視点で行財政改革に取り組んでいかなくてはならないと考えております。
　この資料を通͡て当県の財政事を十分ご理解いただき、ࠓ後の財政運営に一のご
協力をおئいします。
　　令和３年12月

新潟県事　　Ֆ　֯　ӳ　世
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第１　令和２年度の決算状況

１　決算のあらまし

決 算 の എ ܠ

　令和２年度のզが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、ݫしい状況に

ありました。「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」、令和２年度第１次・第２次補

正予算の効果も૬まって、持ち直しの動きがみられましたが、経済の水準はコロナ前を

下回った状ଶにとどまり、経済の回復は道半ばでした。

　こうした中、政府は、感染症の拡大防止策、ポストコロナに向けた経済構造の転換・

好॥環の実現、防災・減災、国土強ᯰ化の推進など安全・安心の確保をபとする「国民

の命とらしをकる安心とرのための総合経済対策」を策定し、また、令和２年度第

３次補正予算を編成しました。感染拡大に対しては、緊急事ଶએݴに基づいて感染拡大

をえることを最༏先に対策をపఈし、経済への影響に対しては、令和２年度第３次補

正予算の着実な執行とともに予備費も活用して支援策を講͡ていくとしています。

　物価の動向をみると、ݪ油価格下མ等により、消費者物価（総合）は前年比で0.2％

の減少となりました。

　この結果、令和２年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は4.6％の減少、名目

国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は3.9％の減少となりました。

　令和２年度の地方財政計画は、通常収支分について、ۃめてݫしい地方財政の現状等

を౿まえ、歳出面においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社会の維持・

再生、防災・減災対策等に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関

係費の増加を適にөした計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行

うこととされました。また、歳入面においては、「ࠎ太方2018」で示された「新経済・

財政再生計画」を౿まえ、交付団体をは͡め地方の安定的な財政運営に必要となる地方

の一般財源総額について、令和元年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同

水準を確保することを基本として、引き続き生ずることとなった大෯な財源不足につい

て、地方財政の運営上支障が生͡ないよう適な補ṇા置を講͡ることとして策定され

ました。

　東日本大震災分については、復旧・復興事業及び全国防災事業について、通常収支と



― 2 ―

はそれぞれ別で整理し、所要の事業費及び財源を確保することとされました。

　また、地方創生推進の取組として、4PDJFUZ 5.0 を推進するための全国的なモデルと

なり得る事業に対する支援の組みの新設や、地方創生を推進する上で特に効果の高い

施設整備に対するෳ数年度にわたる事業実施の円化など必要な見直しが行われ、引き

続き、地域再生法に基づく法定交付金として、地方公共団体のෳ数年度にわたる取組を

安定的かつ継続的に支援する組を維持することとされました。

道府県の決算状況

全国都道府県の普通会計決算規模は

　歳　入　61兆8,941億円（令和元年度50兆9,140億円）

　歳　出　59兆7,063億円（令和元年度49兆3,390億円）

であり、前年度に対する伸び率は

　歳　入　21.6パーセント（令和元年度 1.1パーセント）

　歳　出　21.0パーセント（令和元年度 0.8パーセント）

となっています。また、収支状況は

　　式収支ܗ　 　２兆1,878億円のࣈࠇ（令和元年度　１兆5,749億円のࣈࠇ）

　実質収支　　 　１兆	 	285億円のࣈࠇ（令和元年度　　　7,539億円のࣈࠇ）

　単年度収支　　　　 2,746億円のࣈࠇ（令和元年度　　　1,503億円のࣈࠇ）

　実質単年度収支　　	 		324億円のࣈࠇ（令和元年度　　　2,652億円のࣈࠇ）

となっています。決算規模の伸び率は、前年度に比べて歳入が21.6パーセント増、歳出

が21.0パーセント増となり、地方財政計画の伸び率（歳入・歳出とも1.0パーセント増）

と比べて、歳入・歳出とも上回りました。ܗ式収支、実質収支、単年度収支及び実質単

年度収支は、前年度に引き続きࣈࠇとなりました。

　積立金残高は、前年度末に比べて2,775億円減少（3.8パーセント減）しています。そ

の内訳をみると、財政調整基金が2,935億円減少（15.7パーセント減）、減債基金が383

億円減少（4.2パーセント減）、その他特定目的基金が543億円増加（1.2パーセント増）

しています。
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県の決算状況

　県内経済は、令和２年前半は、෯広く経済活動がམちࠐみ、特に政府の緊急事ଶએݴ

が発出された４月から５月にかけてはݫしい状況が続いたほか、個人消費にもམちࠐみ

がみられました。એݴ解除後はஈ֊的に経済活動の再開が進んだことや、「ごもり需

要」の取りࠐみなどから、他の分野に先ん͡て個人消費が持ち直すと、年後半にかけて

は、海外需要回復を受けて生産活動が上向くなど、県内経済には持ち直しの動きが見ら

れました。しかし、一方で、企業の設備投資計画や雇用などは年間を通してऑい動

きが続いていました。

　自主財源のபである県税収入は、新型コロナウイルス感染症拡大による経済停滞を受

けて法人二税等が減少したものの、地方消費税が税率引上げの影響により増加したこと

から、県税全体では前年度と比較し1.9パーセント、48億6,739万円の増収となりました。

　令和２年度の当県の財政運営は、新型コロナウイルス感染症による経費の増加には国

の交付金を最大ݶ活用し対応したものの、少子化対策を含む社会保障関係経費の増加等

により૬当規模の財政負担が生͡、結果として財源対策的基金等を53億円取崩した上

で、実質収支は1,396百万円のࣈࠇとなりました。

一般会計の収支状況は

ࣈࠇ式収支　　　　168億4,850万円のܗ　　
　　　　　　　　　　　※新型コロナウイルス感染症緊急แׅ支援交付金の国ฦ還分

（46億8,777万円）を含む

　　実質収支　　　　 13億9,580万円のࣈࠇ

　　実質単年度収支　 51億2,666万円のࣈ

となっています。

第１表　歳 入 歳 出 決 算 状 況
（単位：百万円）

会計名 歳入決算額
（Ａ）

歳出決算額
（Ｂ）

歳入歳出差
引額（Ｃ）

翌年度へ繰り
越す財源(Ｄ）

実質収支額
（Ｃ）－（Ｄ）

一般会計 1,377,796 1,360,948 1
ㅭㅣㅮ

6,848 15,452 1,396
特別会計 419,807 407,345 12,462 221 12,241

計 1,797,603 1,768,293 29,310 15,673 13,637
普通会計 1,191,199 1,170,469 20,730 6,527 14,203

※新型コロナウイルス感染症緊急แׅ支援交付金の国ฦ還分（4,688百万円）を含む
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○決算収支には次のようなものがあります。

。収支ʜʜ歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いたものをいいますࣜܗ

࣮質収支ʜʜܗ式収支から、継続費చ次繰越、繰越໌許費、事ނ繰越、事業繰越及

び支払繰延べに伴い翌年度へ繰越すべき財源を差し引いたものをいい

ます。いいかえれば、本来当֘年度に属すべき収入と支出との実質的

な差額です。

୯年度収支ʜʜ当֘年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いたものをいい

ます。

࣮質୯年度収支ʜʜ単年度収支に当֘年度において積み立てた積立金及び地方債の

繰上償還金を加え、当֘年度において取り崩した積立金の額を差し引

いたものをいいます。

○地方公共団体の会計は一般会計のほかに次の会計があります。

特別会計ʜʜ特定の事業を行う場合その特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一

般の歳入歳出と区分して別に収支経理を行う会計をいいます。当県は

13（２年度）の特別会計があります。

公営企業会計ʜʜ地方公共団体が企業として経営する事業の会計をいいます。当県

には、電気、工業用水、工業用地造成、東港臨海用地造成、病院事業、

基幹病院事業、流域下水道事業の７つ（２年度）の会計があります。

公営企業会計も上هの特別会計に当たります。

普通会計ʜʜ一般会計と公営企業会計以外の特別会計を合わせて、１つの会計とみ

なしたものをいい、その決算額は、各会計૬ޓ間の繰入れ、繰出しに

係る重ෳ額を差し引いた純計額をいいます。全国的な統計は普通会計

ベースで行いますので、他県比較などに使われます。
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２　一般会計決算状況

　⑴　概　　　　要

　　ア　決　算　収　支

した一般会計の決算はる５月末で出ೲดڈ　

　　歳　入　１兆3,777億9,602万円（令和元年度１兆2,251億2,708万円）

　　歳　出　１兆3,609億4,751万円（令和元年度１兆2,159億3,366万円）

であり、前年度に対して

　　歳入　1,526億6,894万円（12.5パーセントの増）

　　歳出　1,450億1,385万円（11.9パーセントの増）

とそれぞれ増加しました。

収　支　ࣜ　ܗ

　令和２年度のࣜܗ収支（歳入歳出ࠩҾ額）ɺ168ԯ4,850ສԁのࣈࠇͱなΓましͨɻ

　※新型コロナウイルス感染症緊急แׅ支援交付金の国ฦ還分（46億8,777万円）を含む

࣮　質　収　支

　令和２年度中に事業が完了しないなどのため、令和３年度に支払を回すものがある

面、当֘事業について令和３年度において確実に特定財源が収入されるものがあるので、

これを整理した実質収支を算定すると次のとおりです。

　　　式収支　　　　　　　　　　　168億4,850万円ܗ　　　 ⡣

　　　翌年度へ繰越すべき財源　　　　154億5,270万円　　　 ⡤

　　　　継続費చ次繰越額・繰越໌許額・事ނ繰越額	 54億6,844万円

　　			〔 支払繰延額	 99億8,426万円

　　　実質収支	 ⡣－⡤13億9,580万円

すなわち、令和２年度の࣮質収支ɺ13ԯ9,580ສԁのࣈࠇͱなΓましͨɻ

୯ 年 度 収 支

　実質収支13億9,580万円から前年度の実質収支７億1,715万円を差し引いた୯年度収支

ɺ６ԯ7,865ສԁのࣈࠇͱなΓましͨɻ
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࣮質୯年度収支

　財政の長期的な調整を図るための財政調整基金の積立て及び取崩し額を単年度収支に

加減した࣮質୯年度収支ɺ51ԯ2,666ສԁのࣈͱなΓましͨɻ

第２表　収支の状況（一般会計）
（単位：百万円）

区　分 式収支ܗ 実質収支
⡣

単年度
収　支
⡤

財　政　調　整　ા　置 実質単年度収支
⡤ʴ⡥－
⡦ʴ⡧

積　立
⡥

取　崩
⡦

繰上償還
⡧

計
⡥－⡦ʴ⡧

令和２年度
決算額 ※1 16,848 1,396 679 6 5,811 0 △5,805 △5,126

令和元年度
決算額 9,193 717 △	 542 31,796

※2 6,419
33

※2 13,432 0 31,763
※2△7,013

31,221
※2△7,555

※１		令和２年度については、ܗ式収支に新型コロナウイルス感染症緊急แׅ交付金の国ฦ
還分（46億8,777万円）を含む

※２		令和元年度については、財源対策的基金の整理・統合に伴う基金の積立・取崩を行っ
ており、実質単年度収支の特घな増減要Ҽとなることから、財政状況をわかりやすく
比較するため、下ஈに「財政調整基金」を「財源対策的基金」とಡみସえた額をࡌه

決算収支の推移

　次に過10ڈか年の決算収支の推移は第１図のとおりです。
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　　　　　　第１ਤ　決算収支の推移

収支額

（億円）

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

－20

－40

0

年度

形式収支 (※1)

実質収支

単年度収支
10.610.3 12.3 13.9 13.0 14.3

208.8

355.8
400.2

481.1

310.0

326.8
332.2

5.2 5.8 3.8 2.53.8
0.3 1.6 1.6 1.3

13.5
4.0
－0.8

7.2
－5.4

－6.6

312.2

－0.9
－2.0
－2.0

199.5

91.9

12.6
－0.9

実質単年度収支 (※2)
－75.6 －51.3

6.8

14.0

168.5

※１		令和２年度については、ܗ式収支に新型コロナウイルス感染症緊急แׅ交付金の国ฦ
還分（46億8,777万円）を含む

※２		令和元年度については、財源対策的基金の整理・統合に伴う基金の積立・取崩を行っ
ており、実質単年度収支の特घな増減要Ҽとなることから、財政状況をわかりやすく
比較するため、「財政調整基金」を「財源対策的基金」とಡみସえた額をあわせてࡌه

・ฏ成23年度

　普通交付税が減少する中で、災害関連経費や社会保障関係経費等が増加したものの、

県税収入や特別交付税の増加に加え、人件費等内部管理コストの縮減努力等により、実

質収支はࣈࠇとなりましたが、単年度収支、実質単年度収支はともにࣈになりました。
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・ฏ成24年度

　地方交付税が減少する中で、災害関連経費や社会保障関係経費等が増加したものの、

県税収入や国庫支出金の増加に加え、人件費等内部管理コストの縮減努力等により、実

質収支、単年度収支、実質単年度収支いずれもࣈࠇとなりました。

・ฏ成25年度

　デフレ経済からの脱却に対応した経済対策関係経費や社会保障関係経費の増加等によ

り、૬当規模の財政負担が生͡たものの、県税収入・国庫支出金の増加や内部管理コス

トの縮減努力等により、実質収支、単年度収支、実質単年度収支いずれもࣈࠇとなりま

した。

・ฏ成26年度

　消費税増税の動減対策関係費や社会保障関係経費が増加したものの、県税収入や地

方譲与税の増加に加え、内部管理コストの縮減努力等により、実質収支、単年度収支、

実質単年度収支いずれもࣈࠇとなりました。

・ฏ成27年度

　少子化対策の充実等により社会保障関係経費等が増加したものの、県税収入の増加や

内部管理コストの縮減努力等により、実質収支、実質単年度収支はともにࣈࠇとなりま

したが、単年度収支はࣈになりました。

・ฏ成28年度

　少子化対策を含む社会保障関係経費等が増加したものの、内部管理コストの縮減努力

等により、実質収支、単年度収支、実質単年度収支いずれもࣈࠇになりました。

・ฏ成29年度

　県税収入や地方交付税が減少する中で、除雪費や少子化対策を含む社会保障関係経費

が増加したものの、内部管理コストの縮減や財源対策的基金取崩し等により、実質収支、

実質単年度収支はともにࣈࠇとなりましたが、単年度収支はࣈになりました。

・ฏ成30年度

　地方交付税が減少したことに加え、少子化対策を含む社会保障関係経費の増加等によ

り૬当規模の財政負担が生͡る中、内部管理コストの縮減等に取り組んだことにより、

実質収支はࣈࠇとなりましたが、単年度収支、実質単年度収支はࣈとなりました。
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・令和元年度

　少子化対策を含む社会保障関係経費の増加等により૬当規模の財政負担が生͡、税交

付金等や除雪費の減のほか、内部管理コストの縮減等に取り組んだものの、結果として

財源対策的基金等を115億円取り崩した上で、実質収支、実質単年度収支はともにࣈࠇ

となりましたが、単年度収支はࣈとなりました。

　なお、実質単年度収支は、前年度と比べ312億2,097万円のࣈࠇとなりました。これは、

これまで財源対策的基金として管理してきた基金を財政調整基金に整理・統合したこと

に伴う増であり、財政状況をわかりやすく比較するため、令和元年度について、「財政

調整基金」を「財源対策的基金」とಡみସえた場合は75億5,548万円のࣈとなります。

・令和２年度

　新型コロナウイルス感染症による経費の増加、少子化対策を含む社会保障関係経費の

増加等により૬当規模の財政負担が生͡、国の交付金等を最大ݶ活用するほか、内部管

理コストの縮減等に取り組んだものの、結果として財源対策的基金等を53億円取崩し

た上で、実質収支、単年度収支はともにࣈࠇとなりましたが、実質単年度収支はࣈと

なりました。

　　イ　決　算　ن　

　歳入歳出規模を前年度と比較すると第３表のとおりです。前年度に比較し歳入は12.5

パーセント、歳出は11.9パーセント増加（前年度の伸び率　歳入は2.6パーセント増加、

歳出は3.5パーセント増加）しました。

第３表　歳入歳出決算ن（一般会計）
（単位：百万円・％）

区　分 令和２年度
　　（Ａ）

令和元年度
　　（Ｂ）

（Ａ）－（Ｂ）
　　　（Ｃ）増減率

(Ｃ)
―
(Ｂ)

×100 前年度増減率

歳　入 1,377,796 1,225,127 152,669 12.5 2.6

歳　出 1,360,948 1,215,934 145,014 11.9 3.5
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決算نの推移

　過10ڈか年の決算規模の推移は第２図のとおりです。

　　　　　　　第２ਤ　決算نの推移

収支額 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

8,000

9,000

1兆円

億円

1.1兆円

1.2兆円

1.3兆円

1.4兆円

1.5兆円

年度

（　）歳出対前年度伸び率

歳入

歳出

13,852

15,978

12,722

12,42112,365

12,156
（4.3％）

12,625
（△6.5％）

13,496
（11.0％）

15,497
（22.8％）

12,412
（△19.9％） 12,094

（△2.6％）

11,987

11,655
（△3.6％）

13,025

11,943

12,251

11,744
（0.8％）

12,159
（3.5％）

13,778

13,609
（11.9％）

　平成23年度を100とした場合の指数をみると、令和２年度は歳入111、歳出112となっ

ています。

　平成23年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、新成長プロジェクトをபに

予算の重点化・効率化を図りましたが、長野県北部地震や新潟・福島߽雨などの度重な

る災害からの「復旧・復興」や国の交付金を活用した基金事業の増加等により、決算額

は4.3パーセントの増加となりました。

　平成24年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、「経済・雇用対策と໌日の新

潟のඈ༂」、「災害からの復旧・復興とݪ子力災害への対応」等の観点から、予算の重点化・

効率化を図りました。決算額は、中越沖地震復興基金償還金（1,200億円）の増もあり、

11.0パーセントの増加となりました。

　平成25年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、ক来の税収、人口、就業機会
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の増加や子育て・教育環境の改善等に向けた未来に対する投資を推進するなど、予算の

重点化・効率化を図りましたが、決算額は、前年度決算規模が中越沖地震復興基金償還

金（1,200億円）により増加していたこともあり、6.5パーセントの減少となりました。

　平成26年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、ক来の人口や就業機会の増加

などの未来への投資を積ۃ的に推進するとともに、県民一人ひとりがক来にرを๊く

ことのできる地域社会の実現に向けた取り組みを進めるため、予算の重点化・効率化を

図りました。決算額は、中越大震災復興基金償還金（3,000億円）の増もあり、22.8パー

セントの増加となりました。

　平成27年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、ক来の人口増加や地域産業

の育成、個を伸ばす人づくりの推進などの未来への投資を積ۃ的に推進するとともに、

安心・安全で、県民一人ひとりがক来にرを๊き、未来をඳくことのできる地域社会

の実現に向けた取り組みを進めるため、予算の重点化・効率化を図りました。決算額は、

前年度決算額が中越大震災復興基金償還金（3,000億円）により増加していたこともあ

り、19.9パーセントの減少となりました。

　平成28年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、人口の自વ減・社会減に対

応するための地方創生の取組を推進し、安心・安全で、県民一人ひとりがক来にرを

๊き、未来をඳくことのできる地域社会の実現に向けた取り組みを進めるため、予算の

重点化・効率化を図りました。決算額は、中小企業制度融資の減少等により、2.6パー

セントの減少となりました。

　平成29年度は、引き続き「部局長予算」を基本とし、県民一人一人の福を可能

なݶり増やし、命とらしをकり、現在と未来へのを果たす取組を推進するため、

予算の重点化・効率化を図りました。決算額は、県費負担教職員に係る給与負担の政令

市移譲の影響等により、3.6パーセントの減少となりました。

　平成30年度は、命とらしがकられ、一人一人が未来へのرを持って自らの福

を実現できる新潟県を創る取組を積ۃ的に推進するとともに、事業のスクラップ・アン

ド・ビルドによる効果的・効率的な施策を実現するため、事業の再構築を進めました。

決算額は、普通建設事業及び災害復旧事業において、前年度からの繰越事業が増加した

こと等により、0.8パーセントの増加となりました。

　令和元年度は、県民の安全・安心の確保や、活力やわいの創出など、「住んでよし、
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๚れてよしの新潟県」の実現に向けた取組を積ۃ的にల開しました。同時に、ݫしい財

政状況を౿まえ、選とू中をこれまで以上にపఈすることを基本に、シーリング等に

より財源の確保に努めるとともに、国庫補助金や有利な地方財政ા置が見ࠐまれる地方

債を活用することにより、後年度を含む県負担を制するなど、ࠓ後の財政運営を見据

えた対応を行いました。決算額は、国の３か年緊急対策関連事業の実施による普通建設

事業の増加等により、3.5パーセントの増加となりました。

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、感染拡大防止対策や検査・૬

ஊ体制の整備、医療提供体制の整備などにਝ速に取り組むとともに、社会経済の維持・

再生に向けた取組を積ۃ的にల開しました。同時に、ݫしい財政状況を౿まえ、令和

13年度にܴえる公債費の実負担のϐークも見据えつつ、行財政改革行動計画に基づく

歳出歳入改革を着実に進めることにより、感染症対策と行財政改革の両立を図る財政運

営を行いました。決算額は、新型コロナウイルス感染症に対応するための経費の増加等

により、11.9パーセントの増加となりました。

　　ウ　財　　ߏ　造

　次に、当県の財政構造はどのような状ଶにあるのか、通常行われている経常収支比率

という指標でઆ໌します。

ܦ ৗ 収 支 比 

　一般に収入及び支出を経常的収入と経常的支出でとらえ、経常的経費にどれだけの経

常的収入が充てられているか（臨時的支出に対応できる経常的収入はどの程度か）をみ

て、財政の力性を断します。

　すなわち、経常経費に充てた経常一般財源の残余（経常余剰財源）が大きいほど臨時

の財政需要に対して余༟をもつことになり、財政構造は力的であるといえます。

ݯඅにॆ͞Εる一般財ܦৗܦ〕
〔　　　　ݯৗ一般財ܦ
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第４表　ܦৗ収支（普通会計）
（単位：百万円）

区　　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

経 常 収 入 Ａ 620,175
（△1.2）

585,081
（△5.7）

581,302
（△0.6）

573,164
（△1.4）

576,143
（0.5）

経 常 経 費 Ｂ 638,223
（△0.7）

617,317
（△3.3）

606,656
（△1.7）

592,378
（△2.4）

592,439
（0.0）

経 常 一 般 財 源 Ｃ 598,540
（△2.4）

566,721
（△5.3）

562,233
（△0.8）

552,815
（△1.7）

555,866
（0.6）

経常経費に充てる一般財源Ｄ 566,252
（△0.4）

546,168
（△3.5）

543,450
（△0.5）

529,890
（△2.5）

526,435
（△0.7）

経常一般財源の余剰Ｃ － Ｄ 32,288
（△27.8）

20,553
（△36.3）

18,783
（△8.6）

22,925
（22.1）

29,431
（28.4）

ܦ ৗ 収 支 比  ̙ ʗ ̘
（全国順位）

94.6ˋ
（13）

96.4ˋ
（30）

96.7ˋ
（37）

95.9ˋ
（24）

94.7ˋ
（21）

全 国 経 常 収 支 比 率 95.4％ 95.2％ 93.0％ 95.4％ 94.7％

（　）内は前年度比伸び率（％）、全国数値は単純平均（見ࠐみ）

　当県の経常収支比率は第４表のとおりであり、前年度に比較して1.2ポイント低く

なっています。これは、地方債のうち減収補ర債特例分の増などにより経常的な一般財

源収入が前年度比較で0.6パーセント増加し、人件費等の減などにより経常的一般財源

支出が0.7パーセント減少したことによるものです。

ৗ収入……ຖ年大きな増減がなく経常的に収入される財源で、法令などで規ܦ　　
定されているものが主なもので、地方税、地方交付税、使用料・
手数料、国庫支出金などです。

අ……法令などによりຖ年ٛ務的に支出する経費および人件費や施設のܦৗܦ　　
維持管理に要する経費など経常的に支出される経費であり投資的
経費は含みません。

※資料のみかた
　　１ɽ全国の令和２年度数値はいずれも見ࠐみ数値である。
　　２ɽ全国経常収支比率（第４表）、財政力指数全国平均値（第５表）、全国実質

公債費比率及び全国公債費負担比率（第18図）は単純平均である。

　令和２年度の場合、経常収入であり、かつ使途の制ݶされない一般財源は5,558億

6,642万円となり、そのうち経常経費に充てたものが5,264億3,540万円で、差引294億

3,102万円が投資的経費などの臨時的な経費に充てられたことになります。
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　経常収支比率を人件費、公債費などの内訳でみると第３図のとおりです。

第３ਤ　ܦৗܦඅのܦৗ一般財ݯに対͢る比

H28 H29 H30 R元 R2H21 H22 H23 H24 H26 H27H25
年度

扶助費

補助費等

公債費

人件費

経常収支比率

物件費
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
22
24

40
50
60
70
80
90
％ 93.8 93.8 95.3 94.093.792.4

40.2 37.5 38.3 37.9 38.037.8 37.1

31.2 31.1 31.5 32.8 31.832.1

16.0 16.9 17.9 18.5 18.6
16.5

2.9 2.92.8 2.8 2.8 2.8 2.8
1.0 1.0 0.9

92.7 94.6

37.0

30.3 29.9

19.6
20.5

2.7
0.9 0.9

39.5

3.4 3.4

96.4 95.9

33.9
25.6

1.01.1 1.20.8 0.9 0.9
3.5

23.7 24.0

32.8 32.9

39.3 39.3

96.7

0.9
3.0

24.7

33.1

38.0

94.7

　　Τ　財　　ྗ

　財政力を測定する一つのई度として財政力指数があります。これは全国的にみて標準

的な行政を行う場合に必要とされる経費（基準財政需要額）と、それを賄うために必要

とされる標準的な収入（基準財政収入額）を比較　〔財ྗࢦʹ基४財収入額
基४財ध要額の

　　　　　　　　　したものです。

　なお、この基準財政需要額が基準財政収入額を上回ったときは、地方交付税で不足財

源がા置されます。

　各年度の財政力指数は第５表のとおりです。

第５表　財　　ྗ　ࢦ　

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

基準財政収入額
Ａ　　（千円） 228,005,781 227,071,358 209,006,869 211,817,629 219,202,508 219,114,750

基準財政需要額
Ｂ　　（千円） 492,013,377 491,921,795 456,255,894 452,000,507 456,122,784 460,358,506

Ａ／Ｂ 0.46341 0.46160 0.45809 0.46862 0.48058 0.47597
財 政 力 指 数
(Ａ/Ｂの過３ڈか年の平均

例ŋ32は̝30Ŋ 31、32のＡ/Ｂの平均)
0.43519 0.45107 0.46103 0.46277 0.46910 0.47506

全 国 平 均 0.49146 0.50540 0.51602 0.51754 0.52183 0.52320

順 位 25位 25位 25位 25位 25位 25位
（Ｃグループ）（Ｃグループ）（Ｃグループ）（Ｃグループ）（Ｃグループ）（Ｃグループ）

ա３͔ڈ年のฏۉ〕
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　財政力指数が低いということは、必要な財政需要を充たす財源のうち県税収入の割合

が低いことを表しています。

　当県は、県土の面積、海岸延長、Տ川延長、ߞ地面積、森林面積及び道路面積等の行

政需要を表す指標が全国的に大きく、また、積雪、地൫下、地すべり、へき地対策な

ど当県の特घ事に基づく多額の財政需要がある面、第２次、第３次産業の比重が低

いため県税収入が低く、全国と比較した場合の財政力指数は中位水準であり、地方交付

税の交付額では北海道、兵庫、鹿児島、福岡、大阪に次͗全国第６位（令和２年度）です。

基४財ध要額……全国的標準に基づいて各地方公共団体が標準的な水準でその行

政を執行するに必要な経費のうち一般財源をもって賄うべき額

で、地方公共団体として必要不可欠で最低に近い経費です。

　　　　基準財政需要額ʹ単位費用×（測定単位の数値×補正係数）

基४財収入額……地方公共団体の財政力を合理的に測定する方法で税収の一定割

合と地方譲与税等で積算されます。

　　　　基準財政収入額ʹ（法定普通税ʴ特別法人事業譲与税※ʴ地方特例交付金）

　　　　　　　　 × 75―100 ʴ		税源移譲૬当額(個人住民税：三位一体の改革分及び

県費負担教職員の給与負担事務の移譲分)

　　　　　　　　ʴ税率引上げによる増収分(地方消費税)

　　　　　　　　ʴ地方譲与税(除特別法人事業譲与税※)ʴ交通安全対策特別交付金等

　⑵　歳入の状況

　　ア　概　　　　　要

　令和２年度の歳入決算の状況は、第６表のとおりです。
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第６表　歳入決算状況（一般会計）
（単位：千円・％）

区　　　分

令和２年度 令和元年度 比　　　　較 令　和
元年度
増減率決算額（Ａ） 構成比 決算額（Ｂ） 構成比

増減額(Ｃ）
(Ａ)－(Ｂ）

増減率
(Ｃ)―(Ｂ)×100

県 税 258,145,146 18.7 253,277,756 20.7 4,867,390 1.9 △2.9
地方消費税清算金 100,676,743 7.3 82,562,114 6.7 18,114,629 21.9 △3.6
地 方 譲 与 税 36,975,684 2.7 41,391,554 3.4 △4,415,870 △10.7 △2.5
地方特例交付金 1,274,454 0.1 2,301,387 0.2 △1,026,933 △44.6 180.6
地 方 交 付 税 244,771,224 17.8 240,021,906 19.6 4,749,318 2.0 △1.7
交通安全対策特別交付金 425,470 0.0 391,237 0.0 34,233 8.7 △5.7
分担金及び負担金 6,202,966 0.5 7,703,026 0.6 △1,500,060 △19.5 △2.5
使用料及び手数料 14,325,358 1.0 14,823,640 1.2 △498,282 △3.4 0.2
国 庫 支 出 金 216,383,652 15.7 152,048,744 12.4 64,334,908 42.3 5.2
財 産 収 入 1,859,357 0.1 2,509,148 0.2 △649,791 △25.9 25.1
寄 附 金 1,289,201 0.1 523,085 0.1 766,116 146.5 2.5
繰 入 金 19,221,297 1.4 60,424,488 4.9 △41,203,191 △68.2 95.1
諸 収 入 176,515,040 12.8 64,309,390 5.3 112,205,650 174.5 8.8
県 債 290,537,000 21.1 282,890,000 23.1 7,647,000 2.7 5.9
繰 越 金 9,193,424 0.7 19,949,608 1.6 △10,756,184 △53.9 △39.9
合 計 1,377,796,016 100.0 1,225,127,083 100 152,668,933 12.5 2.6

　歳入のうち主要なものをみると、県税収入は、税率引上げによる地方消費税の増等に

より、県税全体では対前年度比1.9パーセント、48億6,739万円の増となりました。

　地方交付税は、地域社会再生事業費の創設等により、普通交付税が増加したこと等か

ら、対前年度比2.0パーセント、47億4,932万円の増となりました。

　地方債は、防災・減災・国土強ᯰ化緊急対策事業債など国の３か年緊急対策関連事業

債の増等により、対前年度比2.7パーセント、76億4,700万円の増となりました。

財　ߏ　ݯ　成

　歳入の財源構成は第４図のとおりです。
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第４ਤ　財　　ߏ　　ݯ　　成（一般会計）

単位：百万円
（　）：構成比％
⎧
⎨
⎩地方交付税

244,771（17.8）

790,368
（57.4）

587,428
（42.6）

依

存

財

源

自

主

財

源

県税
258,145（18.7）

諸収入
176,515
（12.8）

国庫
支出金
216,384
（15.7）

県債
290,537
（21.1）

特定財源
735,527（53.4）

一般財源
642,269（46.6）

歳入総額
1,377,796
（100）

地方特例交付金
1,274（0.1）
地方譲与税
36,976（2.7）
交通安全対策特別交付金
426（0.0）

地方消費税清算金
100,677（7.3）

繰入金
19,221（1.4）

分担金及び負担金
6,203（0.5）

使用料及び手数料
14,325（1.0）
財産収入
1,859（0.1）
寄附金
1,289（0.1）
繰越金
9,194（0.7）

　歳入総額を県税、地方消費税清算金、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、繰越金、諸収入のように県が自らの手で収することのできるʮࣗ主

財ݯʯと、国庫支出金、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金、地方債、交通安全

対策特別交付金のように国から定められた額を交付されたり、割り当てられたりする

ʮґଘ財ݯʯに区分すると、令和２年度の自主財源は5,874億2,853万円で歳入総額の

42.6パーセントに当たります。令和元年度は5,060億8,225万円で歳入総額の41.3パーセ

ントでしたので、令和２年度は前年度に比べ813億4,628万円増加し、構成比では1.3ポ

イント高くなっています。また、ґଘ財源は7,903億6,748万円で歳入総額の57.4パーセ

ントに当たり、前年度（58.7パーセント）に比べ1.3ポイント低くなっています。これは、

自主財源である諸収入が大෯に増加し、ґଘ財源の割合が૬対的に低下したことなどに

よるものです。

　当県の歳入構造は、自主財源の割合が全国的にみて著しく低く（令和２年度普通会計

ベース　全国51.8パーセント、当県44.3パーセント）なっています。

　県税、地方交付税、地方譲与税などその使途が特定されておらず、県が自༝に使える

財源をʮ一般財ݯʯといい、国庫支出金、県債などその使途が特定されているものを

ʮ特定財ݯʯといいます。県が自主的な断のもとに財政運営を行うためには、一般財
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源をできるだけ多く確保することがましいことといえます。

　歳入総額に占める一般財源の割合は46.6パーセントであり、前年度（50.6パーセン

ト）よりも4.0ポイント低くなっています。これは、特定財源である国庫支出金や諸収

入等が増加したことなどによるものです。

　全国都道府県の普通会計ベースの一般財源（全国と当県を比較するため地方税、地方

譲与税、地方交付税、地方特例交付金の主要一般財源の合計）の割合をみますと、令和

２年度で50.5パーセントであり、当県（48.4パーセント）よりも2.1ポイント高くなっ

ています。

　全国都道府県と当県の歳入構造を比較しますと第５図のとおりです。全国比較の関係

上、普通会計（一般会計ʴ特別会計）で比較しています。以下全国比較は同༷です。

※県税
33.2 ※地方交付税

20.5
単位：％

※主な一般財源比較
県税、地方交付税、
地方譲与税、地方特例交付金

当県
全国

48.4
50.5

（ ）

当県

※地方譲与税・地方特例交付金

国庫支出金

県債
13.7

10.8
分担金・負担金

0.5

使用料・手数料
1.3

その他
18.0

0.4

1.2

17.0 24.7 14.3

3.2

20.0

全国

3.0

18.2

第５ਤ　歳入決算ߏ成比のશࠃ比較（普通会計）
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依
存
財
源

％年度
3.6

（37.0）

0.7

（42.2）

0.8

（42.1）

1.6

（38.9）

3.0

（38.6）

2.9

（38.9）

2.6

（41.6）

3.2 3.1

（36.0）

（51.6）

20.3

17.5

21.6

15.5

19.3

2.2

23.9

12.2

21.0

18.9

21.0

2.3

19.8

14.1

23.2

17.7

22.1

2.3

20.0

17.3

22.2

18.6

18.0

2.3

20.5

12.8

25.1

18.5

18.4

1.7

21.1

12.3

24.8

19.6

17.8

1.5

22.3

12.4

21.1

23.8

16.4

1.4

22.6

16.7

21.4

16.7

17.8

1.5

17.8

10.1

17.4

35.3

15.1

18 19 20 21 22 23 24 25 26

1.2

3.5

22.3

11.2

21.2

18.9

21.4

27

1.5

（41.8）

3.3

（40.7） （41.4）

3.3

（40.1）

23.4

11.8

21.6

16.3

21.8

28

2.0

23.3

11.8

20.9

16.7

22.2

29 30

1.8

3.7

（41.3）

22.4

12.1

20.4

17.7

21.8

1.9

R元 3.6

23.1

12.4

19.6

18.8

20.7

1.8

（42.6）

R2 2.8

21.1

15.7

17.8

22.4

18.7

1.5

自
主
財
源

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

譲 与 税 等

県 債

国庫支出金

地方交付税

諸 収 入 等

県 税

分 担・負 担 金、
使用料・手数料

第６ਤ　歳入ߏ成比の推移（一般会計）

　　イ　県　　　　　税

　自主財源のபである県税収入については、新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業収

益のѱ化に加え、法人県民税の交付税ݪ資化に伴う税率引下げにより法人二税が減収と

なったものの、税率引上げの影響により地方消費税が増収となったことなどから、県税

全体では前年を約49億円上回ることとなりました。
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第７表　県　税　決　算
（単位：千円・％）

税　　目
令和２年度（Ａ） 令和元年度（Ｂ） 比較（Ａ）－（Ｂ） 前年度

の
増減率収入済額 構成比 収入済額 構成比 増　減　額 増減率

県 民 税 66,697,487 25.8 68,423,413 27.0 △ 1,725,926 △ 2.5 △ 3.0
　　個人県民税 59,496,440 23.0 58,894,820 23.3 601,620 1.0 △ 1.9
　　法人県民税 6,805,828 2.6 9,185,086 3.6 △ 2,379,258 △ 25.9 △ 5.8
　　利　子　割 395,219 0.2 343,507 0.1 51,712 15.1 △ 52.8
事 業 税 57,770,677 22.4 59,969,285 23.7 △ 2,198,608 △ 3.7 △ 1.5
　　個人事業税 2,265,897 0.9 2,256,011 0.9 9,886 0.4 3.4
　　法人事業税 55,504,780 21.5 57,713,274 22.8 △ 2,208,494 △ 3.8 △ 1.6
地 方 消 費 税 65,879,041 25.5 56,282,284 22.2 9,596,757 17.1 △ 4.8

譲 渡 割 54,368,932 21.1 46,826,675 18.5 7,542,257 16.1 △ 3.3
貨 物 割 11,510,109 4.4 9,455,609 3.7 2,054,500 21.7 △ 11.6

不 動 産 取 得 税 4,748,639 1.8 4,749,997 1.9 △ 1,358 0.0 1.2
県 た ば こ 税 2,224,626 0.9 2,343,220 0.9 △ 118,594 △ 5.1 0.1
ゴルフ場利用税 460,081 0.2 536,946 0.2 △ 76,865 △ 14.3 0.0
自 動 車 取 得 税 0 0.0 1,972,004 0.8 △ 1,972,004 皆減 △ 47.5
軽 油 引 取 税 22,749,860 8.8 23,011,853 9.1 △ 261,993 △ 1.1 △ 2.8
自 動 車 税 32,695,000 12.7 32,304,214 12.8 390,786 1.2 1.5

環境性能割 1,472,595 0.6 734,928 0õ3 737,667 100.4 皆増
種 別 割 31,222,405 12.1 31,569,286 12õ5 △ 346,881 △ 1.1 △ 0õ8

鉱 区 税 32,827 0.0 41,762 0.0 △ 8,935 △ 21.4 △ 12.6
固 定 資 産 税 0 0.0 0 0.0 0 - -
法 定 外 普 通 税 4,712,634 1.8 3,460,042 1.3 1,252,592 36.2 7.8
狩 猟 税 11,546 0.0 11,813 0.0 △ 267 △ 2.3 △ 6.3
法 定 外 目 的 税 162,728 0.1 170,923 0.1 △ 8,195 △ 4.8 16.4
旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 0.0 0 - -

計 258,145,146 100 253,277,756 100 4,867,390 1.9 △ 2.9
地ํফඅ税ਗ਼算ޙ 293,712,121 281,749,316 11,962,805 4.2 △ 2.8
※　自動車税種別割は、自動車税（～3元.9）を含んだ額となっています。

　地方消費税清算後の収入額を含んだ実質収入額の対前年伸率では4.2パーセント増と

なっており、全国都道府県の総額（0.1パーセント増）と比べ、4.1ポイント上回ってい

ます。

※　地方消費税は、一୴は課税地の都道府県の税収となりますが、その後、最終消費地の都道府県

にؼ属させるため、消費に関連する指標に基づき都道府県間で清算が行われます。

清算金収入額100,676,743千円　清算金支出額65,109,768千円　差引35,566,975千円
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第７ਤ　県税収入の推移
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第８ਤ　県税収入額の税目別ߏ成比の推移

　県税収入額の税目別構成比の推移及び全国比較は第８図のとおりです。地方消費税清

算金清算後の収入額を含んだ実質収入額での全国比較では、所得課税（法人・個人の県

民税、事業税）のウェートが低く、消費課税（軽油引取税、地方消費税等）のウェート

が高いのが特です。

　ʪࢀ考ʫ全国との比較

　　・個人県民税と個人事業税の合計で　　　　　　　△6.9ポイント

　　・法人県民税と法人事業税の合計で　　　　　　　△4.0ポイント

　　・消費課税（軽油引取税と地方消費税の合計）が　ʴ7.7ポイント
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料理飲食等消費税（特別地方消費税） ※平成 12 年度に廃止されました。

自動車取得税 ※令和元年 10 月 1 日に廃止されました。
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　　ウ　地ํ交付税

　地方交付税は、地方公共団体間の財政力の均ߧを図り、地方公共団体が行う行政に対

し、一定の水準までの財源を保障することを目的としたものです。すなわち国民の負担

するે税で、本来地方公共団体に振り向けるべき財源のうち、その一部を地方の共有財

源として、国の手を通͡て地方公共団体ごとに需要と収入の状況に応͡て交付するもの

であり、その総額は令和２年度では所得税・法人税の33.1パーセント、酒税の50パーセ

ント、消費税の19.5パーセント、地方法人税の全額と定められており、性格的には地方

公共団体固有の一般財源です。

　令和２年度の普通交付税は、

　　　基準財政需要額（ア）　　　　4,597億7,950万円	（前年度比 0.8パーセント増）

　　　基準財政収入額（イ）　　　　2,191億5,329万円	（前年度比0.03パーセント減）

　　　調　　整　　額（ウ）　　　　				 	 	 2億3,490万円	（前年度比		41.5パーセント減）

　　　差引交付額(ア)－(イ)－(ウ）		 2,403億9,132万円	（前年度比 1.6パーセント増）

と決定されました。

第８表　地ํ交付税決定額
（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度 令和元年度 差　　引 増減率



ݝ

普通交付税 240,391,319 236,497,719 3,893,600 1.6
特別交付税 4,311,667 3,461,065 850,602 24.6

計 244,702,986 239,958,784 4,744,202 2.0(

ಓ

ݝ

Ờ

શ

ࠃ

普通交付税 8,496,457,391 8,179,608,299 316,849,092 3.9
特別交付税 154,499,273 186,095,041 △ 31,595,768 △ 17.0

計 8,650,956,664 8,365,703,340 285,253,324 3.4
※震災復興特別交付税を除く

　また、特別交付税は43億1,167万円と決定され、前年度と比較して８億5,060万円の増

となりました。（震災復興特別交付税を除く）

　令和２年度の普通交付税は、交付額では北海道、兵庫、鹿児島、福岡、大阪に次͗、

第６位となり、伸び率では、全国道府県分の3.9パーセント増に対して1.6パーセントの

増となりました。
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第９表　令和２年度道府県別地ํ交付税交付額（上位10位まで）

（単位：百万円）

道府県名 普　通
交付税

特　別
交付税 計 道府県名 普　通

交付税
特　別
交付税 計

ᶃ北海道 609,660 5,720 615,380 ᶈ新			潟 240,391 4,312 244,703
ᶄ兵			庫 299,013 3,559 302,572 ᶉ長			崎 221,365 3,533 224,898
ᶅ鹿児島 273,607 6,020 279,627 ᶊ熊			本 209,285 10,975 220,260
ᶆ福			岡 258,325 4,570 262,895 ᶋ੨			森 215,803 4,147 219,950
ᶇ大			阪 258,218 1,079 259,297 ᶌؠ			手 215,176 4,723 219,899

※震災復興特別交付税を除く

　臨時財政対策債振ସ前の基準財政需要額は、公債費に対する交付税ા置額が減とな

る一方、地方法人課税のภ在ੋ正による財源を活用して創設された地域社会再生事業費

が皆増となりました。その結果、臨時財政対策債振ସ後の基準財政需要額は対前年度比

0.8パーセントの増となりましたが、全国都道府県分の2.3パーセント増に対しては、1.5

ポイント下回りました。また、基準財政収入額は、法人事業税の減等から、0.03パーセ

ントの減となり、全国都道府県分の0.3パーセント増に対し、0.33ポイント下回りました。

その結果、交付額は、前年度比1.6パーセントの増となり、全国平均（3.9パーセント増）

を2.3ポイント下回りました。

　また、特別交付税は、普通交付税ではัଊされないような特別の財政需要について個

別に考慮のうえ交付されるものですが、全国道府県分の17.0パーセントの減に対し本県

は24.6パーセントの増となりました。

˝普通交付税

　その団体が標準的な行政を行うのに必要とする合理的手ஈによって算定されたあ

るべき一般財源の額(基準財政需要額)と、同͡く合理的手ஈによってัଊされたあ

るべき税収入(基準財政収入額)との差引不足額で、交付税総額の94パーセントです。

˝特別交付税

　各団体の特घ事により特別に生͡た財政需要に対して交付されるもので、普通

交付税の補完的機能を有するものであり、その額は交付税総額の６パーセントです。

基準財政需要額A

基準財政収入額B

地方譲与
税等 E

地方交付税 F
普通 （94％）

特別
（6％）県　　　　　　税　D 

（Ｄ×　＋E）
財源不足額C
（A－B）10

7.5
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第９表　令和２年度道府県別地ํ交付税交付額（上位10位まで）

（単位：百万円）

道府県名 普　通
交付税

特　別
交付税 計 道府県名 普　通

交付税
特　別
交付税 計

ᶃ北海道 609,660 5,720 615,380 ᶈ新			潟 240,391 4,312 244,703
ᶄ兵			庫 299,013 3,559 302,572 ᶉ長			崎 221,365 3,533 224,898
ᶅ鹿児島 273,607 6,020 279,627 ᶊ熊			本 209,285 10,975 220,260
ᶆ福			岡 258,325 4,570 262,895 ᶋ੨			森 215,803 4,147 219,950
ᶇ大			阪 258,218 1,079 259,297 ᶌؠ			手 215,176 4,723 219,899

※震災復興特別交付税を除く

　臨時財政対策債振ସ前の基準財政需要額は、公債費に対する交付税ા置額が減とな

る一方、地方法人課税のภ在ੋ正による財源を活用して創設された地域社会再生事業費

が皆増となりました。その結果、臨時財政対策債振ସ後の基準財政需要額は対前年度比

0.8パーセントの増となりましたが、全国都道府県分の2.3パーセント増に対しては、1.5

ポイント下回りました。また、基準財政収入額は、法人事業税の減等から、0.03パーセ

ントの減となり、全国都道府県分の0.3パーセント増に対し、0.33ポイント下回りました。

その結果、交付額は、前年度比1.6パーセントの増となり、全国平均（3.9パーセント増）

を2.3ポイント下回りました。

　また、特別交付税は、普通交付税ではัଊされないような特別の財政需要について個

別に考慮のうえ交付されるものですが、全国道府県分の17.0パーセントの減に対し本県

は24.6パーセントの増となりました。

˝普通交付税

　その団体が標準的な行政を行うのに必要とする合理的手ஈによって算定されたあ

るべき一般財源の額(基準財政需要額)と、同͡く合理的手ஈによってัଊされたあ

るべき税収入(基準財政収入額)との差引不足額で、交付税総額の94パーセントです。

˝特別交付税

　各団体の特घ事により特別に生͡た財政需要に対して交付されるもので、普通

交付税の補完的機能を有するものであり、その額は交付税総額の６パーセントです。

基準財政需要額A

基準財政収入額B

地方譲与
税等 E

地方交付税 F
普通 （94％）

特別
（6％）県　　　　　　税　D 

（Ｄ×　＋E）
財源不足額C
（A－B）10

7.5

　　Τ　ݿࠃ支出金

　歳入総額の15.7パーセントを占める国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策関

連経費の増等により前年度に比べ643億3,491万円、42.3パーセントの増となっています。

　国庫支出金は、法令に基づく負担金、補助金、国の施策を奨ྭするための奨ྭ的事業

補助金、それに本来、国の事務に属するものを地方公共団体に代行させるためのҕୗ金

などに分ྨされますが、その内容は第10表のとおりです。

　構成比は、普通建設事業支出金が34.2パーセント、ٛ務教育費負担金（小・中学校等

の教職員の人件費などが対）が10.4パーセントと、二者で半分近くを占めています。

第10表　ݿࠃ支出金の内容（一般会計）
（単位：百万円・％）

区　　　分
令和２年度 令和元年度 増減額(Ｃ）

(Ａ)－(Ｂ）

増減率
(Ｃ)―(Ｂ)×100金額(Ａ） 構成比 金額(Ｂ） 構成比

普通建設事業支出金 73,950 34.2 78,170 51.4 △4,220 △5.4
災害復旧事業支出金 8,951 4.1 4,648 3.1 4,303 92.6
ٛ 務 教 育 費 負 担 金 22,472 10.4 22,599 14.9 △127 △0.6
生 活 保 護 費 負 担 金 419 0.2 445 0.3 △26 △5.8
児 ಐ ા 置 費 負 担 金 4,579 2.1 5,517 3.6 △938 △17.0
ҕ ୗ 金 2,237 1.0 2,661 1.7 △424 △15.9
その他の国庫支出金 103,776 48.0 38,009 25.0 65,767 173.0

計 216,384 100 152,049 100 64,335 42.3
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　　Φ　県　　　債

　令和２年度の県債の借入状況は、第11表のとおりです。借入総額は、前年度より76

億4,700万円、2.7パーセントの増となりました。これは、防災・減災・国土強ਟ化緊急

対策事業債等の増によるものです。

第11表　県債借入状況（一般会計）
（単位：百万円・％）

区　　　　　　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

公 共 事 業 等 債 49,897 47,412 2,485 5.2
一 般 単 独 事 業 債 48,603 65,765 △ 17,162 △ 26.1
公 営 住 宅 建 設 事 業 債 377 328 49 14.9
教育・福祉施設等整備事業債 2,220 5,041 △ 2,821 △ 56.0
災 害 復 旧 事 業 債 4,643 3,879 764 19.7
緊 急 防 災・ 減 災 事 業 債 855 1,618 △ 763 △ 47.2
新産業都市等建設事業債 0 813 △ 813 皆減
防災・減災・国土強ᯰ化緊急対策事業債 25,610 10,738 14,872 138.5
緊急自વ災害防止対策事業債 5,660 3,190 2,470 77.4
緊 急 ᔱ ᕕ 推 進 事 業 債 397 － 397 皆増
減 収 補 て ん 債 18,944 19,823 △ 879 △ 4.4
減 税 補 て ん 債 704 3,550 △ 2,846 △ 80.2
財 源 対 策 債 31,262 29,638 1,624 5.5
臨 時 財 政 対 策 債 87,406 69,201 18,205 26.3
財 政 健 全 化 債 0 439 △ 439 皆減
行 政 改 革 推 進 債 5,954 14,105 △ 8,151 △ 57.8
ୀ 職 手 当 債 8,005 7,350 655 8.9

計 290,537 282,890 7,647 2.7
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第11表ʵ2　県債性質別・借入ઌ別現債高（一般会計）

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分
令和元
年度末
現在高

令和２
年　度
発行額

令和２年度元利償還額 令和２
年度末
現在高元金 利子 計

１　公共事業等債 448,849 49,897 47,985 2,451 50,436 450,761
２　一般単独事業債 519,003 48,603 64,868 2,695 67,563 502,738
３　公営住宅建設事業債 4,203 377 378 31 409 4,202
４　教育・福祉施設等整備事業債 37,947 2,220 2,891 195 3,086 37,276
５　災害復旧事業債 31,980 4,643 4,010 59 4,069 32,613
６　緊急防災・減災事業債 23,477 855 1,425 74 1,499 22,907
７　全国防災事業債 139 7 1 8 132
８　新産業都市等建設事業債 5,520 662 22 684 4,858
９　首都圏等整備事業債 2,034 450 32 482 1,584
10　ް生福祉施設整備事業債 51 51 51
11　防災・減災・国土強ᯰ化緊急対策事業債 10,738 25,610 14 14 36,348
12　緊急自વ災害防止対策事業債 3,190 5,660 6 6 8,850
13　緊急ᔱᕕ推進事業債 397 397
14　減収補てん債 65,218 18,944 7,886 443 8,329 76,276
15　減税補てん債 24,544 704 2,719 154 2,873 22,529
16　財源対策債 340,096 31,262 41,080 2,154 43,234 330,278
17　臨時財政対策債 698,064 87,406 87,926 4,608 92,534 697,544
18　地域財政特例債
19　臨時財政特例債
20　財政健全化債 25,174 2,151 119 2,270 23,023
21　行政改革推進債 109,304 5,954 6,397 870 7,267 108,861
22　ୀ職手当債 69,454 8,005 8,340 694 9,034 69,119
23　下水道事業債（過ૄ代行分） 921 109 19 128 812
24　下水道事業債（農業ूམഉ水） 639 60 14 74 579
25　臨時税収補てん債 664 1 1 664
26　国の予算貸付・政府関係機関貸付債 6,672 669 669 6,003
27　駐車場整備事業債 63 8 8 55
28　病院事業債（一般会計出資債） 6,042 1,066 25 1,091 4,976
29　観光その他事業債 1,651 8 3 11 1,643

合　　　　計 2,435,637 290,537 281,146 14,684 295,830 2,445,028
आ
ೖ
ઌ
ػ
ؔ

政府資金 248,805 12,151 39,903 2,416 42,319 221,053
地方公共団体金融機構 3,031 760 49 809 2,271
市中ۜ行・その他金融機関 2,183,801 278,386 240,483 12,219 252,702 2,221,704
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　　Χ　主要財ݯの推移

　県税、地方交付税、国庫支出金、県債の推移は第９図のとおりです。

　昭和60年度の歳入総額を100とした場合は、令和２年度は180であり、県税、地方交

付税、国庫支出金、県債はいずれも、前年度を上回りました。国庫支出金は、新型コロ

ナウイルス感染症対策関連経費の増等によるものです。

第９ਤ　主要財ݯの推移（一般会計）

　⑶　歳出の状況

　令和２年度の歳出は、前年度に比べ1,450億1,385万円、11.9パーセント増となりました。

　これは、新型コロナウイルス感染症に対応するための金融的経費や補助費等の増など

によるものです。

　全国的な歳出規模の上位団体は第12表のとおりです。当県は13位となっています。
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第12表　道府県別歳出ن（普通会計）
（単位：百万円）

順位 都道府県名
令和２年度
歳出規模
(決 算 額）

順位 都道府県名
令和元年度
歳出規模
(決 算 額）

1 東 京 8,609,541 1 東 京 7,581,115
2 大 阪 3,733,515 2 大 阪 2,526,285
3 北 海 道 3,100,102 3 北 海 道 2,411,637
4 兵 庫 2,607,434 4 Ѫ  2,256,861
5 Ѫ  2,557,351 5 神 ಸ 川 1,862,041
6 神 ಸ 川 2,340,124 6 兵 庫 1,835,300
7 千 葉 2,161,766 7 埼 玉 1,746,304
8 埼 玉 2,094,580 8 千 葉 1,655,111
9 福 岡 2,018,161 9 福 岡 1,616,681
10 福 島 1,404,965 10 福 島 1,263,964
11 ҵ  1,303,704 11 ੩ 岡 1,128,613
12 ੩ 岡 1,273,764 12 ҵ  1,042,053
13 新 潟 1,170,469 13 ٶ  1,032,719
14 京 都 1,158,235 14 新 潟 1,032,642

※総務ল決算統計数値による

第13表　款別(行目的別)歳出の状況（一般会計）
（単位：千円・％）

区　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

決算額
(Ａ）

構成
比

決算額
(Ｂ）

構成
比

増減額(Ｃ）
(Ａ)－(Ｂ）

増減率
(Ｃ)―(Ｂ)×100

議 会 費 1,278,228 0.1 1,356,299 0.1 △78,071 △5.8
総 務 費 32,277,700 2.4 64,745,198 5.3 △32,467,498 △50.1
県民生活ŋ環境費 8,917,713 0.7 9,949,338 0.8 △1,031,625 △10.4
福祉保健費 205,368,940 15.1 168,636,248 13.9 36,732,692 21.8
労 働 費 2,108,152 0.2 2,067,137 0.2 41,015 2.0
産 業 費 170,404,270 12.5 40,435,271 3.3 129,968,999 321.4
農林水産業費 87,294,342 6.4 93,671,455 7.7 △6,377,113 △6.8
土 木 費 175,821,196 12.9 177,020,793 14.6 △1,199,597 △0.7
警 察 費 50,578,088 3.7 52,216,275 4.3 △1,638,187 △3.1
教 育 費 171,339,981 12.6 175,348,171 14.4 △4,008,190 △2.3
災害復旧費 13,668,741 0.9 7,927,119 0.6 5,741,622 72.4
県 債 費 296,409,424 21.8 300,998,839 24.8 △4,589,415 △1.5
諸 支 出 金 145,480,739 10.7 121,561,517 10.0 23,919,222 19.7
合 計 1,360,947,514 100.0 1,215,933,660 100.0 145,013,854 11.9



― 30 ―

　　ア　目的別決算状況

　行政目的別にみた決算状況は第13表のとおりです。前年度比較での主な増減は次の

とおりです。

　総務費は、324億6,750万円、50.1パーセントの減少ですが、これは令和元年度の財源

対策的基金の整理・統合に伴う財政調整基金積立金の動減などによるものです。

　産業費は、1,299億6,900万円、321.4パーセントの増加となっており、これは新型コ

ロナウイルス感染症対応のための年度融資の増などによるものです。

　災害復旧費は、57億4,162万円、72.4パーセントの増加となっており、これは෩19

号対応のための繰越事業分の増などによるものです。

　目的別の構成比の推移は第10図のとおりです。令和２年度決算における構成比は県

債費（21.8パーセント）、福祉保健費（15.1パーセント）、土木費（12.9パーセント）の

順で割合が大きく、これらが歳出総額の49.8パーセントを占めています。

第10ਤ　目的別歳出決算額ߏ成比ͱ推移（一般会計）

100

％

90

10

20

30

40

50

60

70

80

0
注） 福祉保健、県民生活・環境費は平成13年度以前は福祉保健、環境生活費で、平成７年度以前は民生費、環境保健費で整理
　  労働、産業費は、平成12年度以前は、労働、商工費で整理
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　次に、目的別の構成比を全国の都道府県の平均と比較すると第11図のとおりです。

投資的経費の比重が高い当県では、土木費、農林水産業費の構成比が全国と比較して高

くなっています。

　　イ　性質別決算状況

　性質別にみた歳出の決算状況は、第12図、第13図及び第14表のとおりです。

　消費的経費については、構成比は47.1パーセントであり、前年度を0.4ポイント上回っ

ています。

　投資的経費は、増減率は全体で前年度に比べ4.3パーセント減（ᶃ10.0パーセント増）、

普通建設事業費は7.1パーセント減（ᶃ13.3パーセント増）、災害復旧事業費は83.8パー

セント増（ᶃ41.9パーセント減）であり、全体額では約98億円前年度を下回り、構成比

は16.0パーセントと前年度を2.9ポイント下回っています。

　公債費は、借換債の減などから前年度に比べ約47億円減少し、増減率は1.6パーセン

ト減（ᶃ2.6パーセント増）であり、構成比は21.7パーセントと前年度を3.0ポイント下

回っています。

　積立金は、令和元年度の財源対策的基金の整理・統合に伴う財政調整基金積立金の

動減などにより対前年度比76.3パーセントの減（ᶃ165.8パーセント増）であり、構成

比も0.8パーセントと前年度を2.8ポイント下回っています。
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第11ਤ　目的別決算ߏ成比のશࠃ比較（普通会計）
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第12ਤ　性質別歳出決算額ߏ成比（一般会計）

第13ਤ　歳出性質別ߏ成比のશࠃ比較（普通会計）

歳出総額
1,360,948
（100）

繰出金
45,014（3.3）

金融的経費
151,457（11.1）

積立金　10,219（0.8） 単位：百万円
（　）：構成比％{

人件費
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（17.2）

扶助費　7,598（0.6）

維持補修費　25,984（1.9）
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消
費
的
経
費
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339,486
（24.9）

投資的経費
219,439
（16.0）

638,983
（47.1）

502,526
（36.9）

その他
の経費
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295,836
（21.7）
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206,135（15.1）
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※扶助費
1.9
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14.4

単位：％
　　　　当県
　　　　全国
※義務的経費
（人件費、扶
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当県　34.8
全国　33.8

投資的経費
19.5
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32.6
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3.5

金融的経費

11.0

14.7
24.8
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0.8

4.4
その他 19.6

11.0

4.1
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第14表　性質別歳出決算の状況（一般会計）

（単位：千円・％）

区　　分

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

決算額
(Ａ）

構成
比

決算額
(Ｂ）

構成
比

増減額(Ｃ）
(Ａ)－(Ｂ）

増減率
(Ｃ)―(Ｂ)×100

１　ফ අ 的 ܦ අ 638,982,282 47.1 567,983,506 46.7 70,998,776 12.5
⑴ 人 件 費 233,891,872 17.2 240,885,550 19.8 △6,993,678 △2.9

ア　職 員 給 106,286,744 7.8 112,288,491 9.2 △6,001,747 △5.3
イ　その他の手当 60,067,056 4.4 62,592,684 5.2 △2,525,628 △4.0
ウ　ୀ 職 手 当 21,536,963 1.6 20,589,512 1.7 947,451 4.6
エ　Ը給及びୀ職年金 129,333 0.0 151,619 0.0 △22,286 △14.7
オ　そ の 他 45,871,776 3.4 45,263,244 3.7 608,532 1.3

⑵ 物 件 費 32,022,445 2.5 32,250,143 2.7 △227,698 △0.7
⑶ 維 持 補 修 費 25,984,189 1.9 18,136,555 1.5 7,847,634 43.3
⑷ 扶 助 費 7,597,906 0.6 7,520,287 0.6 77,619 1.0
⑸ 補 助 費 等 339,485,870 24.9 269,190,971 22.1 70,294,899 26.1
２　投 資 的 ܦ අ 219,438,928 16.0 229,204,585 18.9 △9,765,657 △4.3
⑴ 普通建設事業費 206,135,243 15.1 221,966,517 18.3 △15,831,274 △7.1

ア　補 助 事 業 111,342,406 8.2 118,547,843 9.8 △7,205,437 △6.1
イ　単 独 事 業 56,408,610 4.1 70,974,495 5.8 △14,565,885 △20.5
ウ　直事業負担金 38,384,227 2.8 32,444,179 2.7 5,940,048 18.3

⑵ 災害復旧事業費 13,303,685 0.9 7,238,068 0.6 6,065,617 83.8
ア　補 助 事 業 12,806,782 0.9 6,298,015 0.5 6,508,767 103.3
イ　単 独 事 業 222,561 0.0 71,569 0.0 150,992 211.0
ウ　直事業負担金 274,342 0.0 868,484 0.1 △594,142 △68.4

３　公 債 අ 295,836,185 21.7 300,499,054 24.7 △4,662,869 △1.6
４　ੵ ཱ 金 10,219,029 0.8 43,164,893 3.6 △32,945,864 △76.3
５　金 ༥ 的 ܦ අ 151,456,864 11.1 28,396,823 2.3 123,060,041 433.4
܁　６ 出 金 45,014,226 3.3 46,684,799 3.8 △1,670,573 △3.6
合 計 1,360,947,514 100.0 1,215,933,660 100.0 145,013,854 11.9

（注）・公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。
　　　・公営企業会計に対する貸付金は、繰出金に分ྨした。
　　　・受ୗ事業は、単独事業に分ྨした。
　　　・電源立地地域対策交付金及び石油貯ଂ施設立地対策等交付金充当の投資的経費
　　　　は単独事業に分ྨした。
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　歳出構造について全国平均と比較しますと第13図のとおりです。全国に比べ扶助費

や人件費のウエイトが低く、公債費や投資的経費のウエイトが高いのがわかります。

　ٛ務的経費及び投資的経費の構成比（比重）の推移は第14図と第15図のとおりです。

第14ਤ　ٛ務的ܦඅの比ॏ　　　　　　　 第15ਤ　投資的ܦඅの比ॏ
　　　　（普通会計）　　　　　　　　　　　　　 （普通会計）

　ٛ務的経費は構成比が34.8パーセントとࡢ年を5.3ポイント下回り、投資的経費につ

いては19.5パーセントと前年度を3.8ポイント下回りました。これは、ٛ務的経費にお

いては職員給与費の臨時減等により人件費が減少したことなどによる構成比の減、投

資的経費においては国の３か年緊急対策関連事業の最終年度等により普通建設事業費が

減少したことなどによる構成比の減によるものです。

ਓ݅අとは、一般職員・教育職員・警察職員の給与費、共済費等、事・෭

事・教育長・議員・各種ҕ員の報ु、Ը給、ୀ職年金、ୀ職手当等です。

物݅අとは、ҹ費・消品費・燃料費等の需用費や通信運搬費、備品ߪ入費、

旅費等の一般運営費です。

ැॿඅとは、生活保護費、児ಐા置費、結核医療費負担金、精神障害ા置費等の

社会保障のための経費です。

公債අとは、県が借り入れた県債の償還元金と利子及び一時借入金の利子です。

投資的ܦඅとは、土木事業や建築、大規模な機械設備の設置等のように建設事業

を内容とする事業ですが、そのうち災害によってߥ廃した農地や林道、水産施設、

りょう等の土木施設を復旧するために行う災害復旧事業費と、災害に基づかないڮ

普通建設事業費とに大別されます。

全国

当県

42.9

43.3
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56.2

43.3 43.2 42.0

45.7
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44.9

H30 R 元 R2H25 H26 H27 H28 H29
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50

55
%

年度

41.9

41.7
41.1

40.1 34.8

33.8

15.5

20.6

15.3

16.8

14.3

17.3

15.3 15.5

18.3 19.2

H30 R 元 R2H25 H26 H27 H28 H29

15

10

20

25

30

35

年度

%

全国

当県 21.3

17.2

23.3

17.3

19.5

14.7
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　これらの事業のうち、経費の一部について国庫支出金（国庫補助金、負担金）の

交付を受けて行う建設事業を補ॿ事業とݺび、これに対して県単独で実施する事業

を୯ಠ事業とݺんでいます。

　次に構成比の高い人件費、投資的経費及び公債費についてઆ໌します。

　　　（ア）ਓ　　݅　　අ

　人件費は、前年度に比較し69億9,368万円、2.9パーセント減少しています。これは、

職員給与費の臨時減などによるものです。

　令和３年４月１日現在の現員は第15表のとおりです。事務事業の見直し等により、

一般職員が72人の減少となり、全体で351人の減少となっています。

第15表　৬ һ  の 状 況
（単位：人・％）

区分
令和3年4月1日現在 令和2年4月1日現在 差引増減 3年

現員
構成比定数 現員 定数 現員 定数 現員

一　般　職　員 7,134 5,942 7,134 6,014 0 △72 24.1
警　察　職　員 4,779 4,750 4,779 4,730 0 20 19.3
教　育　職　員 16,360 13,953 16,360 14,252 0 △299 56.6

計 28,273 24,645 28,273 24,996 0 △351 100
（注）企業局、病院局職員を除き、現員は休職者を含む。

　　　（イ）投 資 的 ܦ අ

　投資的経費は、総額で2,194億3,893万円、構成比で16.0パーセントを占めています。

　普通建設事業費は、県民生活と産業発లの基൫である道路、Տ川、港湾、治山治水、

農業基൫などの整備及び教育、社会福祉、保健衛生、観光の施設整備などが主な内容で

あり、総額で2,061億3,524万円、構成比で15.1パーセントとなっています。前年度と比

較すると、158億3,127万円、7.1パーセント減少しています。

　災害復旧事業費は、෩19号対応のための繰越事業分の増などにより、前年度に比

べ60億6,562万円、83.8パーセントの増加となっています。

　次に普通建設事業費（普通会計）の目的別の内訳をみると第16図のとおりです。
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第16ਤ　普通建設事業අの内༁（普通会計）

単位：百万円
注（　）は構成比で％

総額
214,841
（100）

道路橋りょう
60,649
（28.2）

その他
17,233
（8.0）

直轄等
41,677
（19.4）

単独
40,632
（18.9）

補助
132,532
（61.7）

河川､海岸、
砂防

52,840（24.6）

港　湾
8,399（3.9）

農業基盤
42,091（19.6）

教　育
9,315（4.3）

都市計画、住宅
11,157（5.2）

漁港等水産施設
2,971（1.4）

治山、林道
造林等
10,186（4.7）
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　　　（ウ）公　債　අ

県債借入現在高

　令和２年度末の県債借入現在高は２兆4,450億2,751万円で、前年度に比べ93億9,043

万円増加しました。内訳は第16表のとおりです。対前年度伸び率は0.4パーセントの増

となっています。

　借入先別では、政府資金が9.0パーセント、市中ۜ行資金等が90.9パーセントとなっ

ています。県債現在高の推移は第17図のとおりです。

第16表　県債借入現在高（一般会計）
（単位：百万円・％）

区　　分
令和元年度末

現在高
⡣

令　和　２　年　度 増　　減

償還額 借入額 年度末
現在高⡤

⡤　の
構成比

額　⡥
⡤－⡣

率⡥/⡣
×100

政　府　資　金 248,805 39,903 12,151 221,053 9.0 △ 27,752 △ 11.2

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 3,031 760 0 2,271 0.1 △ 760 △ 25.1

市　中　ۜ　行
その他金融機関 2,183,801 240,483 278,386 2,221,704 90.9 37,903 1.7

合　　　 計 2,435,637 281,146 290,537 2,445,028 100.0 9,391 0.4

公債අ負୲比

　多額の県債を๊えていることは、ক来にわたって財政ѹഭ、財政のߗ直化をটくこと

になります。

　公債費負担比率は、一般財源総額に占める公債費充当一般財源の割合であり、財政構

造の力性を断する指標です。令和元年度は24.3パーセントと前年度を0.8ポイント

下回りました。公債費負担比率等の推移は、第18図のとおりです。
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第17ਤ　県債現在高の推移（一般会計）
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17,993

6,312

H27
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࣮質公債අ比

　実質公債費比率とは、平成18年度の地方債協議制度への移行に伴い導入された指標

であり、税収や交付税など標準的な収入の合算額（標準財政規模）に対する公債費等の

実質的な負担の程度を客観的にධ価するものです。地方債の信用維持等を図るため、平

成18年度からは、地方債の発行に当たり、実質公債費比率（過３ڈ年度間の平均）が

18％以上の場合は「許可団体」となり、早期ੋ正ા置を講͡ることとされています。

　なお、当県では、令和２年度は17.2％であり、令和３年度については国の許可を要し

ない「ಧ出団体」となっています。

　実質公債費比率ʹ
（ＡʴＢ）－（ＣʴＤ）
―

&－Ｄ

　　Ａ……地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）

　　Ｂ……公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金など地方債の元利償

還金に準ずるもの（準元利償還金）

　　Ｃ……元利償還金ຢは準元利償還金に充てられる特定財源

　　Ｄ……普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された地方債の元利償

還金及び準元利償還金

　　Ｅ……標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む。）

අܦ会保ো関係ࣾ（ߟࢀ）

　平成26年４月からの消費税増税に伴う地方消費税の令和２年度増税分（276億円※ᶃ）

については、第17表のとおり社会保障関係経費（一般財源1,395億円）の財源の一部と

して活用しています。※ᶄ

　　※ᶃ地方消費税の増税分に地方消費税清算金収入を加え、地方消費税清算金支出や市町村への

交付金等を差し引いた金額。

　　※ᶄ地方税法の規定により、地方消費税の増税分については、使途を໌確にし、社会保障財源

化することとされています。
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第17表　令和２年度ࣾ会保ো関係ܦඅ決算額

区　分 事　業　内　容 事 業 費
財源内訳

特定財源 一般財源
少子化対策 子育て支援、児ಐ福祉、母子福祉　等 250億円 15億円 235億円

医　療
医療、国民健康保険、後期高齢者医療、
感染症対策　等

672億円 30億円 642億円

介　護 介護保険給付　等 450億円 72億円 378億円

そ の 他
社会保障施策

生活保護、障害福祉　等 189億円 35億円 154億円

計 1,561億円 152億円 1,409億円

３　特別会計決算状況

　特定の事業を行うため、一般会計と区分して経理する13の特別会計を設置しています。

　⑴　県債ཧ特別会計

　平成４年度から発行することとなった満期一ׅ償還方式の市場公ื債に係る公債費及

びこれに係る積立金経理の໌確化を図るためのものです。２年度の決算額は歳入2,139

億5,265万円、歳出2,139億5,265万円となりました。

　⑵　地域ͮ͘Γ資金貸付事業特別会計

　地域の持つ個性・特性を活かした「地域振興事業」等を推進するため、市町村等が行

う施設整備事業に対し資金を貸し付けるものです。２年度決算額は、歳入28億921万円、

歳出４億489万円となりました。

ॿ事業特別会計ٹࡂ　⑶　

　災害救助法、災害救助例に基づく災害救助並びに「災害ீ慰金の支給等に関する法

」に基づく災害ீ慰金等の支給及び災害援護資金を貸し付けるためのものです。災害

救助法に基づく事業のݪ資は別に設けている災害救助基金が充てられています。２年度

決算額は歳入17億3,560万円、歳出16億117万円となりました。

　⑷　国民健康保険事業特別会計

　県が国民健康保険の財政運営の主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の

確保等を行うため、市町村から収したೲ付金及び国・県が負担する公費等を財源とし

て、市町村が保険給付に要した費用等を交付するためのものです。２年度決算額は歳入

1,953億2,631万円、歳出1,870億126万円となりました。
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　ᾋ　ࢠࢠՉ්ࢱ資金貸付事業特別会計

　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対して

修学資金、事業開始資金などの貸付や必要な指導援助を行い、経済的自立と母子家庭

及び父子家庭並びに寡婦の福祉増進を図るためのものです。２年度決算額は歳入３億

9,872万円、歳出２億1,280万円となりました。

　ᾌ　৺োࣇ・ऀ総合ࢪ設事業特別会計

　新潟県心身障害児・者総合施設（コロニーにいがたനؠのཬ）の円な運営を図るた

め設置している新潟県コロニー基金に関する寄附金の基金への繰入れ及び基金の果実の

一般会計繰出しなどのためのものです。２年度決算額は歳入958万円、歳出958万円と

なりました。

　ᾍ　தখ企業支ԉ資金貸付事業特別会計

　中小企業者等の設備導入による創業及び経営の革新並びに事業の共同化、工場及び店

舗のू団化、その他企業構造の高度化のための独立行政法人中小企業基൫整備機構法

に基づく資金の貸付等を行うものです。２年度決算額は歳入８億5,011万円、歳出５億

5,916万円となりました。

　ᾎ　ྛ業ৼڵ資金貸付事業特別会計

　林業・木材産業改善資金助成法等に基づき、林業経営及び木材産業経営の健全な発ల

と林業生産力の増強を図るため、林業者等に対し、林業・木材産業改善資金及び林業就

業促進資金並びに国産材の素材生産、引取、高度利用加工などの資金の貸付を行うもの

です。２年度決算額は歳入６億1,300万円、歳出8,415万円となりました。

　ᾏ　Ԋړ؛業改ળ資金貸付事業特別会計

　沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業経営及び漁業者の生活改善を図るため、

漁業者に対し、経営等改善資金、生活改善資金及び੨年漁業者等養成確保資金の貸付を

行うものです。２年度決算額は歳入３億7,752万円、歳出5,017万円となりました。

　ᾐ　県有ྛ事業特別会計

　県が基本財産の造成を目的に土地を所有して森林を造成する「県有林」とࢲ有地を借

地して森林を造成し、その収益を分収する「県行造林」の造林、保育、െ採等の事業を

行うためのものです。２年度決算額は歳入１億5,650万円、歳出１億4,708万円となりま

した。



― 43 ―

⑾　用地先行取得事業特別会計

　日本海沿岸東北自動車道（ே日Թ海道路）の整備促進を支援することを目的に、事

業用地の先行取得をするためのものです。２年度の決算額は歳入４億3,615万円、歳出

４億3,608万円となりました。

　ᾒ　ࢢ։ൃ資金事業特別会計

　都市計画決定された道路や公園の予定区域内の土地について、土地所有者からのങ取

り請ٻに基づき用地ങ収をするためのものです。２年度の決算額は歳入１億8,372万円、

歳出１億8,372万円となりました。

　ᾓ　港උ事業特別会計

　ຒ立事業及びՙ機械・上・庫を使用させる事業を一般会計から分離して経理す

るためのものです。２年度決算額は歳入29億5,827万円、歳出27億285万円となりました。

第18表　特 別 会 計 決 算 額

（単位：千円）

会　計　名
歳　入
(Ａ）

うち繰入
補 充 金

歳　出
(Ｂ）

うち繰出
繰  金

(Ａ)－(Ｂ）

県 債 管 理 213,952,653 160,951,469 213,952,653
地域づくり資金貸付事業 2,809,205 404,894 2,404,311
災 害 救 助 事 業 1,735,600 742,103 1,601,171 138,043 134,429
国 民 健 康 保 険 事 業 195,326,311 10,902,674 187,001,260 8,325,052
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 398,717 2,425 212,795 185,922
心身障害児・者総合施設事業 9,581 9,581 9,581
中小企業支援資金貸付事業 850,115 30,966 559,162 123,827 290,953
林業振興資金貸付事業 613,002 84,152 528,850
沿岸漁業改善資金貸付事業 377,518 50,169 16,700 327,349
県 有 林 事 業 156,503 86,414 147,081 24,000 9,422
用 地 先 行 取 得 事 業 436,150 436,082 68
都 市 開 発 資 金 事 業 183,715 1,915 183,715 181,800
港 湾 整 備 事 業 2,958,274 241,420 2,702,851 255,423

計　  　　 （̘） 419,807,344 172,959,386 407,345,566 493,951 12,461,779
令和元年度決算規模（Ｄ） 448,509,301 177,611,139 443,053,181 751,128 5,456,120

差引（Ｃ）－（Ｄ） △28,701,957 △4,651,753 △35,707,615 △257,177 7,005,659
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４　財݈શԽஅ比

　平成21年４月１日に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法」の規

定に基づき、地方公共団体は「実質ࣈ比率（一般会計等における実質ࣈ額の標準財

政規模に対する比率）」、「連結実質ࣈ比率（全会計における実質ࣈ額の標準財政規

模に対する比率）」、「実質公債費比率（公債費や実質的な公債費૬当額の標準財政規模

に対する比率）」、「ক来負担比率（一般会計等がক来負担すべき実質的な負債の標準財

政規模に対する比率）」の４指標からなる健全化断比率及び公営企業に係る「資金不

足比率（公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率）」を算出し、公表する

ことがٛ務づけられました。

　令和２年度決算における健全化断比率は第19表のとおりですが、いずれも各ʑ定

められた早期健全化基準及び財政再生基準に֘当しませんでした。

　一方、令和４年度には実質公債費比率が18％をえて起債許可団体となることが見

まれるため、公債費負担適正化計画を着実に実行し、公債費負担の制に取り組んでࠐ

いきます。

第19表　令和２年度決算に基݈ͮ͘શԽஅ比
（単位：％）

区　分 本　県 全国平均 順位 早期健全化基準 財政再生基準
実質ࣈ比率 － － － 3.75 5.00
連結実質ࣈ比率 － － － 8.75 15.00
実質公債費比率 17.2 10.2 46 25.0 35.0
ক来負担比率 324.1 171.3 45 400.0 －
※実質ࣈ比率及び連結実質ࣈ比率については、ࣈなしのため「－」表示
※全国平均は加重平均である。

　令和２年度決算における各公営企業会計の資金不足比率は第19－2表のとおりですが、

いずれも定められた経営健全化基準に֘当しませんでした。
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第19ʵ2表　令和ݩ年度決算に基ͮ͘資金ෆ比
（単位：％）

区　分 流域下水
道事業

港湾整備
事業 電気事業 工業用

水道事業
工業用地
造成事業

東港臨海用
地造成事業 病院事業 基幹病院

事業
資金不足比率 － － － － 7.8 － － －
※資金不足なしの公営企業会計は「－」表示
※経営健全化基準は20％





第２　令和２年度重点施策の実施状況
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第２　令和２年度ॏࡦࢪの࣮ࢪ状況

ʤ事ہࡦʥ

１　総合計ըの推ਐ

後の県政運営の総合的・基本的な指として、県政の各分野のあらΏる計画やビࠓ　

ジョンの基本となる、県の最上位の行政計画である新潟県総合計画の着実な推進を図

りました。

２　ʮに͍͕ͨ݁ϓϩδΣΫτʯΫϥウυϑΝϯσΟϯά׆用事業

　新型コロナウイルス感染拡大の影響で危機に直面している事業者等に対し、クラウ

ドフΝンディングサービスの活用により、県民からの支援が広がる組みを構築しま

した。

３　地域׆性ԽϦʔσΟϯάϓϩδΣΫτ

　新型コロナウイルス感染拡大による社会構造の変化をチャンスとଊえ、首都圏から

人と企業をݺびࠐみ、県内地域の活性化を図るため、౬・妙高エリアを先行モデル

地域として位置づけ、県と市町によるプロジェクトチームを設置し、૬効果を生む

事業を検౼・ల開しました。

４　県ຽによる新潟のັྗൃ৴に͚ͨऔ

　県民の皆༷がより地域にތりを持ち、表現していただける意ࣝや機運を育てていく

ことを目的として、本県の多༷な魅力の発信をݺびかける「新潟※（コメジルシ）プ

ロジェクト」をల開しました。

　また、県内メディア等と共催し市町村対߅のC.動画コンテストを開催し、県内各

市町村の魅力を伝えるC.をテレビや動画共有サイト等で県内外に発信しました。
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５　地域のཱࣗ・׆性Խのଅਐ

性๛͔な地域ͮ͘Γの推ਐݸ　⑴

　地域振興局等が地域の視点に立ち、部門ԣ断的に企画・立案し、地域活性化に資

するϋード事業・ソフト事業等を行いました。また、住民の主体的な地域づくりを

促進するため、民協働で地域づくりに関する施策を検౼する機会や地域のক来૾

について住民がし合う機会の設定、地域おこし協力隊や若者など外部人材活用の

支援等を行いました。

⑵　աૄ地域のৼڵ

　人口減少や高齢化の進行等により、活力の低下が見られる過ૄ、離島、߽雪地域

等における自立した地域づくりを推進するため、市町村が実施する小型除雪機の整

備等に対して支援を行いました。

⑶　;る͞ͱ新潟の交流ଅਐ

　「ふるさと新潟応援団」への入会を促進する取組を通͡、県外に向けて本県を積

的にＰＲしました。また、「ふるさとೲ税」制度を活用し、多くの方からの寄附ۃ

や応援をいただきながら交流関係を広げていく環境整備を行いました。

ᾊ　特定有ਓڥࠃౡ地域の地域ࣾ会ҡ࣋の推ਐ

　領海等の保全の活動拠点となる特定有人国境離島地域に住民が継続して居住でき

る環境の整備を図るため、航路運の低྿化、滞在型観光の促進及び創業・事業拡

大等地域社会の維持に資する取組の支援を行いました。

６　ઇͱڞにら͢地域ͮ͘Γ

　߽雪地帯における住民生活の安定と生活環境の向上を図るため、地域コミュニティ

等による除ഉ雪活動などを支援するとともに、除雪作業中の事ނ防止に向けて、༷ʑ

なഔ体を活用した啓発活動を行いました。

７　̞̘̩Λ׆用しͨࡦࢪのల։

　ＩＣＴ（報通信技術）を効果的・効率的に活用して行政経営の高度化と効率化を

実現するため、「新潟県ＩＣＴ推進プラン（2020～2022）」に基づいた取組を推進

し、業務報の総合૭口である職員ポータルの運用、報基൫の整備、報セキュリ
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ティ強化などの取組を行いました。

　また、モバイルワーク環境の整備や̴̬̱会議システムの拡充などにより、「新潟

県庁働き方改革行動計画」を推進し、効率的で質の高い働き方の実現に向けた取組を

行いました。

　さらに、５Ｇを含む先端技術の活用を促すため、普及啓発を行うとともに、民間等

と連携し、５Ｇを活用した取組を推進しました。

８　東アδアΛ͡Ίͱ͢るॾ֎ࠃͱの交流の推ਐ

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により人的ԟ来を伴うような取組がすべて中

止となりましたが、北東アジアをは͡めとする諸外国との交流の推進に向け、ؖ国、

ロシア、中国の３か国の総領事館との連携を図りながらオンラインを活用した取組な

どにより、交流を進めました。

　また、ソウル事務所および大連経済事務所の運営により、本県企業の海外ల開支援

などを行いました。

　さらに、北東アジア地域の経済分野に関する調査研究機関である（公財）環日本海

経済研究所の活動を支援するとともに、地域の国際化をけん引するグローバル人材を

育成するため、留学に向けた機運をৢ成するためのセミナーや、大学生を対とした

プレゼンテーションコンテストを実施しました。

９　፮கඃऀの支ԉ

　北ேによる፮致の全面解決を県民にૌえるため、県民ू会や大学生等を対

とした啓発セミナー、፮致を考えるパネルల、ө画「め͙み」上ө会の開催、パ

ンフレットの作成・配布、ԣ断ນ・ݒਨນの掲出等を行うとともに、፮致の早期

解決を国に要請しました。

　また、ؼ国した፮致ඃ害者及びその家が安心して自立した生活ができるよう、就

労状況等について、国、地元市、関係者と共通認ࣝを持つための会議を開催し、必要

な支援を行いました。
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ʤ県ຽੜڥ・׆෦ʥ

１　͔ࡂらの෮ڵ

　⑴　தӽେࡂ・தӽԭ地͔らの෮ڵ

　　　ඃ災地での復興に向けた取組が継続的に実施されるよう、地域や団体等の活動を

支援しました。

　　　・地域復興支援費

　⑵　東日本େࡂによるආऀの支ԉ

　　　ඃ災した広域避難者に対し、民間貸住宅借り上げによるԾ設住宅の提供、高速

バス料金等の助成、広域交流会の開催などの支援を行いました。

　　　・災害救助法救助費ʦ災害救助事業特別会計ʧ

　　　・県外避難者高速バス料金支援事業費ʦ災害救助事業特別会計ʧ

　　　・東北地方太平洋沖地震対策費ʦ災害救助事業特別会計ʧ

２　൜・交通҆શの推ਐ

　⑴　地域൜ྗの上

　　　通学路の安全確保や֗಄൜ࡑ・特घٗ等のඃ害を未વに防止するため、県民・

自治会・事業者・̣Ｐ̤等のࢀ加・連携による地域における自主的防൜活動の推進

を図りました。

　　　・安全・安心なまちづくり推進事業

　⑵　交通҆શの֬保

　　　交通事ނ発生件数・ࢮই者数は減少傾向にあるものの、ࢮ事ނに占める高齢者

の割合がґવとして高いことや、飲酒運転による交通事ނがなくならないことなど

から、関係機関・団体のີ接な連携のもと、交通安全意ࣝ啓発、道路交通環境整備

など交通安全対策の推進を図りました。

　　　・安全・安心緊急施設整備費

　　　・高齢者チャレンジ100

　　　・高齢運転者交通事ނ防止対策事業
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３　ফඅऀ行の推ਐ

　新潟県消費生活センターにおいて、消費者トラϒル等の૬ஊ対応やトラϒルにૺわ

ないための報提供、啓発活動等を行うとともに、不当な取引行為を行う事業者に対

する指導をపఈするため専門調査員を設置し、ห護࢜等専門家と連携して法令等に基

づく指導を実施しました。

　また、多༷化・ෳࡶ化する消費者に対応するため、地方消費者行政推進交付金

等を活用し、消費者に取り組む各種団体との連携を図るとともに、高齢者等の消

費者ඃ害を未વに防止するための啓発活動等を実施したほか、市町村の状況に応͡た

૬ஊ૭口整備ŋ拡充の取組などを支援し、県全体の消費生活૬ஊ体制の充実を図りました。

　　・消費生活センター費

　　・消費者行政推進体制等強化事業

　　・消費者行政強化事業

　　・市町村消費者行政強化事業

の地域ࣾ会ͮ͘Γܕの保શͱ॥ڥ　４

　⑴　҆શでշదなͮ͘ڥΓ

　本県においても、気ީ変動の影響がݦ在化していることから、令和２年９月に

「気ީඇ常事ଶએݴ」を行い、2050年までにԹࣨ効果ガスഉ出量の実質ゼロを目

指すことを表໌しました。合わせて「新潟県地ٿԹஆ化対策地域推進計画」を改定

し、県のক来૾として「脱炭素社会」の構築を目指すことを໌هするとともに、気

ީ変動によるඃ害の回避・軽減案をとりまとめた「新潟県気ީ変動適応計画」を新

たに策定しました。

　また、身近な地ٿԹஆ化対策を促進するため、新潟県地ٿԹஆ化防止活動推進セ

ンターや地ٿԹஆ化防止活動推進員を通͡た啓発活動を推進し、県民及び事業者に

よる自主的なԹஆ化対策を推進しました。さらに、県民や事業者の地ٿԹஆ化防止

活動を促進する組みとして「新潟県カーボン・オフセット制度」を運用しまし

た。

　また、安全でշ適な環境の確保に向け、ダイオキシンྨ等の化学物質の環境リス

ク対策のほか、各種の環境監視や工場・事業場への規制・指導等を行いました。
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　　　・低炭素社会の構築推進事業

　　　・地域気ީ変動適応事業

　　　・化学物質環境リスク低減強化事業

　　　・アスベスト対策調査事業

　　　・水質環境基準監視事業

　　　・地൫下調査事業

　⑵　資ݯΛେに͢る॥ܕの地域ࣾ会ͮ͘Γ

　　　॥環型社会のܗ成を推進するために策定された「新潟県資源॥環型社会推進計

画」に基づき、産業廃棄物の発生制・リサイクルに取り組む企業に対する支援を

行い、３
スリーアール

Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の一の推進を図るとともに、

廃棄物の不法投棄に関しては、産業廃棄物の適正処理に関する講習会の開催、不法

投棄監視県民ネットワーク会議の会員による監視、ซ警察の本庁配置、廃棄物

८視員の配置、監視カメラの設置やドローンの導入による監視強化、地域の団体に

よる投棄された廃棄物のఫڈなど、未વ防止と県民総͙るみの監視体制の充実及び

地域住民の不安解消に努めました。

　　　また、環境にやさしいライフスタイルの定着を図るため、「残さず食べよう！に

いがた県民運動」や各種ഔ体による広報、キャンペーン等を実施しました。

　　　・３Ｒ取組企業育成事業

　　　・３Ｒ取組企業支援事業

　　　・廃棄物処理施設等整備資金融資事業

　　　・廃棄物८視員設置事業

　　　・産業廃棄物不法投棄等ݪ状回復推進事業

　　　・不法投棄ゼロ推進事業

　　　・３Ｒ普及推進費

　⑶　ਓͱࣗવ͕ڞੜ͢るらし

　　　新潟県環境基本計画の基本目標である「人と自વが共生するくらし」を実現する

ため、トキと人間が共生しうる地域づくりをは͡め、自વ体験型学習施設である

「県立ઙ山エコ・ミュージアム」や「県立ѪௗセンターࢵӢࣉさえずりのཬ」

での自વ保護の普及・啓発活動などの自વを保護・再生するための事業を実施する
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とともに、地域の自વ保護団体などと一体となった自વ環境の保全に向けた取組を

行いました。

　　　また、首都圏の企業・団体のほか学生等を対としたトキ啓発セミナーの実施な

どにより、トキの野生復ؼの取組について県内外へ報発信を行いました。

　　　・トキ野生復ؼ推進事業

　　　・エコ・ミュージアム運営・活動

　　　・Ѫௗセンター事業活動

　　　・自વ環境を支える地域づくり事業

ըࣾ会の࣮現ࢀಉڞ　５

　⑴　உঁ͕ڞにࢀըしɺଟ༷なੜ͖ํ͕બで͖るஉঁฏのࣾ会ͮ͘Γ

　　　新潟県உ女平等社会のܗ成の推進に関する例の基本理೦のもとに、உ女が共に

画し、多༷な生き方が選できる社会の実現に向けて、意ࣝ啓発をは͡め、உ女ࢀ

平等推進૬ஊ員による૬ஊ事業を行うとともに、事と家庭生活等の両立支援や、

女性の育成・ొ用などに積ۃ的に取り組む「ϋッϐー・パートナー企業（新潟県உ

女共同ࢀ画推進企業）」のొ促進のための事業を実施しました。

　　　また、県女性センター機能の発شと充実のため、公益財団法人新潟県女性財団を

支援しました。

　　　・உ女平等推進૬ஊ員配置事業

　　　・ʠ企業と女性ʡやる気応援事業

　　　・(公財)新潟県女性財団事業費補助

　⑵　ঁ性の৬業ੜ׆に͓͚る׆༂の推ਐ

　　　働く女性の活༂を推進するため、女性のキャリアܗ成支援、女性がリーダーにな

ることへのपғの理解促進や機運ৢ成を図りました。

　　　・にいがた女性活༂推進事業

　⑶　̣̥̤・ϘϥϯςΟア׆ಈのࢀՃͱڠಇの推ਐ

　　　୭もが自立とࢀ画の意ࣝを持ち、積ۃ的に社会ࢀ加できるよう、ボランティア意

ࣝの向上や̣Ｐ̤活動に対する支援を行いました。

　　　また、̣Ｐ̤と行政や企業など、多༷な主体による協働意ࣝのৢ成を図るため、
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啓発イベントを開催しました。

　　　・̣Ｐ̤支援事業

　　　・協働推進事業

６　จԽのৼڵ

　県内の文化芸術活動の活性化につなげるため、インターネットでの動画配信の活用

等により新潟県文化祭を開催するとともに、県内の地域文化資源を広く収ूし、ポー

タルサイト「新潟文化物ޠ」を活用して県内外へ報を発信しました。

　また、東京2020オリンϐック・パラリンϐックを契機に日本の文化を世քに発信

する国の文化プログラム「日本博」を活用し、本県の文化の魅力を国内外に発信する

「新潟発！縄文からつづく文化の魅力体験2020」を開催しました。

　さらに、公益財団法人新潟県文化振興財団の事業推進を図るとともに、県民会館、

自વ科学館及びྺ࢙博物館の管理運営・施設整備を実施しました。

　　・新潟県文化祭開催

　　・ポータルサイト「新潟文化物ޠ」の運営

　　・県民会館の管理運営

　　・自વ科学館の管理運営

博物館の管理運営࢙ྺ・　　

７　εϙʔπのৼڵ

　県民がスポーツを通͡て๛かな生活をૹる社会の実現に向け、総合型地域スポーツ

クラϒの育成など、地域のスポーツ環境の整備に努めるとともに、全国や世քで活༂

できる選手の育成・強化の活動を支援しました。

　また、東京オリンϐック・パラリンϐックの開催効果を本県に及させるため、事

前キャンプ誘致やՐリレーの準備などに取り組みました。

　・生֔スポーツの推進

　・競技スポーツの推進

　・スポーツ施設の整備・運営

　・大規模スポーツイベントの誘致・開催
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ʤ ہ ࡂʥ

１　ࣗॿ・ޓॿのऔଅਐ

　⑴　ࡂҙࣝの上

　県民一人一人、地域͙るみの防災の取組を促進するため、シンポジウムの開催等

による啓発を行うとともに、防災への関心が低い県民の防災への意ࣝ・関心が高ま

るよう、8FCサイトや4/4を活用した広報やू客性の高いイベント等での啓発も

行いました。

　⑵　地域ྗࡂの上

　地域における防災力の向上を図るため、市町村の防災リーダー育成の取組や避難

行動要支援者支援の取組、自主防災組৫の育成の取組等を支援しました。

２　公ॿのऔ

　⑴　ࡦࢪࡂのௐ・推ਐ

　　ア　広域応援体制の強化推進

　　　　市町村との「チームにいがた」૬ޓ応援協定による広域応援体制強化のため

に、オンラインをۦ使した研修プログラムを構築・ల開し、ጶ災証໌書交付業務

を中心に、ノウϋウの共有・向上を図りました。

　　イ　住宅防Ր対策の推進

　　　　総合的な住宅防Ր対策を推進するため、新潟県住宅防Ր対策推進会議を開催

し、県、市町村及び民間団体の連བྷ調整を図りました。

　　　　また、住宅Ր災発生ݪҼ上位であるストーϒՐ災を低減させるため、県内メー

カー等と連携し、Ր災予防の啓発活動を実施しました。

　　ウ　危険物・Ր薬ྨ・高ѹガス等の保安対策の推進

　　　　危険物等による災害を防止するため、危険物取ѻ者等に対する保安講習、各種

事業所に対する立入検査等を実施しました。

　　　　また、新潟県石油コンビナート等防災計画に基づき、事業者への立入指導や関

係機関との連携体制の強化を図りました。

　　エ　ݪ子力発電所の安全性の確認
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　ദ崎刈Ӌݪ子力発電所のपล住民の安全・安心を確保するため、福島第一ݪ子

力発電所事ނの検証を行うとともに、ദ崎刈Ӌݪ子力発電所の安全性を確認し、

広く県民に対して、ݪ子力発電に関する報提供等に努めました。

　　オ　津対策の推進

　新たな津ਁ水想定の内容を౿まえ、県内12市町村において津災害警ռ区

域を指定し、津に係る警ռ避難体制の整備を推進しました。

　　カ　Ր山防災対策の推進

　　　　新潟ম山がՐした際の対応などを検౼するための新潟ম山Ր山防災協議会

（幹事会等）を開催し、Ր警ռレベルの見直しと避難計画の改正を行いました。

　　　　また、住民への意ࣝ啓発や「新潟ম山におけるՐ山災害によるૺ難の防止に関

する例」()27.６.１施行)をपするための広報を実施しました。

機ཧମ੍のཱ֬ة　⑵　

　　ア　危機管理体制の充実

　県内の防災関係報を総合的に提供している「新潟県総合防災報システム」

について、５ஈ֊の警ռレベルの導入や、避難指示等の地図表示化等の機能強化

を行いました。

　　イ　職員の危機対応能力の向上

　　　　危機発生時のਝ速かつ的確な対応を行うため、幹部、防災担当に対する研修を

実施し、危機対応のための人的基൫の整備を図りました。

　　　　また、災害等発生時の円かつ的確な応急対応を行うため、総合防災訓練及び

国民保護訓練を計画しましたが、新型コロナウイルスの感染状況等を౿まえ中止

となったことから、市町村等を対とした国民保護に関する研修会等を実施しま

した。

　　ウ　ݪ子力防災対策の推進

　新潟県ݪ子力災害広域避難計画の策定を౿まえ、ݪ子力防災体制の充実を図る

ため、住民ࢀ加によるݪ子力防災訓練（本部運営訓練、住民避難訓練）に加え、

船舶避難訓練や冬季避難訓練等の個別訓練の実施、関係職員への研修の実施、緊

急時連བྷの維持、防護資機材の整備等を行いました。

　また、令和２年度から令和４年度まで、ദ崎市のＰＡ̯住民等の冬季や間の
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子力災害時避難円ݪな避難を確保するため、内ֳ府の子力災害時における円ݪ

化モデル実証事業により、避難経路上への監視カメラの設置等の避難誘導対策

を実施しています。

　　エ　ݪ発事ނに関する３つの検証の実施

　技術ҕ員会において、福島第一ݪ子力発電所事ݪނҼの検証をとりまとめたほ

か、避難ҕ員会において安全な避難方法の検証を進めました。

　また、検証総ׅҕ員会を１回開催し、３つの検証の進を確認しました。ま

た、ҕ員長とଧち合わせを実施しました。

　　オ　放射線監視体制の強化

　ദ崎刈Ӌݪ子力発電所पลにおける環境放射線等の監視をより充実するため、

放射線監視設備等の計画的な維持・整備等を行いました。

　⑶　ফྗのॆ࣮・ڧԽ

　消防職員及び消防団員の資質向上を図るため、消防学校において、消防職員及び

消防団員に対し、教育訓練を実施するとともに、救急救命体制充実のため、救急救

命࢜の養成機関に対する財政的支援等を行いました。

　また、消防団員の確保に向け、県内消防団員の８割以上がඃ雇用者であることを

౿まえ、新ฉ広ࠂを通͡て消防団協力事業所の13を行うことで経営ଆの理解や協

力の促進を図ることに加え、4/4等を通͡て消防団員や消防団員サポートショッ

プ等へのインタビューه事を発信することで、෯広いに消防団活動の13を行い

ました。

　さらに、消防団を地域全体で応援する「にいがた消防団員サポート制度」を継続

して実施しました。

の対応ࡂ　３

機対応ة・ࡂ　⑴　

　෩の接近や大雨に際し、警ռ本部等を設置しඃ害報の収ू、防災関係機関と

の連བྷ調整及び県民に対する警報のݺびかけ等の対応に当たりました。また、令和

２年12月、令和３年１月の大雪に際しては、災害対策本部等を設置し、自衛隊へ

災害派遣要請を行うなどにより対応に当たりました。
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　新型コロナウイルス感染症に対しては、新型インフルエンβ等対策特別ા置法に

基づく対策本部体制による対応を継続しています。この間、県民からの૬ஊ対応の

ためのコールセンターを設置したほか、令和２年10月に感染者との接৮報等を

施設利用者に提供する「新潟県新型コロナおらせシステム」の運用を開始しまし

た。

ॿٹࡂ　⑵　

　令和３年１月７日からの大雪への対応として、自らの資力及び労力によっては除

雪を行うことができない世帯の除ഉ雪等を行いました。また３月４日に発生したࢳ

魚川市における地すべりへの対応として、ඃ災者に対し避難所の設置、生活必需品

の供与等を実施しました。

　さらに、避難所における新型コロナウイルス感染症防止対策として有効な物資の

入や、東日本大震災の本県への避難者に対し、ඃ災県の要請により災害救助法にߪ

基づく救助を実施しました。

ʤࢱ保݈෦ʥ

１　ਓ権に対͢るҙࣝの高༲

　同和をは͡めとする各種人権に対する県民の理解をਂめるため、講ԋ会及

びө画上ө会の実施、啓発資料の作成、テレビＣ̢の放ૹ、新ฉ広ࠂの掲ࡌ、パネル

ల示、ԣ断ນの掲出等の啓発事業を行いました。

２　੨গ年の݈શҭ成

　⑴　੨少年の健全育成に関する総合的な施策の推進を図るとともに、各種広報、啓発

活動を通͡て੨少年の健全育成とඇ行防止に努めました。

　⑵　「家庭の日」の普及に努めるとともに、有害図書等のൢ売状況の調査を行うなど

社会環境の浄化に努めました。

３　ҩྍのॆ࣮

　⑴　安心して子どもを産み、育てる環境づくりのため、間の急病時に保護者の不安
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を取り除くための小児救急医療電૬ஊを実施しました。

　⑵　医師や看護職員が不足している状況にあることから、地域など医学生への修学

資金貸与による地域医療に従事する医師の養成のほか、看護職員の再就業支援や県

内の養成数を増やす取組等を実施するなど、各種の医師ŋ看護職員確保対策に取り

組みました。

　⑶　大規模災害時に備えた医療救護体制確立のため、防災用医療資器材の整備や災害

時医療従事者の養成等を行いました。

　⑷　ドクターヘリを円に運航し、重症救急患者の救命率の向上等を図るため、ドク

ターヘリ基地病院に対し、運航経費等を助成しました。

４　県ຽの݈ͮ͘߁Γの推ਐ

　⑴　ੜ׆श׳病予の推ਐ

ア　県民の健康ण命を延伸させ、すべての世代が生き生きとらせる「健康立県」

の実現を目指し、医療、教育、産業等の༷ʑな分野の関係機関と連携し、県民の

一人一人が生֔にわたって自らの健康状ଶに関心を持ち、健康づくりに取り組め

るよう、「は͡めよう　けんこう　UJNF」をスローガンとし、県民運動（５つの

テーマ「食生活」「運動」「デンタルέア」「たばこ」「早期発見・早期受診」

による取組）をల開し、県民の健康づくりに対する機運ৢ成を図りました。

イ　従業員やその家の健康づくりに取り組む企業等を「にいがた健康経営推進企

業」としてొし、企業に対する支援を強化することで、働く世代の健康づくり

を推進しました。

ウ　がん、ڏ血性心࣬患等の危険Ҽ子であるたばこ対策を総合的に推進するため、

受動٤Ԏ対策、未成年者の٤Ԏ防止対策等を実施しました。

エ　病性ਛ症重症化予防のため、病に関するより専門的なࣝを持つ地域

病協力医を養成する研修会の開催や医療機関や行政等の連携に向けた体制整

備に取り組みました。

オ　生活習׳病との関連がਂい食生活改善や食環境づくりを推進するため、自વに

健康な食事ができる環境づくり事業や地域食育充実事業等に取り組みました。

カ　運動習׳の普及定着を図るため、健康ウΥーキングロードのొなど県民のา
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くことに関する普及啓発に取り組むとともに、健康づくり指導者を対とした研

修会を実施しました。

キ　県民の健康づくりを支援するため、「健康にいがた２１ホームページ」により

健康づくり報を発信し、健康づくりの普及啓発に努めました。

　⑵　͕Μ対ࡦ

　ア　がん対策を効果的に推進し県民の健康水準の向上を図るため、がん対策推進計

画に基づき、がん予防の啓発を行うとともに、がん予防対策の拠点施設であるが

ん予防総合センターでのがん精ີ検査及びがんొ事業を実施しました。

　イ　広く県民にがん検診の受診をݺびかけるため、がんѹ新潟県大会等の普及啓

発に補助を行いました。

　ウ　市町村が行うがん検診を受ୗするすべての検診機関（検診専門機関、病院及び

診療所）に対し、「精度管理（科学的ࠜ拠に基づく質の高い検診の確保）」の調

査を実施しました。

　エ　新型コロナウイルス感染症の影響による受診߇え対策として、検診機関の感染

対策や検診の重要性についての啓発を行いました。

ࡦՊ保݈対ࣃ　⑶　

　　ア　むしࣃ予防のపఈを図るため、市町村が行うむしࣃ予防事業に対し助成を行い

ました。

　　イ　働く世代に口ߢ衛生習׳を定着させ、ࣃप病の予防等を促進するため、大学等

におけるモデル事業を実施し、効果的なアプローチ方法の検証を行いました。

　　ウ　要介護者及び障害児（者）等のࣃ科保健状況の改善を図るため、๚による

科健診及び指導を行いました。また、関係職員の資質向上を図るため、通所施ࣃ

設等の職員に対し、口ߢέア指導を行いました。

　　エ　在宅要介護者への口ߢέア等を円に提供するため、各地域において拠点とな

る在宅ࣃ科医療連携ࣨを設置しました。

　ᾊ　ଁث移২対ࡦ

　　　移২医療のࣝの普及啓発と円かつ適正な実施を図るため、(公財)新潟県ଁ器

移২推進財団に対し、普及啓発事業に対する助成とଁ器移২コーディネーターの設

置ҕୗを行いました。
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　ᾋ　病対ࡦ

　　ア　難病患者・家の負担軽減を図るため、特定医療費（指定難病）受給者等に対

する医療費自ݾ負担分の一部を公費負担するとともに、重症患者の通院介助費の

助成を行いました。

　　イ　難病患者の療養上の不安解消を図るため、難治度と日常生活の困難度が高い在

宅難病患者に対し、保健師による๚૬ஊ等を実施しました。

　　ウ　難病患者が地域で安心した生活をૹれるよう、難病૬ஊ支援センターにおい

て、૬ஊ支援事業等を実施しました。

　　エ　難病医療の提供体制の充実を図るため、難病診療連携拠点病院に難病診療連携

コーディネーター・難病診療カウンセラーを設置し、重症難病患者の入院調整や

医療従事者を対とした研修等を実施しました。

　ᾌ　Τイζ・݁֩・ײછ対ࡦ

　　ア　エイズの予防を図るため、正しいࣝの普及啓発に努めるとともに、૬ஊ・検

査体制の充実を図りました。

　　イ　結核のまん延防止を図るため、健康診断・予防接種の普及啓発に努めるととも

に、患者への服薬支援及び医療費の公費負担を行いました。

　　ウ　ウイルス性؊Ԍの早期発見のため、検査・૬ஊ事業を実施するとともに、患者

が安心して治療を受けられるよう、医療費、通院費及び検査費の助成を行いまし

た。

　　エ　感染症のまん延防止を図るため、医療提供体制の整備等を行うとともに、感染

症患者及び飲食物取ѻ者等の健康診断等を実施しました。

　ᾍ　ࣗࡴ対ࡦ

　　ア　地域における対策強化のため、地域自殺対策強化交付金を活用し、民間団体や

市町村が実施する自殺対策事業に要する経費を補助し、事業実施に必要な技術的

支援を行いました。

　　イ　職域における対策強化のため、職場のメンタルヘルス対策担当者等を対とし

た研修会の開催、ϋローワークと連携したここΖとからだの健康૬ஊ会の実施、

多重債務者૬ஊ会におけるここΖの健康૬ஊ会を行いました。

　　ウ　自殺ϋイリスク者の早期発見や早期対応のため、行政・医療・福祉・教育等関
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係職員を対とした研修会を行いました。

　　エ　自殺未者等のϋイリスク者を支援するため、３保健所に設置した「いのちと

ここΖの支援センター」において、専門૬ஊ員による૬ஊ支援を行いました。

　　オ　県民にとってわかりやすい૬ஊ૭口として「新潟県ここΖの૬ஊダイϠル」を

設置し、ຖ日24時間体制で૬ஊ対応を行いました。

　　カ　広く県民に対し自殺に関する理解促進、各種૬ஊ૭口等支援報の提供を

行うため、メディア等を活用した普及啓発に取り組みました。

のඋڥҭͯࢠ　５

　⑴　先天性代ँҟ常等を早期に発見するため、新生児に対しマス・スクリーニング検

査を実施したほか、身体に障害のある児ಐや入院を必要とする未ख़児等に対して市

町村が行う医療給付に対し補助を行いました。

　　　また、市町村が行う子どもの医療費助成事業やその他子育て支援事業に要する経

費に対して交付金を交付しました。

　⑵　生֔を通͡た女性の健康の保持増進を図るため、૬ஊ・普及啓発事業を実施した

ほか、不にむ婦に対し専門૬ஊや治療費助成を行いました。

　⑶　リスクの高い産婦や新生児に適な医療を提供するため、総合प産期母子医療

センター等を中心とした総合的なप産期医療体制の整備に取り組みました。

　⑷　地域子ども・子育て支援事業として、市町村が地域の実に応͡て実施する延長

保育事業、放課後児ಐ健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、病児保育事業等に

対し補助し、多༷な保育ニーズへの対応に努めました。

　また、県単特別保育事業として、未満児保育及び障害児保育に取り組む延べ288

保育施設等への市町村の支援に対し補助を行い、保育環境の充実支援に努めました。

のॆ࣮ࢱಐ及びՈఉࣇ　６

待を受けている子どもを始めとした要保護児ಐのに対応するため、「新潟ٮ　⑴　

県要保護児ಐ対策地域協議会」を運営し、地域の関係機関の連携強化及び市町村の

૬ஊ体制の整備に関する支援を行いました。

　⑵　ひとり親家庭等の自立を促進するため、ひとり親家庭の親及び寡婦を対に就業
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૬ஊ等を行うひとり親家庭等就業・自立支援センター事業を実施しました。

７　高ྸऀ保݈ࢱのॆ࣮

　⑴　高ྸऀのࣾ会ࢀՃのଅਐ

　高齢者の社会ࢀ加や生きがいづくりを促進するため、老人クラϒ活動や社会福祉

法人新潟県社会福祉協議会が実施する各種事業に対し助成を行いました。

　また、高齢者の自立と介護予防の強化を図るため、リϋビリテーション専門職等

と連携して市町村が実施する地域έア会議等の支援を行いました。

　⑵　ॅΈ׳Εͨ地域で҆৺しͯੜ׆で͖るମ੍のߏங

　高齢者が安心して地域で生活できるよう、高齢者見कり強化月間（２月・９月）

を設け、県民総͙るみで高齢者を見कる気運ৢ成を図りました。

　また、24時間対応の地域ີ着型サービス等の促進に取り組むとともに、施設

サービスの確保のため、特別養護老人ホーム等の整備に対し助成を行いました。

　ซせて、介護支援専門員の養成やその資質向上を図るための研修の実施及び介護

保険法に基づく介護保険施設や指定居宅サービス事業者等の指定・指導を行いまし

た。

　⑶　在ҩྍ・հޢ࿈ܞに͚ͨ支ԉ

　在宅医療・介護を一体的に提供できる体制整備の支援をするため、市町村及び在

宅医療推進センターの担当者を対に研修等を実施しました。

　ᾊ　ೝのਓͦのՈΛ支͑るͮ͘ڥΓ

　医療、介護従事者に対し、研修を実施し、認症対応力の向上を図るとともに、

認症の正しいࣝの普及を図るため、認症セミナーの開催や認症サポーター

の養成を行いました。

　また、認症コールセンターを設置し、認症のみを๊える方に対する૬ஊ૭

口の充実を図りました。

　ซせて、二次医療圏域に１Օ所以上設置した認症࣬患医療センターや、若年性

認症支援コーディネーターの活動を通して、認症の早期発見・早期対応の体制

充実に努めました。

　ᾋ　հޢਓࡐの֬保・定ண



― 63 ―

　介護人材の安定的な確保を図るため、介護の魅力発信や介護人材のマッチング支

援などのࢀ入促進の取組とともに、介護職員の資格取得支援、職場の環境改善や職

員の意ࣝ向上のための研修、介護業務の負担軽減を図る介護ロボット導入支援など

の定着促進の取組を行いました。

８　োऀ保݈ࢱのॆ࣮

　⑴　地域ੜ׆の支ԉ

　　ア　重度心身障害者の医療費助成（受給者38,223人）、特別障害者手当等の支給（延

べ1,735人）、扶養共済保険の加入（加入者延べ1,267人）の促進に努めたほか、

在宅の重度重ෳ障害者に介護見金を支給（76人）し、経済的な支援を行いま

した。

　　イ　障害者地域生活支援センター事業（11か所）などを実施したほか、市町村が

行う重度の障害児（者）への日常生活用۩の給付及び身体障害児（者）への補装

۩費の支給への補助、手通訳等を派遣するなど、日常生活の支援に努めました。

　⑵　ࣾ会ࢀՃの支ԉ

　　ア　障害者スポーツ教ࣨや県障害者スポーツ大会を開催しました。

　　イ　त産活動プロデュース事業において農福連携事業等を実施し、障害者の工向

上及び自立促進を図りました。

　⑶　৺োࣇ・ऀࢪࢱ設උの推ਐ

　　　施設整備の促進のため、障害者支援施設等２件の整備に対して助成しました。

　ᾊ　ਫ਼ਆ保݈ࢱ対ࡦ

　県民の精神的健康の保持向上を図ることを目的に、૬ஊ及び๚指導など地域精

神保健福祉活動の充実に努めるとともに、精神障害に対する理解の促進及び支援技

術の向上のために、精神保健支援従事者研修等を行いました。

９　保݈・ҩྍ・ࢱΛ支͑るڥのඋ

用推ਐ׆ҩྍ分のσʔλの利߁݈　⑴　

　「健康ण命延伸」と「最善のέア・サポート」を実現するための「にいがた新世

代ヘルスέア報基൫」プロジェクトを推進し、健診・保険請ٻデータのू約に係
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るデータベースを構築しました。

　また、県民がどこに住んでいても適な医療・介護サービスを受けられる環境を

構築するため、臨床・介護現場データのू約・連携に向けた検౼を行いました。

　⑵　地域ࢱ対ࡦの推ਐ

　　　地域福祉の増進のために重要な割を果たしている民生ҕ員・児ಐҕ員の資質向

上のため、研修を行いました。

　⑶　ಈ物Ѫޢཧ対ࡦ

　　　人と動物が共にせにらすここΖ๛かな社会の実現に向けて、動物Ѫ護セン

ターを中心として動物ふれあい教ࣨ、ݘ・ೣのࣂい方教ࣨ等を実施しました。

　　　また、地域で自主的な動物Ѫ護の普及活動を行うボランティアとして新潟県動物

Ѫ護推進員を養成・ҕしました。

10　͞し͞ͱ͏る͓͍のあるࢢ空ؒの出

　୭もがより安全・շ適にらせるまちづくりを進めるため、福祉のまちづくり例

により県民や事業者の理解と協力を得ながら総合的な施策推進に努めました。

　また、バリアフリーまちづくり事業を実施しา道の改修やԻ響式信号機等の整備を

行いました（า道21か所、Ի響式信号機等６か所）。

11　県ຽࢀՃでڥ保શにऔΓΉࣾ会ͮ͘Γ

　「環境と人間のふれあい館－新潟水ມ病資料館－」の施設運営をとおして、新潟水

ມ病の教訓を伝えるとともに、水の視点から環境保全の重要性について啓発を行いま

した。

12　ফඅੜ׆のॆ࣮

　食品衛生監視指導計画に基づき、保健所の食品衛生監視員が飲食店等を対に監視

指導を行いました。特に４保健所に設置されている食品安全広域監視൝は、広域流通

食品造施設等を対に重点的な監視指導を行いました。県内流通食品の安全性を確

認するために残留農薬やఴ加物、ඍ生物等に関する検査を行いました。

　県民の関心が高い食の安全・安心に関する意見交換会を開催し、リスクコミュニ
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έーションを図るとともに、ホームページや店಄掲示൘等を活用して消費者への報

提供を行いました。

　また、食品関連事業者の衛生管理について、衛生管理手法の国際標準である̝ＡＣ

ＣＰに沿った衛生管理の普及推進を行いました。

13　新ܕίϩφウイϧεײછの対応

　新型コロナウイルス感染症への対策を円に実施するため、医療調整本部の設置や

保健所の体制強化を図るとともに、市町村や医療機関等と連携して、感染拡大防止や

収ଋに向けた対策を推進しました。

　۩体的には、県民からの૬ஊ体制の整備、地域外来・検査センターの設置、入院病

床確保等の医療提供体制の整備、医療機関への設備整備等に係る費用補助、軽症者等

の療養のための宿泊施設の確保及びワクチン接種体制の確保に係る取組などを行いま

した。

　また、社会福祉施設等が継続的にサービス提供を行う体制を整備するため、感染防

止対策や保健衛生用品のߪ入等に要する経費の支援を実施しました。

ʤ産業࿑ಇ෦ʥ

１　ઓ͢るਓ企業͕ੜまΕɺूまるڥのඋ

業・業の推ਐى　⑴　

　　　起業に意欲のある方が、民連携の起業支援を身近で受けられるよう、民間ス

タートアップ拠点の設置支援を行い、県内に８拠点が整備されたほか、起業家教

育などの起業の意ࣝৢ成から、成長性の高いビジネスによる起業、革新的なベン

チャー企業の支援まで、総合的かつ体系的に施策を実施しました。

　⑵　ҙཉある企業の支ԉによる県内産業の׆性Խ

ア　新規創業や第二創業、新分野進出などの経営革新に取り組む中小企業や起業家

をサポートするため、（公財）にいがた産業創造機構が主体となり、次の取組を

は͡めとする支援を行いました。

　❞　ワンストップで対応する総合૬ஊ૭口に加え、外部専門家等との連携によ
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り、૬ஊ案件の発掘や有案件に対する助ݴ指導を行いました。

　❟　大学と企業のマッチングや共同研究のコーディネートを通͡てコンソーシア

ムをܗ成するなどにより、本県産業構造の高度化を図る産学連携の活性化に取

り組みました。

　❠　取引の介・Ѻટや商ஊ会などを通͡、県内企業の技術・品等の新規取引

を促進しました。

　❡　首都圏等での物産ల、商ஊ会などにより、県産品の普及・ൢ路開を支援し

ました。

イ　県内清酒産業の振興を図るため、ৢ造試験場による酒造好適米「越୶ྷ」に最

適なৢ造技術の開発や県独自߬母の開発などを通͡、新潟清酒の品質・独自性強

化に取り組みました。

ウ　県内企業からの૬ஊ対応૭口として「新潟県外国人材受入サポートセンター」

を設置して、外国人材の採用等に関する助ݴ、૬ஊを行いました。また、県内留

学生の県内就職を支援するため、合同企業આ໌会「国際人材フェア」を実施しま

した。

エ　中国への市場開を更に進めるため、中国本土における見本市出ల、ビジネス

マッチング支援事業、現地県内企業向けオンラインセミナーを実施しました。

オ　ロシアへの市場開を進めるため、モスクワバイϠーとのオンライン商ஊを実

施しました。

カ　ベトナムとの経済交流を推進するため、ϋノイの計画投資ল内に新潟デスクを

開設するなど、ベトナム進出を目指す県内企業をサポートしました。

キ　北米への市場開を進めるため、県内企業向けオンラインセミナー及び個別૬

ஊ会、現地レストラン関係者向け県産品ＰＲセミナー、越境ＥＣࢀ入支援、ジェ

トロと連携したオンライン商ஊ会を実施しました。

ク　本県が強みを持ち、海外でのൢ路拡大が期待できる品目について、対国や۩

体的なൢ路開手法を検౼の上、ू中的にൢ路開を実施しました。

έ　地域中小企業への受注及を図るため、地域内に多くの協力企業を๊える企業

のൢ路開につながる国内見本市等の出లを支援しました。

コ　産学が連携した防災関連商品・技術の開発促進、ల示会出ల等による取組の
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アϐールにより、防災関連産業のू積に向けた環境づくりを推進しました。

サ　本県経済を牽引する「稼͙」企業をഐ出するため、地域中核企業や高成長が期

待されるベンチャー企業を対に外部専門家等による課解決に向けたアクショ

ンプラン策定など伴型の支援を行いました。

シ　小規模事業者等の円な事業承継を推進するため、事業者と金融機関の間で事

業承継時の経営者保証解除に向けた支援を行う経営者保証コーディネーターを配

置し、૬ஊ体制と支援機関のネットワーク強化を図るとともに、事業承継計画の

作成などの初期対応や事業承継を契機とした新分野進出等の経営革新を支援しま

した。

ス　地場産業の持続的な発లを図り、中長期的な受注確保・ൢ路拡大・人材確保に

つなげるため、商工団体ຢは事業者等が行う効果的な取組を提案公ื型等により

支援しました。

セ　中心市֗地等の商店֗の活性化を図るため、意欲ある商業者グループの取組

や、リノベーションによるまちづくりの取組を支援しました。また、高齢者等の

ങい物利ศ性向上を図るため、商業者等のൢ売機能強化の取組を支援しました。

用ଅਐ׆ΤωϧΪʔのੈ࣍・ੜՄ࠶　⑶　

　新エネルギーの導入促進と関連産業の創出を図るため、洋上෩力発電、地中利

用、水素利活用などの導入拡大に向けた取組を行いました。

　また、佐渡島及び粟島において、再生可能エネルギーの導入と活用を促進してい

くための۩体的な取組や方策を整理するため、新潟県自વエネルギーの島構想策定

に向けた取組を実施しました。

　ᾊ　成産業の出・ҭ成

　　ア　５Ｇ、ＡＩ・Ｉ̾Ｔの活用を推進するため、品・サービス等の実証試験や導

入を支援しました。また、成長が見ࠐまれる高度ＩＴ、ロボット等における県内

企業のࢀ入を促進するために、（公財）にいがた産業創造機構と連携し、試作開

発支援、報発信、実ફ的研修を実施しました。

　　イ　(一社)健康ビジネス協議会と連携して、県内企業の新規ࢀ入や商品開発等に向

けた取組を支援することにより、健康関連産業の高付加価値化を推進しました。

　　ウ　本県企業が有する高い技術力を活かした産業の高付加価値化を図るため、新技
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術の開発や人材育成等を通͡て、航空機、次世代自動車、医療機器、健康関連産

業などへの新規ࢀ入や事業拡大を目指す企業を支援しました。

２　ଟ༷なޏ用のの֬保ͱಇ͖͍ͮ͘͢ڥΓ

　⑴　県内中小ＩＴ企業のＩＴ業務未経験者を対とした合同研修を実施し、ＩＴ業務

未経験者の採用促進を図ったほか、首都圏等のＩＴ人材と県内ＩＴ企業とのマッチ

ングの機会を提供しました。

　⑵　県内への企業立地を促進するため、東京事務所、大阪事務所をは͡め、市町村と

も連携を図りながら積ۃ的に企業誘致を進めました。

　　ア　企業๚や産業団地の現地案内を行いました。

　　イ　企業へのアンέート調査等の実施により、企業報や業քの動向に関する報

収ूを行い、企業局、市町村等と連携をີに企業誘致活動を行いました。

　⑶　本県の次代を担う産業のܗ成や産業構造の高度化を図るため、企業ニーズに合わ

せた༏۰制度により、県内への企業誘致を促進しました。

　⑷　個別労働関係ฆ૪等に対応するため、労働૬ஊ所において労働૬ஊを実施したほ

か、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、事業主向け講࠲の開催、コーディ

ネーター派遣、政労使で連携した啓発キャンペーンの実施、「イクメン応援プラス

認定企業制度」の運用・पや、உ性の育児休業取得促進助成金の支給などを行い

ました。

　⑸　若年者の就職促進を図るため、「若者しごと館/ジョϒカフェ」において、キャ

リア・カウンセリング等の総合的な支援を行ったほか、企業の魅力発信の取組への

支援を行いました。

　ᾌ　障害者雇用を促進するため、県内企業の好事例を発信するとともに、職場実習の

実施や障害者雇用を推進する企業の取組への支援を行いました。

　ᾍ　学ଔ者・若年者、一般離職者、ひとり親家庭の親、障害者等のٻ職者や在職者に

対して職業訓練を実施しました。

　　　また、越した技能者「にいがたの名工」の表জや「にいがたプロフェッショナ

ルガイド」の発行などを通͡て、技能継承に対する支援と技能ଚ重気運のৢ成に努

めました。
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３　ັྗあるまͪͮ͘Γͱ定ॅのଅਐ

　⑴　県内就職を推進するため、にいがた̪ターン報センターにおいて、県内企業の

者の個別૬ஊを行ったほか、就職活動前ر人報の提供や、̪・Ｉターン就職ٻ

の学生を対とした県内企業とのオンライン交流会などを開催しました。

　　　また、県外学生が就職活動等を行う際の県内への移動に係る交通費・宿泊費や都

市部の有能な人材の̪Ｉ̟ターン就職に係る費用の補助を行いました。

　⑵　市町村や関係団体等と報の共有や連携した取組を進めるため、「にいがた移住

定住推進ネットワーク会議」を開催しました。

　⑶　首都圏在住者等に対して、にいがたらし૬ஊ会や本県出身の若者を対とした

ஊ会の開催など各種イベントを開催したほか、ポータルサイトの運営及び̨̨̣࠲

等各種広報ഔ体を活用し、「にいがたらし」の魅力を発信しました。

　⑷　首都圏在住者等の૬ஊにきめࡉかく対応するとともに、જ在的な移住ر者の更

なる掘り起こしに向けて、表ࢀ道・新潟館ネスパス及びふるさと回ؼ支援センター

に専の૬ஊ員を配置したほか、就職支援や住居等の生活報の提供など、本県へ

の̪・Ｉターン転職ر者を総合的に支援するコンシェルジュを配置しました。

　⑸　移住に向けた来県行動促進のための取組、移住者に対する家補助や空き家等を

活用した取組など、市町村が行う移住促進の取組を総合的に支援しました。

　ᾌ　一定の要件を満たす̪ターン転職者に奨学金等のฦ還を支援しました。

　ᾍ　移住支援金マッチングサイトに掲ࡌされたٻ人に応ืして県内に就業し、東京

23区から本県へ移住するなどの一定の要件を満たす移住者に支援金を支給する市

町村に対し、補助金を交付しました。

　ᾎ　東京圏から本県に移住したテレワーク従事者及び個人事業主（フリーランス）等

に対し、特別支援金を支給しました。

４　電ݯ地域のৼڵ　

　電源地域の振興を図るため、電源三法交付金による基൫整備や地域の活性化に取り

組みました。
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ʤہ　ޫ　؍ʥ

１　ଟ༷な地域資ݯΛ͔׆しͨ交流ਓޱの֦େ

　⑴　交流ਓޱの֦େに͚ͨऔ

　　　新潟県観光立県推進例に基づき、県内観光地における満足度調査を実施・公表

するとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大等、本県観光を取りרくの変

化を౿まえ、「新潟県観光立県推進行動計画」の改定を行いました。

　औ͚ͨ上に地のັྗޫ؍　⑵　

　　　県内の観光消費額向上を目的に、指導事業者のもと、地域の強みを活かした宿泊

プランの造成や商品開発に取り組みました。

　　　また、県内におけるワーέーションに着目した誘客の普及を目指し、市町村等が

実施する体験プログラム造成の先導的取組を支援しました。　　

　⑶　ίϩφ下に͓͚るޫ؍流ಈଅਐ

　　　新型コロナウイルス感染症の影響によりམちࠐんだ観光需要の回復を図るため、

県民向け宿泊割引キャンペーン等の観光需要喚起策を実施したほか、13動画の配

信や本県がތる「食」のポータルサイト構築などにより、本県観光の効果的な報

発信に努めました。

　　　また、中止、延期が૬次いだ地域イベント、コンベンションの開催を支援するた

め、感染防止対策に係る経費を支援しました。

　ᾊ　֎ࠃਓ٬ޫ؍の༠கの推ਐ

　　　政府の水際対策強化により海外とのԟ来が制ݶされたことから、オンラインを活

用したセールスプロモーション活動を強化し、本県の強みである「雪」や「食」の

魅力をホームページや̨̨̣などで発信するなど、ক来的なインバウンド再開を見

据えた継続的な報発信に取り組みました。

　　　また、都市部から地方への分散化が進んでいる外国人観光客の取りࠐみに向け、

関東や東北地方などの自治体と連携した広域प༡ルートの造成とプロモーション活

動に取り組んだほか、๚日観光の再開後に備えて本県に来๚した外国人の動ଶデー

タ分ੳを実施するなど、ࠓ後に向けた受入体制の整備に努めました。
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ʤྛ水産෦ʥ

１　୲͍ख͕কདྷలΛܦͯͬ࣋営で͖る業のల։

Խڧ営基൫のܦ　⑴　

　　ア　農地のू積・ू約化等による効率的な生産体制の構築

　　　　農業の生産性の向上及び競૪力の強化を図るため、農地中間管理機構の再配分

機能や農地のू積・ू約化に取り組む地域ຢは農業者に対して交付する機構ू積

協力金を活用し、農地のू積・ू約化を推進しました。また、ࠓ後の地域農業の

在り方等を໌確化した人・農地プランの見直しや地域の中心となる経営体（個

人、法人、ूམ営農）の確保のための取組に対して補助を行うとともに、法人間

の組৫的連携に向けた合いを支援するなど、経営体の体質強化に向けた支援を

行いました。

　　　　そのほか、経営体が農地中間管理事業を活用した規模拡大による所得確保に取

り組む場合の機械・施設の整備を支援しました。

　　イ　新たな米政策に対応した新潟米等の水田農業の確立

　　　　令和２年産米は、元年産米の品質低下を౿まえ、各地域の用水事に応͡た水

管理等の事前検౼を進めるとともに、ҟ常高Թに備えたৎなҴづくりやフェー

ン緊急報に基づく緊急対応のపఈをݺびֻけたことで、７月のه的な少র・

多雨や８月以降の高Թ、૬次͙フェーン現に見われた中でも概ね例年並みの

品質が確保されました。

　　　　また、新型コロナウイルス感染症の影響等により業務用米を中心に主食用米の

需要が減少し、在庫量が高い水準で推移したことから、関係機関と連携し、「田

ん΅一ຕ転換運動」等により主食用米からඇ主食用米等への転換を推進した結

果、近年増加傾向であった主食用米の作付面積は前年度より減少しました。需要

の減少した酒造好適米についても、需要の見ࠐまれるඇ主食用米等への転換を支

援しました。

　　　　新潟米の主力であるコシώカリについては、家庭内消費が中心であり、その需

要に見合った生産を推進する一方で、食ຯ・品質確保に向けたഓ管理対策を推

進しました。
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　　　　新之助については、高いレベルで安定した品質・食ຯを確保できる生産対策を

推進するとともに、全国的なϒランド確立に向けて、これまでの首都圏に加え、

関西圏や中京圏でのプロモーションを強化することで、認度向上やϒランドイ

メージのৢ成に向けた取組を推進しました。

　　ウ　園芸振興基本戦略の推進

　　　　令和元年に策定した新潟県園芸振興基本戦略の目標達成に向けて、地域振興局

や市町村、̟Ａ等の関係機関・団体等で推進体制を構築し、園芸導入に対する機

運のৢ成、Ҵ作農家等が園芸導入する際に必要な機械・施設の導入支援や、共同

ू出ՙ体制の整備による園芸に取り組みやすい環境づくりなど、園芸に戦する

農業者や産地を支援しました。

　　　　この結果、２年間でൢ売額１億円をえた産地数、園芸産地のഓ面積及び新

たに園芸に取り組む農業者はそれぞれ増加しました。特に、新たに取り組んだ農

業者が大きく増えており、産地の担い手確保につながっています。

　　エ　収益性の高いச産経営の育成

　　　　にいがた和牛の増಄やཙ農の規模拡大等、生産基൫強化への取組と、生産能力

の高い牛の導入等、生産性向上及びコスト低減の取組を支援しました。

　　　　また、新型コロナウイルス感染症の影響への対応として、にいがた和牛を学校

給食に提供し、食育を通͡た需要の拡大を推進するとともに、用子牛の導入支

援等を実施しました。

　　　　国内でのಲや高病ݪ性ௗインフルエンβの発生を౿まえ、発生予防のための

農場指導等に努めるとともに、万一の発生に備え、危機管理体制の強化を図りま

した。特にಲの発生予防対策として、ࣂ養ಲへのワクチン接種を実施するとと

もに、野生イノシシへの感染拡大を防止するため経口ワクチンを散布しました。

　　オ　経営の多֯化

　　　　農業者の所得向上を図るため、経営の多֯化の取組を外部専門家の活用等によ

り、取組開始から経営発లまでஈ֊に応͡て支援しました。

　　カ　スマート農業の推進

　　　　産業քとの連携による県内企業等のスマート農業ビジネスへのࢀ入拡大に取り

組むとともに、研修会・実ԋ会等を通͡た報提供や導入支援等を行い、スマー
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ト技術の生産現場への導入を推進しました。

　　　　なお、農林水産লのスマート農業実証プロジェクトについては、佐渡島特産

「おけさ柿」大規模経営へのスマート農業技術体系の導入実証（佐渡市）及び߽

雪地域の࿐地野ࡊ産地におけるスマート農業導入によるল力化・生産性向上の実

証（津南町）が採され、実証活動に取り組みました。

　⑵　県産産物のϒϥϯυྗの上

　　ア　県産農産物の付加価値と産地イメージの向上

　　　　新潟米や園芸品目における県産農林水産物のϒランド化を推進し、高品質で安

全・安心な「にいがたϒランド」を確立するため、首都圏等における県産農林水

産物のൢ売促進と認度向上等を目的とした報発信を行いました。

　　　　また、新型コロナウイルス感染症で業務需要の高い和牛、えだまめ等の県産農

産物の需要減少に対応するため、産直ＥＣサイトと連携した「新潟産品食べる

エールプロジェクト」に取り組み、消費喚起とൢ売拡大を支援しました。

　　イ　国内外の多༷なൢ路開

　　　　県産米の首都圏でのマッチング機会の設定により実需者と農業者等のൢ路開

活動を支援したほか、加工・業務用野ࡊ等の県内食品企業における利用を促進す

るため、産地拡大・流通促進の取組や新商品の開発を支援しました。

　　　　県産農産物の輸出については、߳港やシンガポール等の主要市場に加え、本県

産米の輸入が再開された中国、さらには中長期的な観点から、経済発లが著しい

Ａ̨ＥＡ̣諸国、日本食人気が高まるアメリカ等の新規市場に向けて、オンライ

ン商ஊ会や現地通ൢサイトの活用など、国内外の事業者と連携し、流通体制の構

築やൢ売ルートの開などに取り組みました。

　　　　新型コロナウイルス感染症の影響により、国内外ともに業務用需要が減少し家

庭用需要が増加しました。生活༷式の変化に対応し、国内においては̨̨̣を活

用した報発信などデジタルプロモーションを強化するとともに、海外において

も現地大手ＥＣサイトを活用したオンラインでのプロモーションを積ۃ的にల開

しました。

　　　　また、食料自給率の向上に向けて、県産米คの需要拡大を図るため、大口需要

者の֫得や෯広い分野での利用に向けた取組を実施しました。
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ڙの保શͱ҆શ・҆৺なྛ水産物のఏڥ　⑶　

環境への負ՙを低減する農業生産の実ફと消費者への安全で安心な農作物の提供

を推進するため、地ٿԹஆ化防止や生物多༷性保全に効果の高い営農活動や、国際

水準ＧＡＰの認証取得の取組を支援しました。

また、食品表示法等に基づく適正な食品表示をపఈするため、食品表示ウΥッ　

チャーを設置し、監視調査を行いました。

２　தؒࢁ地域業のҡ࣋ͱړࢁଜのଟ໘的機のൃش

　⑴　தؒࢁ地域の׆性Խ

平場と比べて生産件が不利な中山間地域の維持・発లを図るため、中山間地域

等直接支払制度実施地区において営農体制づくりを支援するとともに、農業をベー

スに多༷な人材が多༷な働き方で地域を維持していく取組を支援しました。ซせ

て、地域の取組を伴型で支援できる人材を育成するための研修を実施しました。

また、自વ・社会件のݫしい地域において、営農環境の不利さを補正するモデル

事業を実施し、効果の検証に向けた調査を実施しました。

そのほか、中山間地域において地域資源を活かした所得確保等に向け、多༷な産

業との連携促進や外部専門家の実ફ指導を支援しました。

ଜͮ͘Γړࢁ͍ڧにࡂ　⑵　

　　ア　森林・農地の保全

　　　　山地災害の復旧と未વ防止のため、ߥ廃山地等の整備を促進するとともに、森

林の持つ水源かん養機能や保健休養機能を高度に発شさせるための森林整備を積

。的に推進し、災害に強い森林づくりを実施しましたۃ

　　イ　海岸および海岸林の保全

　　　　松くい等森林病害ඃ害の੩化を図り、地域の生活環境を保全するため、

市町村が行う航空防除・地上散布・樹幹注入による予防やくんৠ・ഁࡅ等による

。除の取組を支援しましたۦ

　⑶　地域資ݯの有ޮ׆用

新型コロナウイルス感染症の影響によりམちࠐんだ交流人口・関係人口を回復

し、農家の所得向上の機会の創出や農山漁村の活性化を図るため、農泊推進団体に
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よる県内及び近ྡ県の旅行会社や学校に対する教育体験旅行等の誘致活動を支援し

たほか、新しい生活༷式に合わせ、リスクマネジメント研修会の開催や体験受入に

係るガイドラインの策定支援を行い、受入体制の強化を図りました。

　ᾊ　ੜௗ्による࡞物のඃࢭ

対策別の組৫体制を一元化したௗ्ඃ害対策支援センターを令和２年４月に設置

し、生ଉ数のѲ、有害ௗ्のั֫強化や人材育成などの取組を計画的に進めまし

た。

野生ௗ्による農作物ඃ害防止のため、ྡ接するෳ数市町村が連携してඃ害対策

を講͡るモデル的取組の支援を行うとともに、国交付金を活用し、市町村協議会等

が行うඃ害防止対策及びඃ害防止施設（電気ࡤ）の整備等を支援しました。

３　ྛ資ݯの利用ଅਐによるྛ業のৼڵ

　⑴　ଟ༷なध要に応͑らΕるૉࡐੜ産の֦େ

　　ア　意欲的な林業事業体による素材生産の拡大

素材生産の拡大を図るため、事業体の素材生産量の増産の取組や効率的な生産

技術の習得を支援したほか、新規ࢀ入事業体における基礎的な技術習得や施業地

の確保等の指導を行いました。

イ　施業のू約化や資源のフル活用による効率的な木材生産と資源の॥環利用		

低コスト生産体制の構築を図るため、面的なまとまりをもったՕ所でのू約化

や路整備を推進するとともに、全木ू材等により森林資源をフル活用する取組

や再造林の取組を支援しました。

また、材、合൘や木質バイオマス発電などの多༷な木材需要への対応とし

て、資源をフル活用し供給拡大を図るため、間െ材の搬出や用途別に分け搬出

する取組を支援しました。

ウ　県産材の利用拡大に向けた市場競૪力の強化や住宅等における県産材の利用促

進

材工場等の加工能力を向上させ、市場競૪力を強化するため、施設整備や生

産拡大の取組に対して支援するとともに、素材生産者に対し、材工場がむ品

質・ܘ級等について共有する研修を行うなど、素材供給の円化を支援しました。
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また、新型コロナウイルス感染症の影響により住宅着工ށ数が減少する中、住

宅分野における県産材の利用促進のため、建築主と工務店の県産材利用を支援し

ました。また、県産材を使用した住宅等の完成見学会で建築業者等が行う県産材

をＰＲする取組を支援しました。

そのほか、ඇ住宅分野での県産材の利用促進を図るため、公共的施設や商業施

設の木造化等に支援したほか、建築࢜等に対して、中・大規模建築物の木造・木

質化を担う設計者の養成を支援しました。

エ　農林公社分収林事業の経営健全化

平成30年度に策定した「新潟県農林公社分収林事業経営健全化方」に基づ

き、農林公社に対し借入金の利ଉ支払いを支援したほか、農林公社とともに分収

林事業の改善策の検౼、取りまとめを行い、その着実な実行に向けた計画づくり

などを支援しました。

　⑵　ྛඋの推ਐ

　　ア　森林経営管理制度の実施体制の強化

森林経営管理制度の主体となる市町村に対して、森林・林業の基礎ࣝを習得

するための研修や、アドバイβーによる専門的な業務サポートを実施するととも

に、航空レーβー計測による効率的な森林資源報の取得を支援しました。

イ　森林環境譲与税の活用

本県に譲与された森林環境譲与税を活用して、市町村の森林経営管理制度運用

の支援や、森林整備の推進、林業の担い手確保、森林・林業の普及啓発などに関

する事業を実施しました。

ウ　森林整備と財源のあり方検౼

平成29年度から３か年かけて検౼してきた森林整備と財源のあり方につい

て、「森林整備と財源のあり方検౼ҕ員会」より、公的関与が必要な森林の対

ൣғや、その森林整備に必要となる財源確保について検౼する必要性などについ

てとりまとめた報ࠂ書が提出されました。

また、ক来の本県の発లのために必要な新たな施策や財源のあり方等を検౼す

る「持続可能な社会実現に向けた政策に係る検౼ҕ員会」において、「森林整備

と財源のあり方検౼ҕ員会」の報ࠂ書の内容や県内の森林の現状についてઆ໌を
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行いました。

の͜ੜ産ମ੍のඋ͖͚ͨԽにڧ૪ྗڝࢢ　⑶　

　　　県産きのこの高品質化や低コスト化に向けた施設導入等の取組を支援しました。

　　　また、食の安全・安心の確保に向けてＧＡＰの普及・定着の推進に取り組んだほ

か、付加価値の高い新たな品目や増収効果のあるഓ技術の開発に向けた研究など

に取り組みました。

　ᾊ　ྛ・ྛ業のઓུࡦ定

　　　森林資源を活用した林業の成長産業化や中山間地域の維持・発లに取り組む指

となる戦略を策定するため、༷ʑな関係者・団体と、林業の現状や課について意

見交換し、林業の活性化に向けた認ࣝの共有化を図りました。

４　水産業のৼڵͱ資ݯのద・有ޮ׆用

Խڧ営ମ質・ൢചྗのܦ　⑴　

漁業所得の向上を図るため、漁業者が行う収益性向上の取組や、流通・加工業者

との連携による新規ൢ路開等を支援したほか、離島の生産力向上等の取組を支援

しました。

また、安全性の高い県産ޥۋの生産体制の構築のため、コイヘルペスウイルス病

防除技術の開発に取り組みました。

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響による県産水産物の需要減少への対策

として、新規ൢ路開のため、学校給食に県産水産物を提供する取組を行いました。

　⑵　水産資ݯのద・有ޮ利用

漁業生産力の向上を図るため、漁港施設等を利活用した増養殖技術の開発を行う

ほか、水産物の安定供給のため、生産・流通の拠点となる漁港を整備計画に基づき

整備しました。

また、本県の中核的漁業であるఈびきの生産の効率化を図るため、３Ｄ海ఈ地

。図を用いた漁業ૢ業システムの開発に取り組みましたܗ

　⑶　水産業のઓུࡦ定

海面漁業の持続的な発లに取り組む指となる戦略を策定するため、༷ʑな関係

者・団体からฉき取り調査を実施し、課を整理したほか、県内各地で地域ディス
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カッションを開催し、個ʑの意見の共有を図りました。

５　ྛ水産業Λ୲͏ਓࡐの֬保・ҭ成

ア　農業

本県農業の次代の担い手の確保・育成を図るため、就農ر者への૬ஊ૭口の設

置とซせ、就農ポータルサイトやメールマガジンを活用した報発信に取り組んだ

ほか、ഓ技術や経営管理に関する研修を行うなど、新規就農者の෯広いニーズに

対応した就農から定着までの一؏した支援を実施しました。

また、੨年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、農業大学校や先進農家

等で研修を受ける就農ر者や市町村の人・農地プランに位置付けられている等の

経営開始して間もない者に対し、営農に必要な資金を交付しました。

さらに、本県で農業を修学し就農を目指す者を増加させることをねらいに、県内

の農業系学校が連携し、各校の特を活かした講ٛの૬ޓௌ講など農業教育環境の

充実に向けた取組を実施しました。

　イ　林業

本県の林業の担い手の確保を図るため、林業への就業を目指す学生に、就業準備

給付金を支給し必要なࣝや技術の習得を支援したほか、学生に対し林業ガイダン

スや体験ツアーの開催、就業૬ஊ・あっせん૭口におけるٻ人・ٻ職マッチング等

を支援しました。

また、林業就業者への資格取得のための研修会開催や業務に必要なࣝ・技能の

習得を支援しました。新たにઆ໌会等によりҟ業種からの新規ࢀ入を促進するとと

もに、新規ࢀ入する事業体と認定事業体との協業などを支援しました。

　ウ　水産業

本県漁業生産額の大半を占める中核的漁業経営体の体質強化のため、新規就業者

の技術習得を支援しました。

６　県ຽཧղのଅਐͱڀݚ։ൃの推ਐ

農林水産業に対する県民の理解を促進するため、本県農林水産業の現状や農山漁村

の果たす割、本県施策の取組状況について、各種資料を発行し෯広く提供するとと
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もに、農林水産部ホームページや'aDFCPPLなどで報提供を実施しました。

また、県産農産物の競૪力強化をけん引する先導的な研究開発や生産現場が๊える

課を解決する研究開発のほか、産学連携による革新的な研究開発に取り組み、研

究成果を公表しました。

ʤ　地　෦ʥ

Խに資͢る༏良地の֬保ڧ営基൫のܦ　１

農業者の所得向上を図るため、農地の大区画化等を進めるとともに、ほ場整備を契

機とした園芸作物の導入による産地づくりを推進しました。

・経営体育成基൫整備事業（82地区）

・農道整備事業（２地区）

・農業経営高度化支援事業（延べ157地区）　等

２　தؒࢁ地域の׆性Խに資͢るੜ産基൫උ

中山間地域の活性化を図るため、整備を契機とし、農業者の組৫化を推進するとと

もに、୭もが割を果たしながら地域資源を生かした農業の高付加価値化を推進しま

した。

・中山間地域対策事業（34地区）

・多面的機能支払交付金（981地区）　等

３　用ഉ水機の҆定的な֬保

農業用水を安定的に確保するため、老朽化が進む施設の計画的な補修等の対策を進

めるとともに、地域の営農構想等を౿まえた整備を推進しました。

・かんがいഉ水事業（29地区）

・農業水利施設ストックマネジメント事業（33地区）

・国営造成施設県管理費補助事業（11地区）　等
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４　ଜڥの保શཧ

農村環境の保全のため、地域共同活動により農業用水路等の保全管理を進めるとと

もに、地域活動における次世代のリーダーの確保、育成をするための施策を推進しま

した。

・農業ूམഉ水事業（13地区）

・農村振興総合整備事業（１地区）

・多面的機能支払交付金（981地区）（※再掲）　等

ଜ地域ͮ͘Γ͍ڧにࡂ　５

地震や߽雨等の災害による୷水や地すべりなどのඃ害、ため池の決壊等を未વに防

͙ため、重要度・緊急度に応͡て計画的に整備を推進しました。

・୷水防除事業（12地区）

・地すべり対策事業（22地区）

・地൫下対策事業（６地区）

・ため池等整備事業（89地区）　等

６　新ͨなٕज़の׆用ͱଜΛ支͑るͮ͘ڥΓ

農業農村整備の施策を有効にల開するため、新たな技術の活用を進めるとともに、

農村を支える体制や人づくりに関する施策を推進しました。

・地੶調査事業（20地区）　等

事業چ෮ࡂ　７

災害からの早期復旧と再発防止を図るため、補助事業により復旧に取り組みました。

・農地・農業用施設災害復旧事業（322か所）

ʤ土　　෦ʥ

１　҆શに҆৺しͯらͤるɺらし͍͢新潟

　⑴　県ຽの໋ͱらしΛकる一ஈՃしͨࡂݮ・ࡂ対ࡦの推ਐ

　災害から県民の命とらしをकるϋード・ソフト対策の強化に努めました。
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　　　・災害防除施設

　　　・ԃఅ改良

　　　・広域Տ川改修

　　　・Տ川整備

　　　・海岸৵食対策

　　　・治水ダム事業

　　　・࠭防総合流域防災対策事業

　　　・通常࠭防

　　　・地すべり対策

　　　・震災対策ڮりょう補修

　　　・復興まちづくり事前準備支援事業

　　　・耐震すまいづくり支援事業

　　　・ϒロックญ等安全対策支援事業

　　　・耐震建物づくり支援事業

　　　・߽雨時の主体的な避難行動支援事業

　　　・建設関係災害復旧

　　　・Տ川災害復旧関連緊急事業

　　　・大規模災害緊急点検事業

　　　・災害ඃ災者住宅復興支援

　⑵　イϯϑϥࢪ設及び公ࢪڞ設の҆શの֬保

　老朽化が進むインフラ施設等の1DCAサイクルによる計画的・効率的な維持管理

に取り組みました。

　・社会資本長ण命化対策

　・道路維持管理

りょう補修ڮ・　

　・Տ川管理施設機能確保事業

　⑶　҆શでշదな日ৗੜ׆Λ࣮現͢るࣾ会基൫のඋ

　県民のらしと命をकる道路整備や身近なՏ川・海岸等の施設機能の保全に努め

ました。
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　・道路改築

　・֗路事業

　・緊急地方道路整備

　・地域づくり基൫道路整備事業

　・道路安全施設整備

　・地域高規格道路整備計画調査

　・Տ川施設補修

　・Տ川整備

　・Տ川維持

　・海岸施設補修

　・海岸整備

　ᾊ　地域Λ支͑る建設産業のৼڵ

　除雪や災害対応など地域の安全・安心の確保や社会資本の整備などを担うととも

に、地域の基幹産業として経済と雇用を支える重要な割を果たしている建設産業

の活性化を図るための政策の推進に努めました。

　・建設業活性化支援事業

　・.aEF JO 新潟　新技術普及・活用制度の推進

　・建設産業人材確保・育成緊急対策事業

　ᾋ　ਓͱࣗવ͕ڞੜ͢るらし

　水環境の保全とあふれるշ適な環境づくりに取り組みました。

　・Տ川環境整備

　・海岸環境整備

　・コミュニέーション行政推進

　・うるおいの郷土は͙くみ事業

　・Ֆとのパートナーづくり事業

　・ふるさとの川づくり協働事業

　ᾌ　࣋ଓՄなͮ͘ڥΓ

　環境に負ՙの少ない安全でշ適な社会づくりの推進に努めました。

　・公園整備
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　・流域下水道整備

　・流域下水汚泥処理

　・エネルギー構造高度化・転換理解促進事業

　・汚水処理広域化・共同化計画策定

　・ௗ野潟浄化、通船川・܀ノ木川浄化

２　地域ݩ͕ࡁܦ気でྗ׆のある新潟

交通ωοτϫʔΫのඋ͚ͨ上に性ڌなるߋ　⑴　

　高速道路の整備促進や地域高規格道路の整備推進に努めました。

　・広域道路ネットワークのܗ成

　⑵　ັྗ的なੜڥ׆の出に͚ͨまͪͮ͘Γ

　市町村と連携し、活力とわいのあるまちづくりや安全に安心してらせるまち

づくりなどに取り組むとともに、地域間の交流を強化する道路ネットワークの整備

の推進に努めました。

　・に͗わい空間創出支援モデル事業

　・空き家再生まちづくり支援事業

　・持続可能なまちづくり推進事業

　・美しいまちづくり推進事業

　・景観・ྺ࢙まちづくり推進事業

　・まちの防Ր対策支援事業

　・耐震すまいづくり支援事業

　・ϒロックญ等安全対策支援事業

　・耐震建物づくり支援事業

　・道路改築

　・֗路整備

　・公園整備

　・緊急地方道路整備

　・地域づくり基൫道路整備事業

　・地域高規格道路整備計画調査
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設公営住宅改善ط・　

　⑶　ઇͱڞにら͢地域ͮ͘Γ

　雪によるϋンディキャップのない地域づくりの推進や߽雪時における道路交通や

住民生活の安全・安心の確保の推進に努めました。

　・道路融雪施設補修

雪すまいづくり支援事業ࠀ・　

　・雪国の住環境改善検౼事業

　・関係機関と連携した道路除雪の実施や報共有・発信

ʤ交通ہࡦʥ

１　港Λ׆用しͨࡍࠃ物流ڌのܗ成

　⑴　県内港の利ศ性上ͱ利用ଅਐに関͢るऔ

新潟港及び直ߐ津港の外定期コンテナ航路の拡充を目指し、船社・船舶代理店

を๚し、新規航路誘致及びطଘ航路拡充に向けた活動を行ったほか、両港の利用

促進を図るため、県内外のՙ主・物流業者等を๚し、ポートセールスを行いまし

た。

この結果、令和２年の新潟港のコンテナ取ѻ量は国の速報値で約17万３千ＴＥ

̪（※）、直ߐ津港は約３万４千ＴＥ̪となりました。

※ＴＥ̪

5XFOUZ�GPPU &RVJWaMFOU 6OJUTの略で、20フィートコンテナ換算のこと。

通常コンテナは20フィートと40フィートの２種ྨの長さのものが利用されてい

るが、貨物量の実ଶを適にѲするため、40フィートコンテナを20フィートコ

ンテナ２個分に換算して表示するもの。

　⑵　֎航࿏༠கに関͢るऔ

本県の地理的༏位性を活かせる中国東北部・ロシアۃ東地域との間の航路を、取

り組むべき航路の一つとして位置づけ、外航航路をطに有する船社による運航を模

することとしており、貨物の掘り起こしや船社等への働きかけ等を行い、航路誘ࡧ

致に向けて取り組みました。
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　⑶　Ϋϧʔζ船༠கに͚ͨऔ

地域振興や経済活性化に資するクルーズ船の県内港への誘致に向け、地元自治体

等と連携して海外を含めた船社や代理店に対するセールス活動等を実施するととも

に、新型コロナウイルス感染症の影響により運休が続いたクルーズ船の再開にあた

り、県内港での国内クルーズ船の受入体制を整備しました。

２　空港の利用ଅਐ

　⑴　新潟空港࿏ઢҡ࣋・֦ॆに͚ͨऔ

　平成29年12月に策定、公表した「新潟空港の路線ネットワーク戦略2017」に基

づき、新潟空港の路線ネットワーク充実及び利ศ性向上のため、関係者一丸とな

り、取組を行いました。

ア　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により利用者が減少した定期国内路線の

維持・利用回復を図るため、航空会社等が行うプロモーション活動や旅行商品の

造成に係る支援を行いました。

イ　新型コロナウイルス感染症拡大の状況がམち着いたஈ֊で安心して空の旅がָ

しめるよう、行政や航空会社等の関係者が一体となって、航空会社等が取り組む

పఈした感染防止対策等を県民に積ۃ的に広報する「新空（シンソラ）プロジェ

クト」の取組をల開しました。

ウ　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により利用者が減少している新潟空港の

路線維持を図るため、空港旅客ターミナル内の航空会社の施設使用料に対する支

援を行いました。

　⑵　新潟空港利用のध要の۷Γ͜ىし

　　　ϋϒ空港の継利ศ性の維持・向上と利用促進に向けて、航空会社や旅行会社に

対し商品造成やＰＲ経費等を助成し、新潟空港の利用者拡大を図りました。

　⑶　新潟空港利用ݍ域の֦େ

　　　新潟空港の利用圏域の拡大を図るため、新潟空港を利用する団体旅行のバス借上

料の一部助成を行い、ྡ接県等からの新潟空港利用促進に努めました。

　ᾊ　新潟空港のアΫηε改ળ

平成29年12月に公表した「新潟空港アクセス改善の基本的考え方」に基づき、
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短期的取組として、空港から観光地等への二次交通や、会津若松及び長岡と新潟空

港を結Ϳバス路線の運行等を実施しました。また、新潟Ӻ南口から発着する空港リ

ムジンバスへの運行支援を行いました。

３　交通イϯϑϥのඋ

　⑴　మ道のॆ࣮

　　ア　上越・北新幹線の利用促進及び地域活性化に係る取組を支援しました。

　　イ　Ӌ越新幹線の早期実現に向け、関係県と連携して調査・研究を行いました。

　　ウ　並行在来線である「えちごトキめき鉄道株式会社」がক来にわたって安定経営

できる体制を構築するため、同社の安定運行に不可欠な設備の整備や維持修繕の

ほか、新Ӻの整備に要する経費を補助しました。

　　　　また、ほくほく線の地域公共交通としてのଘ続及び沿線地域の活性化を図るた

め、「北越急行株式会社」が安全運行確保のために行う鉄道設備の更新投資・修

繕に要する経費を補助しました。

　　エ　マイレール意ࣝの向上など利用促進に取り組む「えちごトキめき鉄道活性化協

議会」及び「ほくほく線沿線地域振興連བྷ協議会」に負担金を支出しました。

　　オ　地方創生推進交付金を活用し、えちごトキめき鉄道株式会社及び北越急行株式

会社が行う誘客事業等に支援を行いました。

　⑵　地域のཱࣗͱ҆定的な交通機のҡ࣋

　　ア　離島航路の充実

　　　　佐渡航路や粟島航路の利用促進を図るため、航路の運割引等に対する支援を

行いました。

　　　　また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経営に大きなଧܸを受け

た佐渡汽船及び粟島汽船に対する事業継続支援を行いました。

　　イ　地方バス路線の維持

　バスの運行維持による生活交通の確保を図るため、運行費の助成や、利用促進

に向けた取組への支援を行いました。

　また、高齢者等の移動手ஈの確保・充実に向け、コミュニティバスの導入など

市町村が行う新たな取組を支援しました。
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　加えて、人手不足にむ運輸業քにおける若年や女性等の採用を促進するた

め、運輸事業者団体が実施する人材確保の取組への支援を行いました。

　　ウ　高速交通ネットワークの維持

　県内高速バス沿線13市と協調して、バス事業者に対して県内高速バスネット

ワークの運行継続に向けた取組等への支援を行いました。

　⑶　新ܕίϩφウイϧεײછ対応

ア　新型コロナウイルス感染症拡大により利用が低する地域公共交通の利用回復

を図るため、地域公共交通機関の感染防止対策など利用者の安心につながる報

発信を行いました。

イ　地域公共交通機関の新型コロナウイルス感染症防止対策を推進するため、国と

協調し、地域公共交通事業者が行う感染症防止対策を支援しました。

ʤڭҭҕһ会ʥ

１　一ਓ一ਓのݸ性ྗΛ৳͢ڭҭの推ਐ

  ⑴　͔֬なֶྗのҭ成

　　ア　児ಐ生ె一人一人に基礎・基本を身に付けさせ、個性や能力、理解や習ख़の程

度に応͡た教育を推進するため、̴̬̱配信ू計システムを活用して学習支援動

画を配信し、学力向上に係る市町村支援事業の推進に努めるとともに、報の共

有、૬ஊの場の設定による若手教員の指導力向上をめ͟す教育支援システムの利

活用を進めました。

　　イ　「学力向上サポートだより」でत業づくりのポイントを配信し、「分かるत業

づくり」の推進に努めました。

　　ウ　大学進学を目指す生ెの第一ࢤ校への入学実現のため、学習習׳のܗ成を支

援するとともに、上級学校見学や大学教員等による講ٛ等を実施し、学習意欲の

向上を図りました。

　　エ　医学部医学科への進学者数増加を図る取組として、医学科合格のための学力向

上スタートダッシュ講࠲を実施しました。

上৬һの資質・ྗのڭ　⑵　
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　教員としての自֮と見ࣝを高め、資質能力の向上を図り、教育課や教員等育成

指標に対応するため、教職経験に応͡た基本研修や、より実ફ的な指導力の向上を

図る課別研修を行いました。

　⑶　๛͔なਓؒ性ࣾ会性の基ૅΛ͙͘Ή༮ڭࣇҭのॆ࣮

　保༮小合同による研修会の実施等、༮ஓ園・保育所と小学校の交流や連携を促進

し、૬ޓ理解と円な接続が図られるよう努めました。

　ᾊ　๛͔な৺ɺྙཧ؍ɺൣنҙࣝなͲΛ͙͘Ήڭҭの推ਐ

　　ア　児ಐ生ెに๛かなૢやྙ理観、規ൣ意ࣝをは͙くむため、保護者や地域住民

への道ಙत業の公開、地域の体験活動への児ಐ生ెのࢀ加等の取組を進めるとと

もに、「考え、議する道ಙ」に関する報提供や、「道ಙ教育用郷土資料」等

の積ۃ的な活用の指導等に努めました。

　　イ　心๛かな੨少年を育成するため、学校と連携した体験活動の提供や、地域の੨

少年活動の指導者養成に努めるとともに、子どもಡ書関係者を対とした研修

や、「ಡ書おたよりコンクール」、「中高生Ｐ̤Ｐコンテスト」等の開催などに

より、子どものಡ書活動の推進を図りました。

　　ウ　人権に関する理解をਂめ、すべての人ʑの人権をଚ重し、ޓいの大さを認め

合うଶ度や行動力を児ಐ生ెに身に付けさせる教育を推進するため、人権教育強

調ि間における取組をは͡め、外部講師による講ԋ会や現地研修会、෭ಡ本の活

用など、児ಐ生ెへの指導や教職員研修を実施しました。

　ᾋ　݈߁でͨ͘まし͍৺Λ͙͘Ήڭҭのॆ࣮

　　ア　児ಐ生ెが生֔を通͡て健康で安全な生活をૹる基礎をഓうため、生活習׳と

関わりのਂい࣬病の予防への取組や、養護教་、ӫ養教་・学校ӫ養職員の資

質・指導力向上を図るとともに、家庭・地域と連携した保健教育及び食育の充実

に努めました。

　　イ　新型コロナウイルス感染拡大の影響で、例年実施していた小学生から高校生を

対とした体力テストや、指導力向上に係る教員研修は実施できませんでした

が、「１学校１取組運動」における好事例の介を行いました。

　　ウ　外部指導者の活用などによりत業の充実と運動部活動の活性化に取り組みまし

た。
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　ᾌ　Ոఉ地域ͱ࿈ܞしͨັྗͱྗ׆あるֶͮ͘ߍΓの推ਐ

　　ア　児ಐ生ె一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進に向けて、きめࡉかな教育

活動が図られるよう、教育課程研究会を開催しました。

　　イ　実効性の高い学校ධ価が実施されるよう、学校๚や研修会を通して各学校を

指導したほか、人材リストの活用等について報提供に努めました。

　　ウ　小学校１・２年生で32人以下、小学校３～６年生及び中学校全学年で35人以

下学級を引き続き実施しました。

　　エ　生ెのເやرをかなえる高校づくりのために、ଔ業後の進路を想定した魅力

ある学科の設置などに取り組みました。

　　オ　その道のプロフェッショナルを目指す人材を育成するため、外部講師による、

より専門的な教育や、デュアルシステム等の就業体験を推進しました。

　ᾍ　ເرΛ͔な͑るΩϟϦアڭҭの推ਐ

　児ಐ生ెのເやرをかなえるため、自分のক来を設計し、自立して生きる力を

は͙くむとともに、進路や職業、地域への理解をਂめるためのキャリア教育を推進

しました。

　ᾎ　ࣾ会のมԽに対応しͨڭҭの推ਐ（άϩʔόϧڭҭɺ̞̘̩ڭҭ）

　　ア　日本の文化に対するਂい理解を前提として、国際理解の精神、ޠ学力・コミュ

ニέーション能力等を備えたグローバル人材の育成を目指し、ӳޠ教育の充実を

図るとともに、県内大学留学生との交流事業等を行いました。

　　イ　県立学校において、ࠓ後のＩＣＴ教育の充実に向け、高速大容量の校内̡Ａ̣

やタϒレット端末、電子ࠇ൘などのＩＣＴ環境整備を進めました。

　　ウ　県内のすべての学校でＩＣＴを活用した効果的なत業が行われるよう、基本的

なࣝや活用方法に係る研修や好事例等の介によりＩＣＴ活用指導力の向上に

努めるとともに、報モラルを身につける講࠲の実施やその活用について市町村　　　

への報提供を実施しました。

２　୭͕し͘๛͔なڭҭΛड͚らΕるڥのඋ

上支ԉなֶྗ͔ࡉͱ͖Ίݮҭඅの負୲ܰڭ　⑴　

　　ア　教育の機会均等を図るため、経済的理༝により修学が困難な者に対し奨学金の
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貸与を行いました。また、意欲と能力がある者が経済的理༝によって大学におけ

る修学を断೦することがないよう、奨学金の給付を行いました。

　　イ　高校त業料の実質無償化を図る就学支援金及び低所得世帯を対とした奨学の

ための給付金を支給し、保護者等の経済的負担を軽減しました。

　⑵　地域ͱ࿈ܞしֶͨश支ԉɺՈఉڭҭ支ԉのॆ࣮

　　ア　放課後や土༵日等における学習支援活動について、実施ر市町村に財政的支

援や助ݴを行ったほか、地域と学校との連携を推進するコーディネーターの養成

を図りました。

　　イ　家庭教育支援では、小学校入学આ໌会時等にガイドϒック活用リーフレットを

配布したほか、研修等により地域で活動する家庭教育支援チームを養成しまし

た。

　⑶　イϯΫϧʔγϒڭҭγεςϜのߏங

　　ア　医療的έアが必要な児ಐ生ెがいる学校に看護師を配置するとともに、通学が

困難な児ಐ生ెに対して、家庭ຢは施設への๚教育を実施しました。

　　イ　就労促進コーディネーター等の配置や福祉及び労働関係機関等との連携構築に

より、高等部生ె一人ひとりに応͡た職業教育、就労支援の充実に努めました。

　　ウ　長岡໌ಙ高等学校、ߥ川高等学校、高田南高等学校における「通級による指

導」を支援するため、中央研修会への教員派遣等を行うとともに、高等学校にお

ける通級指導の推進検౼ҕ員会を設置し、通級指導の充実に向けた校内体制の構

築等についての検౼を行いました。

Γͮ͘ߍಐੜె͕҆શに҆৺しֶͯるֶࣇ　３

　⑴　͍͡Ίࢭのऔ

　　ア　い͡めをしない、見ಀさない、許さない意ࣝのৢ成のため、「い͡め見ಀしゼ

ロ県民運動」をల開し、「い͡め・不ొ校等対応実ફ研究」や「い͡め見ಀしゼ

ロ県民のूい」等を実施しました。

　　イ　૬ஊしやすい体制づくりと、い͡めの早期Ѳ及び適かつਝ速な対応のた

め、電、メール、̨̨̣によるい͡め૬ஊを行うとともに、い͡め対策に関す

る学校の組৫力の強化と教職員の意ࣝ改革及び指導力・対応力の向上を図るた
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め、い͡め対策総点検の実施や、「̨̨̣教育プログラム」「自殺予防教育プロ

グラム」等の作成・改గ、スクールロイϠーの活用、生ె指導対応ඇ常ۈ講師の

配置等を行いました。

　　ウ　「新潟県い͡め防止対策等に関するҕ員会」を開催し、い͡めの防止等のため

の対策を実効的に行うための調査৹議等を行いました。

　⑵　৴པ͞ΕるֶߍΛͭ͘るੜెࢦಋମ੍のॆ࣮

　　　学校、家庭、地域が一体となったい͡め・不ొ校等の解消及び未વ防止に向けた

取組を推進するとともに、児ಐ生ెのみやを学校が早期に発見し適に対応

するよう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等、૬ஊ支

援体制の充実に努めました。

Γͮ͘ڥ合͑る͖ಐੜెͱࣇ৬һ͕ڭ　⑶　

　　ア　部活動の指導に当たる教員の負担軽減を図るため、部活動指導員の派遣を実施

するなど、部活動の適正な運営を支援しました。

　　イ　教職員の健康保持増進のため、健康診断や長時間ۈ務職員への保健指導等を実

施したほか、メンタルヘルス対策として、研修や個別૬ஊ、ストレスチェック等

を実施するとともに、長期病休・休職者の職場復ؼ支援に努めました。

　　ウ　教員が一児ಐ生ెへの指導や教材研究等に注力できる体制を整備するため

に、多༷な地域人材をスクール・サポート・スタッフとして配置し、教員の業務

支援を図りました。

　ᾊ　҆શ・҆৺なͮ͘ڥΓͱڭࡂҭの推ਐ

　　ア　学校管理下における事ނ防止を図るため、学校安全・保健体育担当者会議や、

衛生管理・食物アレルギー対応に関する食育運営研修会等を実施したほか、ＡＥ

Ｄ講習会等を適に実施するよう指導しました。

　　イ　新潟県防災教育プログラムの活用を通͡て、学校における防災教育の推進に努

めるとともに、防൜や交通安全に関する取組を行いました。

　ᾋ　ֶࢪߍ設のԽ・機上

　　ア　老朽化した校舎や耐震性能を満たさない校舎等について、大規模・耐震改修工

事、改築工事を行い、安全性の確保に努めました。

　　イ　老朽校舎等について専門業者による外นଧ診検査を行い、必要な補修を行いま
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した。

　　ウ　生ెの中症対策のため、普通教ࣨへのエアコン整備を進めました。

４　ੜֶ֔び׆༂で͖るͮ͘ڥΓͱจԽのৼڵ

　⑴　ଟ༷な主ମの࿈ڠ・ܞಇによるੜֶ֔शのͮ͘ڥΓ

　　ア　新潟の地域資源を学Ϳ「新潟地域学」講࠲の開催を促進するとともに、県立図

書館による地域資料や専門図書の提供に努めました。

　　イ　「いきいき県民カレッジ」により県民の学習意欲の向上と学習機会の充実を図

るとともに、学習成果の実ફ事例を県生֔学習報提供システム「ラ・ラ・ネッ

ト」で報発信し、成果活用などの取組の強化を図りました。

　⑵　ֶびΛ͔׆しͨ๛͔な地域ࣾ会に͚ͨ支͑合͏ਓͮ͘Γ

༷ʑな研修会等により家庭教育支援の人材養成に努めたほか、生֔学習૬ஊや

「ラ・ラ・ネット」により、ひとづくりの推進を図りました。

のଅਐܞの࿈ߍ地域ࣾ会ͱֶ͚ͨある地域ͮ͘Γにྗ׆　⑶　

　　ア　地域と学校をつな͙コーディネーターの養成を図るとともに、地域連携の学校

ଆ૭口となる教員を対とした研修会を開催しました。

　　イ　市町村における地域学校協働活動の財政的な支援を通͡て地域の教育力を活か

した活動を推進しました。

　ᾊ　ࠤੈքҨ産ొの推ਐ

　　ア　佐渡金ۜ山の世քҨ産ొを目指し、佐渡市と連携した各種調査や普及啓発・

報発信のほか、佐渡市が実施する調査・整備に対する助成を行いました。

　　イ　佐渡金ۜ山世ք文化Ҩ産学術ҕ員会の指導を受けながら、推ન書案を改గし、

国に提出しました。

　ᾋ　จԽ財の保ଘ・׆用

文化財保護体制の整備充実と県民の文化財Ѫ護意ࣝの啓発を図るため、県内文化

財の計画的८視や維持・補修のための助成を行うとともに、県ຒଂ文化財センター

において発掘調査の成果や出土品を公開しました。

　ᾌ　県ຽ͕ܳज़จԽにしΉ機会のఏڙ

　　ア　༏れた芸術のؑ機会を提供するため、近代美術館において「ウィリアム・モ
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リスとӳ国のนࢴల」等、万代島美術館において「Ｔ̝Ｅドラえもんల」等のల

ཡ会を開催するとともに、両館において美術ؑ講࠲等を実施しました。

　　イ　児ಐ生ెに美術ؑの機会を提供し、ؑ力を育てるため、引き続き中学生以

下の観ཡ料を無料とするとともに、学校の要請に基づき対型ؑを実施しました。

ʤ ܯ 本 ෦ʥ

１　গ年のඇ行ࢭ・保ޢ総合対ࡦの推ਐ

　子どもの健全な育成を図るため、少年૬ஊ、֗಄補導、継続補導・支援、学校と連

携したඇ行防止教ࣨ等の広報啓発活動等を実施しました。

　更に、学校警察連བྷ協議会、スクールサポーター等を通͡て学校との連携を強化

し、い͡め事案の早期発見等に努めるなど、い͡めから子どもをकる活動を推進しま

した。

２　交通҆શࢪ設උの推ਐ

　交通事ނの止を図るとともに、安全でշ適な道路交通環境づくりを推進するた

め、交通信号機、道路標ࣝ等を計画的に更新・整備しました。

　　○補助事業

　　　・管制センター装置の整備

　　　・信号機の高度化改良・更新（系統化40基、改良40基）

　　　・信号機の౮器改良（̡ＥＤ化車౮85式、า౮45式）

　　　・道路標示の整備（ԣ断า道66.5ᶳ、実線標示110.5ᶳ）

　　　・道路標ࣝの整備（路ଆ式297本、大型標ࣝ６本）

　　○県単事業

　　　・信号機の高度化改良・更新（系統化６基、改良３基）

　　　・信号機の౮器改良（̡ＥＤ化車౮34౮、า౮66౮）

　　　・交通信号機の新設（定प期式15基）

　　　・道路標示の整備（ԣ断า道110.4ᶳ、実線標示49.1ᶳ、図示標示34.7ᶳ）

　　　・道路標ࣝの整備（路ଆ式2,193本、大型標ࣝ101本）
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３　交通҆શ対ࡦの推ਐ

　県内の交通事ނによる全ࢮ者のうち、65歳以上の高齢者が17年連続して過半数を

占めていることを౿まえ、高齢者のඃ害事ނ・加害事ނを減少させるため、高齢者家

庭๚指導や、ドライバーに対する高齢者保護意ࣝのৢ成のほか、新たな生活༷式に

対応する交通安全教育手法（公式:PVUVCF、ツイッター）を活用した広報などを推進

するとともに、交通事ނ分ੳ結果に基づいた交通安全教育を実施しました。

　そのほか、全࠲੮シートベルト着用及びチャイルドシート使用のపఈ、自転車利用

者に対するルールのपを図るための交通安全教育や広報啓発活動などについても推

進しました。

　また、県事による交通ࢮ事ނ多発警報が発令された際には、県下一੪の交通ࢮ

事ނシャットアウト緊急対策を実施することとしていますが、令和２年中の発令は

ありませんでした。

　　・高齢者ඃ害・加害事ނ防止対策の推進

　　・交通事ނ分ੳと効果的な交通安全教育の実施

　　・༮児・児ಐの交通事ނ防止対策の推進

　　・飲酒運転の危険性や交通事ނ実ଶ等をपするための交通安全教育の推進

　　・全࠲੮シートベルト着用及びチャイルドシート使用のపఈ対策の推進

　　・ԣ断า道におけるา行者༏先をపఈするための交通安全教育の推進

　　・自転車利用者に対するルールのपを図るための交通安全教育等の推進

　　・高速道路利用者に対する交通安全教育の推進

　　・交通ࢮ事ނシャットアウト緊急対策の実施

　　・า行環境シミュレータ等を活用したࢀ加・体験型の交通安全教育の推進

　　・あおり運転やѱ質、危険な運転をさせないための安全広報の実施

　　・า行者事ނを止するための「オレンジカード」による交通安全指導を実施

ʤ総務ཧ෦ʥ

ڵҭのৼڭֶࢲ　１

立学校が本県の教育に果たしている割の重要性を౿まえ、教育件の維持向ࢲ
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上、保護者負担の軽減及び学校経営の安定を図るため、ࢲ立高等学校、中学校、༮ஓ

園等及び専修学校に対し補助を行いました。

立高等学校に対する経常費助成を行うとともに、施設の整備に対して補助を行ࢲ　⑴　

いました。

　⑵　高等学校等就学支援金により、ࢲ立高校生等がいる世帯の学費負担の軽減を図る

とともに、学費軽減事業補助金により低所得世帯の生ెの学費を軽減する学校法人

に対し補助を行いました。また、त業料以外の教育費負担の軽減を図るため、低所

得世帯に対し、奨学のための給付金を支給しました。

。立高等学校が行う魅力向上に向けた༏れた取組に対して補助を行いましたࢲ　⑶　

。立中学校に対する経常費助成を行いましたࢲ　⑷　

立༮ஓ園等に対する経常費助成を行いました。また、༬かり保育や子育て支援ࢲ　⑸　

を行うࢲ立༮ஓ園等に対し、その経費の一部を補助するとともに、障害のある༮児

が就園するࢲ立༮ஓ園等に対し、特別支援教育を行うため必要な経費の一部につい

て補助を行いました。

　ᾌ　ࢲ立専修学校に対する経常費助成を行いました。また、経済的理༝により修学が

困難なࢲ立専修学校生に対し、経済的負担の軽減を図るため、補助を行いました。

　ᾍ　ࢲ立高等学校、中学校及び༮ஓ園等における新型コロナウイルス感染症対策の取

組に対して補助を行いました。

２　高ڭҭ機関のॆ࣮

　⑴　県ཱେֶ支ԉ事業

公立大学法人新潟県立大学に対し、大学の運営に必要な経費を交付するとともに

大学の運営が適に行われるよう支援しました。また、新３号館の整備に対し支援

しました。

　⑵　県ཱޢେֶ支ԉ事業

公立大学法人新潟県立看護大学に対し、大学の運営に必要な経費を交付するとと

もに大学の運営が適に行われるよう支援しました。

　⑶　େֶັྗͮ͘Γ支ԉ事業

県内大学等の更なる魅力向上を図るため、特৭ある教育プログラムの開発やグ
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ローバル人材の育成、大学が合同で行う取組等を支援しました。

　ᾊ　県内େֶੜの県内定ணଅਐ支ԉ事業

県内大学生等のଔ業後の県内定着を促進するため、新潟の産業と企業をるため

の講࠲の実施や大学と企業との協働した取組を支援したほか、県内企業へのイン

ターンシップ推進を図りました。

　ᾋ　େֶ新設支ԉ事業補ॿ金

　　　県内高等教育機関の充実を図るため、大学新設に係る施設・設備の整備に対し、

支援を行いました。

３　公ࢪڞ設の҆શの֬保

未利用財産の処分目標を設定・公表するとともに、不動産業者等への๚により得

られた見を取組にөするなどにより、未利用財産の売却を推進しました。

また、廃止済みの庁舎の解体ఫڈを行いました。

４　県行改ֵの推ਐ

られた資源の中で質の高い行政サービスを提供できるよう、「行政システム改ݶ　

革」と「地方分権改革」の２本பで行政改革の推進を図りました。

　⑴　行γεςϜ改ֵの推ਐ

　　　؆素で効率的な行政体制の構築に向けた組৫機構改革や業務の抜本的な見直し、

民間との連携等を推進するための۩体的な取組を実施しました。

　⑵　地ํ分権改ֵの推ਐ

　　　地方分権改革推進のため、県から市町村への事務・権ݶの移譲、国に対する制度

見直し・事務改善の提案等を実施しました。
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第３　令和３年度補正予算（上半期）の状況

１　一般会計補正予算

　⑴　概　　　　　要

　令和３年度当初予算の歳入歳出総額は、１兆4,073億5,000万円でしたが、４月28日に、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応として、ワクチンの接種体制の整備や飲

食店従業員向けＰＣＲ検査体制の整備、営業時間の短縮要請に必要な経費に加えて、国

の予備費使用の決定を受けた対策など、感染拡大防止と社会経済活動の維持の両立に向

けた緊急に必要な経費について、総額103億6,299万円の専決を行いました。

　６月議会においては、大規模ワクチン接種会場の設置、ＰＣＲ検査体制の強化、飲食

店の感染症予防対策に係る認証制度及び営業時間短縮要請並びに宿泊事業者の感染症予

防対策への支援に必要な経費などについて、総額149億8,392万円の補正を行いました。

　９月議会においては、重症、中等症患者の受入医療機関への支援や市町村が行うＰＣ

Ｒ検査等に対する支援、営業時間の短縮要請、生活困窮世帯や文化活動への支援に必要

な経費、また、首都圏からの企業等の進出・創業支援、脱炭素先行地域に向けた調査、

産業ＤＸの推進などウィズ・コロナ、ポスト・コロナ社会に向けた取組を拡充するため

に必要な経費について、総額233億6,147万円の補正を行いました。

　これにより、上半期の予算現計は１兆4,560億5,838万円となり、前年度上半期の予算

現計（１兆4,842億6,405万円）と比較すると、282億567万円の減となり、1.9パーセン

ト下回っています。

第１表　令和３年度予算の推移
（単位：千円）

区　　　分 予算額
左のうち特定財源

一般財源
国庫支出金 県　　　債 そ　の　他

当 初 1,407,350,000 159,872,964 249,939,000 280,429,633 717,108,403

４ 月 2 8 日 専 決 10,362,988 10,326,243 36,745

６ 月 補 正 14,983,917 12,757,164 579,000 1,277,582 370,171

９ 月 補 正 23,361,477 16,853,983 232,000 6,027,605 247,889

計 1,456,058,382 199,810,354 250,750,000 287,734,820 717,763,208
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○４月専決予算の主な内容

ワクチン接種体制確保事業	 16,293万円

飲食店従業員等ＰＣＲ検査実施事業	 7,349万円

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業	 382,800万円

県内観光需要喚起緊急対策事業	 449,756万円

生活福祉資金貸付事業補助金	 176,000万円

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金	 4,101万円

○６月補正予算の主な内容

新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ等検査事業	 48,952万円

ＰＣＲ検査重点実施事業	 26,378万円

新型コロナウイルスワクチン個別接種促進事業	 162,547万円

ワクチン接種会場への医療従事者派遣事業	 8,322万円

新型コロナウイルスワクチン大規模接種会場設置事業	 360,122万円

新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制整備事業（設備）	 60,651万円

新型コロナウイルス感染症等外国人患者受入れ体制確保事業	 8,151万円

看護・介護・保育人材確保支援事業	 6,150万円

飲食店における新型コロナウイルス感染症対策認証事業	 19,875万円

感染症対策認証店舗設備導入支援事業	 134,824万円

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業	 98,700万円

「消費喚起・需要拡大プロジェクト」応援事業	 45,061万円

宿泊事業者感染防止対策支援事業	 347,040万円

女性のつながりサポート事業	 1,500万円

美術館・博物館等支援事業	 3,790万円

新潟県文化祭２０２１ステージ提供事業	 2,200万円

生活困窮者自立支援金	 8,095万円

地域ＩＣＴ推進事業	 200万円

緊急消雪促進対策補助金	 526万円

○９月補正予算の主な内容

避難所における感染防止対策費	 4,258万円
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新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関体制強化事業	 115,010万円

ＰＣＲ検査等重点実施事業	 4,622万円

ＰＣＲ検査等重点実施補助事業	 17,520万円

地域外来・検査センター設置事業	 18,116万円

新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ等検査事業	 11,002万円

新型コロナウイルス感染症宿泊療養体制整備事業	 58,584万円

ワクチン接種体制確保事業	 8,546万円

ワクチン接種会場への医療従事者派遣事業	 804万円

新型コロナウイルスワクチン職域接種促進支援事業	 17,020万円

高齢者福祉施設整備事業補助金	 2,612万円

感染管理認定看護師教育課程開講事業	 1,868万円

看護師等学校養成所実習指導体制整備事業	 530万円

県内看護師等学校養成所就学促進事業	 200万円

障害福祉人材確保支援事業	 1,257万円

県立学校における感染防止対策	 92,004万円

高等学校等修学旅行キャンセル料支援事業	 15,110万円

広報活動費	 4,174万円

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業	 581,600万円

専門家派遣事業	 3,777万円

ＥＣ戦略支援事業	 1,533万円

「消費喚起・需要拡大プロジェクト」応援事業	 45,139万円

地場産業人材育成・技能伝承支援事業	 2,500万円

ポスト・コロナを見据えた新潟清酒国内外プロモーション事業	 1,614万円

冬季観光活性化緊急対策事業	 54,036万円

スキー場における感染防止対策支援事業	 18,150万円

誘客・滞在促進観光コンテンツ造成緊急支援事業	 9,350万円

新潟米需要拡大緊急支援事業	 5,379万円

県産園芸品目等需要拡大緊急対策事業	 4,147万円

肥育素牛導入緊急支援事業	 3,255万円
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県産水産物家庭消費拡大事業	 457万円

にいがたの地魚消費応援キャンペーン事業	 455万円

ウッドショック県産材供給対策事業	 2,872万円

粟島航路事業継続支援事業	 20,000万円

タクシー事業継続支援金	 14,580万円

県内高速バス運行継続支援事業	 8,687万円

新潟空港ターミナルビル運営継続支援事業	 7,000万円

新潟県文化祭2021開催費	 206万円

文化芸術イベント等開催支援事業	 2,800万円

生活福祉資金貸付事業補助金	 26,000万円

新潟県における自殺対策強化戦略事業	 356万円

子どもの居場所づくり事業	 876万円

学用品リユース支援事業	 480万円

ひとり親雇用環境促進事業	 254万円

にいがた・スタートアップ・アクセラレータープログラム事業	 1,150万円

高等教育機関によるサテライトオフィス等整備事業	 11,456万円

ＩＴ企業立地イニシャルコストゼロ！キャンペーン事業	 8,623万円

介護人材育成訓練事業	 1,101万円

子育て世帯移住促進事業	 450万円

教育体験旅行等受入継続支援事業	 3,450万円

農業法人等応援人材確保支援モデル事業	 820万円

分散型社会に対応した県外若者向け広報戦略事業	 5,000万円

地域おこし協力隊員確保事業	 700万円

脱炭素先行地域づくり推進事業	 3,200万円

脱炭素普及啓発事業	 332万円

離島における電気自動車等導入促進事業	 1,885万円

農業カーボンニュートラル研究基礎調査事業	 1,262万円

リモート技術を活用した海藻養殖試験事業	 242万円

広葉樹林資源活用調査事業	 4,000万円
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新たな森林地域発掘事業	 720万円

「にいがたの森林」魅力発信事業	 550万円

脱炭素社会実現に向けた計画策定事業	 1,500万円

デジタルものづくり研究開発支援事業	 4,833万円

企業内部管理ＤＸ実証事業	 2,702万円

５Ｇソリューション開発促進事業	 8,121万円

次世代への園芸教育環境整備事業	 4,242万円

遠隔臨場環境整備事業	 3,918万円

行政・議会におけるデジタル改革の推進事業費	 35,459万円

モバイルワーク環境整備費	 99,351万円

マイナンバーカード利活用促進事業	 372万円

マイナンバーカード普及促進強化事業	 2,967万円

キャッシュレス決済導入事業費	 2,100万円

病床機能再編支援事業	 11,400万円

医学部受験者確保対策事業	 240万円

イノベーター育成臨床研修コース構築事業	 317万円

即時避難区域等における安定ヨウ素剤配布・服用体制整備事業	 1,863万円

県央基幹病院指定管理者運営準備交付金	 4,880万円

スタートアップ・アイデア活用プロジェクト	 800万円

ふるさと新潟交流促進事業	 8,218万円

新潟県立大学大学院設置準備事業	 324万円
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　⑵　歳　　　　　入

　歳入予算の補正状況は、第２表のとおりです。

第２表　令和３年度歳入予算補正状況
（単位：千円・％）

区　　　　　分
令和２年度 令　和　３　年　度

９月現計 構成比 当初 ４月専決 ６月補正 ９月補正 ９月現計 構成比

県 税 264,585,000 17.8 252,392,000 252,392,000 17.3
地方消費税清算金 106,227,000 7.2 103,359,000 103,359,000 7.1
地 方 譲 与 税 44,159,000 3.0 28,360,000 28,360,000 2.0
地方特例交付金 1,128,000 0.1 1,227,000 1,227,000 0.1
地 方 交 付 税 241,200,000 16.2 252,500,000 252,500,000 17.3
交通安全対策特別交付金 434,000 0.0 419,000 419,000 0.0
分担金及び負担金 4,710,026 0.3 3,117,976 △ 16,884 3,101,092 0.2
使用料及び手数料 15,118,566 1.0 14,616,500 4,105 14,620,605 1.0
国 庫 支 出 金 216,074,186 14.6 159,872,964 10,326,243 12,757,164 16,853,983 199,810,354 13.7
財 産 収 入 4,583,198 0.3 3,817,414 171,518 3,988,932 0.3
寄 附 金 828,499 0.1 394,145 2,000 97,251 493,396 0.0
繰 入 金 24,114,369 1.6 17,689,865 36,745 300,000 298,366 18,324,976 1.3
諸 収 入 296,229,183 20.0 319,485,136 1,345,753 289,969 321,120,858 22.1
県 債 264,432,000 17.8 249,939,000 579,000 232,000 250,750,000 17.2

繰 越 金 441,022 0.0 160,000 5,431,169 5,591,169 0.4

計 1,484,264,049 100 1,407,350,000 10,362,988 14,983,917 23,361,477 1,456,058,382 100
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　また、主要一般財源である県税と地方交付税の状況は、次のとおりです。

　ア　県　税

　県税の予算現計及び９月末の収入実績は、第３表のとおりです。

　９月末収入実績を前年同期と比較すると、法人事業税については、景気の持ち直しに

伴う企業収益の改善により前年同期を上回っており、また、地方消費税については、税

率引上げの影響や、輸入実績の増加により前年同期を上回っています。県税全体では対

前年同期比3.7％増となっています。なお、地方消費税清算後の収入額を含んだ実質収

入額の対前年比較では、4.9％増となっています。

第３表　県　税　の　状　況
（単位：千円・％）

区　　　分
令和３年度
現　　計
（Ａ）

令和２年度
決　　算

(Ｂ)

９月末収入実績
令和３年度

(Ｃ)
令和２年度

(Ｄ)
前年比

(C)/(D)
個 人 県 民 税 58,275,000 59,496,440 21,178,087 21,301,603 99.4
法 人 県 民 税 4,708,000 6,805,828 3,256,815 4,449,818 73.2
県 民 税 利 子 割 378,000 395,219 178,103 203,846 87.4
個 人 事 業 税 1,824,000 2,265,897 1,149,013 1,118,021 102.8
法 人 事 業 税 50,023,000 55,504,780 32,197,676 28,874,806 111.5
地方消費税譲渡割 58,727,000 54,368,932 28,250,445 25,969,928 108.8
地方消費税貨物割 11,475,000 11,510,109 7,188,121 6,609,825 108.7
不 動 産 取 得 税 4,114,000 4,748,639 2,587,065 2,386,427 108.4
県 た ば こ 税 2,241,000 2,224,626 1,180,005 1,105,958 106.7
ゴルフ場利用税 436,000 460,081 263,767 228,055 115.7
軽 油 引 取 税 22,625,000 22,749,860 7,932,324 7,826,626 101.4
自動車税環境性能割 1,590,000 1,472,595 584,673 556,293 105.1
自動車税種別割 31,060,000 31,222,405 30,756,263 31,114,239 98.8
鉱 区 税 28,000 32,827 31,646 32,937 96.1
固 定 資 産 税 0 0 0 0 -
狩 猟 税 11,000 11,546 0 0 -
核 燃 料 税 4,713,000 4,712,634 2,356,317 2,356,317 100.0
産 業 廃 棄 物 税 163,000 162,728 75,756 81,745 92.7
旧 法 に よ る 税 1,000 0 0 0 -

計 252,392,000 258,145,146 139,166,076 134,216,444 103.7

※　自動車税種別割は、自動車税（～Ｒ元. 9）を含んだ額となっています。
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　イ　地方交付税

　令和３年度の普通交付税の当初決定額は、第４表のとおりです。特別交付税について

は、12月と３月に決定され交付されることになっています（震災復興特別交付税を除

く）。

　令和３年度の普通交付税の算定に当たっては、地域デジタル社会推進事業費の創設等

による増があったものの、公債費等の減により、基準財政需要額は3.6パーセントの減

となりました。

　また、基準財政収入額は、新型コロナウイルス感染症の影響による法人事業税の減等

により、12.3パーセントの減となりました。

第４表　令和３年度普通交付税決定額
（単位：千円）

区　　分 基準財政
需 要 額

基準財政
収 入 額

交付基準額
（差引） 調整額 交付額

令和２年度（最終） 459,779,500 219,153,286 240,626,214 234,895 240,391,319
令和３年度（当初） 443,080,680 192,155,636 250,925,044 305,566 250,619,478

差　引 △ 16,698,820 △ 26,997,650 10,298,830 70,671 10,228,159

　この結果、交付額ベースでは前年度に比較して4.3パーセント、102億2,816万円の増

となり、全国平均伸び率（道府県分）を0.8ポイント下回りました。

　各道府県の交付状況は、第５表のとおりです。

第５表　令和３年度普通交付税交付額道府県比較（第10位まで）
（単位：百万円）

順位 道府県 交付額 順位 道府県 交付額 順位 道府県 交付額
1 北 海 道 628,652 5 鹿 児 島 279,582 9 熊 本 221,891
2 兵 庫 321,773 6 新 潟 250,619 10 沖 縄 221,859
3 大 阪 292,585 7 埼 玉 227,987
4 福　　 岡 285,471 8 長 崎 226,953
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　⑶　歳　　　　　出

　　歳出予算の補正状況は、第６表及び第７表のとおりです。

第６表　款別（目的別）歳出予算補正状況
（単位：千円・％）

区　　分 当　　初 ４月専決 ６月補正 ９月補正 現　　計 現計の
構成比

議 会 費 1,304,716 30,887 1,335,603 0.1
総 務 費 27,708,107 2,000 2,632,122 30,342,229 2.1
県民生活・環境費 8,023,874 74,901 158,797 8,257,572 0.6
福 祉 保 健 費 191,103,049 2,037,433 7,095,853 3,413,393 203,649,728 14.0
労 働 費 2,810,423 28,974 2,839,397 0.2
産 業 費 313,308,240 8,325,555 6,256,243 8,382,935 336,272,973 23.1
農林水産業費 64,958,519 1,356,206 533,448 66,848,173 4.6
土 木 費 134,310,583 1,172,675 135,483,258 9.3
警 察 費 50,127,089 80,359 50,207,448 3.4
教 育 費 169,675,195 1,223,186 170,898,381 11.7
災 害 復 旧 費 7,743,086 198,714 4,701 7,946,501 0.5
県 債 費 283,694,086 283,694,086 19.5
諸 支 出 金 152,283,033 5,700,000 157,983,033 10.9
予 備 費 300,000 300,000 0.0

計 1,407,350,000 10,362,988 14,983,917 23,361,477 1,456,058,382 100

第７表　性質別歳出予算補正状況
（単位：千円・％）

区　　分 当　　初 ４月専決 ６月補正 ９月補正 現　　計 現計の
構成比

１　消費的経費 629,368,955 10,362,988 13,434,261 21,700,199 674,866,403 46.3
⑴ 人 件 費 232,568,273 1,319 2,000 12,973 232,584,565 16.0
⑵ 物 件 費 33,575,689 236,960 4,734,305 4,701,616 43,248,570 3.0
⑶ 維持補修費 20,687,600 395,718 21,083,318 1.4
⑷ 扶 助 費 8,010,130 36,700 8,046,830 0.5
⑸ 補 助 費 等 334,527,263 10,088,009 8,697,956 16,589,892 369,903,120 25.4
２　投資的経費 152,534,047 1,549,656 1,411,963 155,495,666 10.7
⑴ 普通建設事業費 145,117,254 1,350,942 1,407,262 147,875,458 10.2
⑵ 災害復旧事業費 7,416,793 198,714 4,701 7,620,208 0.5
⑶ 失業対策事業費
３ 公 債 費 283,139,058 283,139,058 19.4
４ 積 立 金 3,697,016 120,879 3,817,895 0.3
５　金融的経費 292,619,885 292,619,885 20.1
６ 繰 出 金 45,691,039 128,436 45,819,475 3.2
７ 予 備 費 300,000 300,000 0.0

計 1,407,350,000 10,362,988 14,983,917 23,361,477 1,456,058,382 100
（注）公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。
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２　特別会計補正予算

　特別会計の補正状況は、第８表のとおりです。

第８表　特別会計予算の補正状況
（単位：千円）

区　　　　分 当　　初 ６月補正 ９月補正 現　　計

県 債 管 理 195,764,848 195,764,848
地 域 づ く り 資 金 貸 付 事 業 364,317 364,317
災 害 救 助 事 業 327,679 42,575 370,254
国 民 健 康 保 険 事 業 191,651,079 191,651,079
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 348,777 348,777
心身障害児・者総合施設事業 7,885 7,885
中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業 800,568 800,568
林 業 振 興 資 金 貸 付 事 業 192,292 192,292
沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業 60,853 60,853
県 有 林 事 業 160,342 160,342
用 地 先 行 取 得 事 業 305,069 305,069
都 市 開 発 資 金 事 業 567,059 567,059
港 湾 整 備 事 業 2,318,012 160,532 2,478,544

計 392,868,780 203,107 393,071,887
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第４　令和３年度予算の執行状況（上半期）

１　収支の状況

　令和３年度上半期の予算に対する収支の状況は、次表のとおりです。

　一般会計については、予算現計に対する収入割合は34.9％、支出割合は38.5％となっ

ています。

　特別会計では、13特別会計で収入割合が37.7％、支出割合が34.0％となっています。

第１表　令和３年度一般会計予算執行状況（令和３年９月30日現在）
（歳　　　入） （単位：千円・％）

款　　別
予　算　現　額

収入済額
(B)

収入割合
(B)―(A)×100予 算 額 繰 越 額 計 (A)

県 税 252,392,000 0 252,392,000 139,166,076 55.1
地方消費税清算金 103,359,000 0 103,359,000 58,153,563 56.3
地 方 譲 与 税 28,360,000 0 28,360,000 11,848,299 41.8
地 方 特 例 交 付 金 1,227,000 0 1,227,000 1,189,493 96.9
地 方 交 付 税 252,500,000 0 252,500,000 188,487,985 74.6
交通安全対策特別交付金 419,000 0 419,000 219,620 52.4
分担金及び負担金 3,101,092 3,004,778 6,105,870 9,588 0.2
使用料及び手数料 14,620,605 0 14,620,605 6,484,242 44.4
国 庫 支 出 金 199,810,354 60,477,674 260,288,028 46,196,260 17.7
財 産 収 入 3,988,932 0 3,988,932 1,037,842 26.0
寄 附 金 493,396 0 493,396 92,845 18.8
繰 入 金 18,324,976 629,551 18,954,527 274,801 1.4
諸 収 入 321,120,858 1,070,990 322,191,848 3,085,095 1.0
県 債 250,750,000 41,036,000 291,786,000 74,013,000 25.4
繰 越 金 5,591,169 5,538,452 11,129,621 16,848,502 151.4

計 1,456,058,382 111,757,445 1,567,815,827 547,107,211 34.9 
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（歳　　　出） （単位：千円・％）

款　　別
予　算　現　額

支出済額
(B)

支出割合
(B)―(A)×100予 算 額 繰 越 額 計 (A)

議 会 費 1,335,603 0 1,335,603 642,106 48.1
総 務 費 30,348,129 2,001,854 32,349,983 10,127,973 31.3
県民生活・環境費 8,257,572 2,540,964 10,798,536 2,984,738 27.6
福 祉 保 健 費 203,649,798 1,811,551 205,461,349 59,817,188 29.1
労 働 費 2,839,397 29,155 2,868,552 791,460 27.6
産 業 費 336,272,973 8,228,074 344,501,047 160,685,401 46.6
農 林 水 産 業 費 66,848,940 36,057,167 102,906,107 27,713,922 26.9
土 木 費 135,483,870 49,067,920 184,551,790 45,730,616 24.8
警 察 費 50,214,089 425,853 50,639,942 22,494,195 44.4
教 育 費 170,898,938 6,988,142 177,887,080 72,903,082 41.0
災 害 復 旧 費 7,946,501 4,606,765 12,553,266 1,861,488 14.8
県 債 費 283,694,086 0 283,694,086 111,300,572 39.2
諸 支 出 金 157,983,033 0 157,983,033 86,929,627 55.0
予 備 費 285,453 0 285,453 0 0.0

計 1,456,058,382 111,757,445 1,567,815,827 603,982,368 38.5 
(注）予算額は、予備費充用後である。

第２表　令和３年度特別会計予算執行状況（令和３年９月30日現在）

（単位：千円・％）

会　計　名 歳入(歳出)
予算現額(A)

収入済額
(B)

収入割合
(B)―(A)×100

支出済額
(C)

支出割合
(C)―(A)×100

地域づくり資金貸付事業 364,317 2,405,211 660.2 1,525 0.4
災 害 救 助 事 業 492,728 137,559 27.9 174,403 35.4
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 348,777 312,624 89.6 86,951 24.9
心身障害児・者総合施設事業 7,885 4 0.1 4 0.1
中小企業支援資金貸付事業 800,568 460,835 57.6 53,733 6.7
林 業 振 興 資 金 貸 付 事 業 192,292 587,939 305.8 57,000 29.6
沿岸漁業改善資金貸付事業 60,853 330,661 543.4 0 0.0
県 有 林 事 業 176,644 105,357 59.6 6,109 3.5
港 湾 整 備 事 業 2,655,114 1,145,318 43.1 1,156,625 43.6
都 市 開 発 資 金 事 業 567,059 0 0.0 786 0.1
県 債 管 理 195,764,848 50,179,663 25.6 52,411,510 26.8
国 民 健 康 保 険 事 業 191,651,079 92,461,703 48.2 79,486,874 41.5
用 地 先 行 取 得 事 業 305,069 305,068 100 305,000 100

計 393,387,233 148,431,942 37.7 133,740,520 34.0 
(注）予算現額には、令和２年度からの繰越を含む。
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２　一時借入金の状況

　一時借入金は、支払い資金の不足を一時的に賄うために借り入れる資金で、令和３年

４月１日から令和３年９月30日までの状況は、次表のとおりです。

第３表　令和３年度一時借入金の状況（上半期）
（単位：日・千円）

月　　　　別 借入日数 一日平均借入額 最　高　値

令和３年　４月 1 2,305,061 69,151,821

　　　　　５月 24 32,225,340 71,803,543

　　　　　６月 28 29,144,612 60,327,996

　　　　　７月 31 65,889,894 79,331,241

　　　　　８月 31 74,330,034 83,461,836

　　　　　９月 29 14,374,452 71,526,991

上　　　　期 144 36,724,191 83,461,836

(注）１　一時借入金の議決最高額は2,500億円。
(注）２　一日平均借入額とは、その月の借入額の合計をその月の全日数で割ったものです。	
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３　基金の状況

　９月30日現在の基金の現在高は次のとおりです｡

第４表　基 金 の 現 在 高
 (令和３年９月末現在高) 				 		　　　　　（単位：千円）

基　　金　　名 令和２年度末
現　在　高

令和３年度増減 令和３年9月末
現　在　高積					立 取					崩

財 政 調 整 基 金 (38,080,402) (2,621) (5,811,286) (32,271,737)
32,269,116 2,621 0 32,271,737

県 債 管 理 基 金 (212,716,377) (6,575,433) (23,165,644) (196,126,166)
212,041,364 1,750,446 17,665,644 196,126,166

土 地 基 金 (1,388,055) (4) (0) (1,388,059)
1,388,055 4 0 1,388,059

災 害 救 助 基 金 (1,330,527) (450,814) (469,913) (1,311,428)
1,311,390 38 0 1,311,428

産 業 振 興 基 金 (2,212,834) (57) (457,607) (1,755,284)
1,755,227 57 0 1,755,284

産 業 振 興 貸 付 基 金 (545,047) (19,814) (19,805) (545,056)
545,047 19,814 19,805 545,056

心身障害児・者総合施設基金 (442,707) (0) (9,548) (433,159)
433,159 0 0 433,159

地 域 環 境 保 全 基 金 (356,154) (4) (21,698) (334,460)
334,456 4 0 334,460

地 域 振 興 基 金 (569,291) (2,006) (207,375) (363,922)
363,916 6 0 363,922

ふ る さ と 保 全 基 金 (1,711,728) (0) (25,771) (1,685,957)
1,685,957 0 0 1,685,957

介護保険財政安定化基金 (5,892,826) (147) (0) (5,892,973)
5,892,826 147 0 5,892,973

森林整備地域活動支援基金 (87,091) (1) (8,569) (78,523)
78,523 0 0 78,523

産 業 廃 棄 物 税 基 金 (1,236,880) (75,788) (155,019) (1,157,649)
1,081,881 75,768 0 1,157,649

高等学校等奨学金貸与基金 (1,163,828) (76,211) (42,843) (1,197,196)
1,189,174 34,230 26,208 1,197,196

後 期 高 齢 者 医 療 (3,141,834) (32) (0) (3,141,866)
財 政 安 定 化 基 金 3,141,834 32 0 3,141,866
消費者行政活性化基金 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0
安 心 こ ど も 基 金 (1,269,952) (32) (90,207) (1,179,777)

1,179,745 32 0 1,179,777
農業構造改革支援基金 (415,276) (4) (131,431) (283,849)

283,845 4 0 283,849
競技力向上・選手育成基金 (37,917) (0) (20,000) (17,917)

17,917 0 0 17,917
地域医療介護総合確保基金 (11,896,287) (29,736) (2,603,910) (9,322,113)

9,321,853 260 0 9,322,113
災 害 対 応 基 金 (451,425) (5) (0) (451,430)

451,425 5 0 451,430
国民健康保険財政安定化基金 (4,339,749) (109) (0) (4,339,858)

4,339,749 109 0 4,339,858
給 付 型 奨 学 金 基 金 (1,030,895) (26) (11,820) (1,019,101)

1,025,615 26 6,540 1,019,101
再生可能・次世代エネルギー (603,476) (6) (25,610) (577,872)
基 金 577,866 6 0 577,872
森 林 環 境 譲 与 税 基 金 (64,890) (53,172) (82,822) (35,240)

35,239 1 0 35,240
小児医療機能強化基金 (340,022) (3) (0) (340,025)

340,022 3 0 340,025
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新型コロナウイルス感染症対策等 (311,008) (8,168) (319,173) (3)
応 援 基 金 0 3 0 3
ホストタウン等新型コロナ (218,830) (2) (218,832) (0)
ウイルス感染症対策基金 218,830 2 218,832 0

合計 (291,855,308) (7,294,195) (33,898,883) (265,250,620)
281,304,031 1,883,618 17,937,029 265,250,620

(注）１　土地基金には土地を含む。
２　災害救助基金には、備蓄品を含む。

　 　３　産業振興貸付基金には貸付金（債権）を含む。
　　　４　令和２年度末現在高欄の（　）書きは、令和３年３月31日現在の金額である｡

５　令和３年度増減欄の（　）書きには、令和２年度予算計上の新規積立金（運用益以外のもの）及び取崩
額をも含む。

　　　６　表示未満単位を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

　主な基金の状況としては、まず、財政調整基金は、令和２年度末現在高が322億

6,912万円でしたが、基金運用益262万円を積立てた結果、９月末現在高は322億7,174

万円となりました。

　県債管理基金は、令和２年度末現在高が2,120億4,136万円でしたが、新規積立15億

8,320万円や基金運用益１億5,361万円などを合わせて、17億5,045万円の積立てを行っ

た一方、176億6,564万円を取崩しました。この結果９月末現在高は、1,961億2,617万円

となりました。
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４　投資事業の執行状況

　令和３年度における投資事業の予算執行状況は、次表のとおりです。

第５表　令和３年度投資事業の予算執行状況（第２・四半期）（普通会計）
（単位：百万円・％）

区　　　分 予算計上額 契約済額 支出済額 契　約　率 支　払　率

補　助　事　業 154,151 104,635 36,584 67.9 23.7

単　独　事　業 50,930 33,845 10,559 66.5 20.7

合　　　計 205,081 138,480 47,143 67.5 23.0

　注１　投資的経費のうち、失業対策事業費、現年災害復旧事業費、同級団体負担事業負担金、
　　　市町村に対する補助金、事務費を除く。
　　２　令和２年度からの繰越分を含む｡
　　３　支払率は予算計上額に対する支出済額の割合である。

　令和３年度上半期における公共事業等の執行については、冬季期間の積雪などの地域

特性を考慮して事業を施行しました。その結果、９月末の執行実績は契約率が64.6パー

セント（工事請負費ベースでは65.4パーセント）となりました（全会計）。
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第５　公有財産の状況

　公有財産の内容は多岐にわたっていますが、令和３年３月31日現在の県有財産の状

況は、次のとおりです。

　財産総額は3,539億992万円で令和２年３月31日現在（3,559億952万円）と比較して

19億9,960万円、0.5パーセントの減となっています。

　主な減少は、建物で８億1,778万円の減となっています。

第１表　総　　　括　　　表
（令和３年３月31日現在）

区　　　　　分 単
位

行 政 財 産 普 通 財 産 合　　　計 増　　　減

数　量 価　格 数　量 価　格 数　量 価　格 数　量 価　格
千円 千円 千円 千円

土 地 ㎡ 13,581,220.81 89,545,913 31,767,599.79 12,391,770 45,348,820.60 101,937,683 △ 44,758.40 △ 489,965
建 物 ㎡ 2,668,951.32 150,670,024 174,842.63 9,007,176 2,843,793.95 159,677,200 △ 31,603.56 △ 817,788
山林(立木材積) ㎥ 43,538.29 98,415 1,323,389.00 2,009,103 1,366,927.29 2,107,518 △ 1,668.46 △ 2,237
工 作 物 件 7,991 34,562,116 632 966,819 8,623 35,528,935 △ 22 241,966
立 木 竹 本 7,253 266,123 249 3,786 7,502 269,909 △ 471 △ 2,561
船 舶 隻 2 2,428,673 2 2,428,673
航 空 機 機 1 2,088,702 1 2,088,702
地 上 権 ㎡ 26,904,787.00 26,904,787.00 △ 272,199.85
鉱 業 権 ㎡ 2,373,700.00 2,373,700.00
特 許 権 件 51 51 △ 3
実用新案権 件
意 匠 権 件 2 2
著 作 権 件 27 3 30
商 標 権 件 13 14 27 △ 1
育成者権 件 60 60 1
有価証券 19,489,561 19,489,561 △ 11,375
出資による権利 30,381,743 30,381,743 △ 917,641
合 計 279,659,966 74,249,958 353,909,924 △ 1,999,601

　県有財産の内訳は、建物が45.1パーセント、土地が28.8パーセント、工作物が10.0パー

セントとなっており、これらで全体の約８割を占めています。

１　土地・建物

　土地・建物の内容は、第２表のとおりです。

　土地は、令和２年度中に４万4,758平方メートル減少しましたが、主なものは、旧新
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潟地域振興局駐車場敷地（3,289平方メートル）売却による減などです。

　建物は、31,603平方メートル減少しましたが、主なものは旧新潟東工業高校（１万

1,994平方メートル）取壊しによる減などです。

第２表　土地・建物の状況
（令和３年３月31日現在）

区　　　分

土 　　　　　地 建　　　　　物（延面積）
前年度末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

前年度末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

数		量 数		量 数		量 数		量 数		量 数		量
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

本　庁　舎 119,778.10 119,778.10 88,371.11 88,371.11

その他
行政機関

警察(消防)施設 386,822.91 △ 30,666.74 356,156.17 128,006.94 △ 1,050.83 126,956.11
その他の施設 1,920,625.76 △ 244.00 1,920,381.76 247,704.51 △ 920.02 246,784.49

公 共 用
財 　産

学　　　校 4,408,888.19 4,408,888.19 1,374,089.23 △ 328.11 1,373,761.12
公 営 住 宅 159,453.85 159,453.85 382,606.15 56.55 382,662.70
公 園 3,109,510.94 2,608.52 3,112,119.46 119,607.30 119,607.30
その他の施設 1,375,025.49 1,375,025.49 331,206.70 △ 398.21 330,808.49

宿 	 	 舎
警察(消防)施設 66,350.96 △ 17,943.84 48,407.12 46,137.13 △ 14,437.41 31,699.72
その他の施設 79,948.40 △ 7,723.64 72,224.76 42,552.30 △ 1,752.62 40,799.68

その他の
施設

警察(消防)施設 36,789.53 44,915.59 81,705.12 14,770.98 11,505.52 26,276.50
その他の施設 1,880,097.03 △ 35,704.29 1,844,392.74 100,345.16 △ 24,278.43 76,066.73

山　　　林 31,850,287.84 31,850,287.84

合　　　計 45,393,579.00 △ 44,758.40 45,348,820.60 2,875,397.51 △ 31,603.56 2,843,793.95

２　船　　　　　舶

　県有の船舶は、第３表のとおりです。

第３表　船　　　　　舶
（令和３年３月31日現在）

船 舶 名 トン数 船種 船質 用　　途 数量 価　　格 所　　属 備　　考

総トン 隻 千円
越 路 丸 112.00 汽船 鋼船 漁 業 指 導 1 918,833 水産海洋研究所 行政財産
海 洋 丸 322.00 同 同 実 習 用 1 1,509,840 海洋高等学校 同
合　計 434.00 2 2,428,673
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３　航　　空　　機

　県有の航空機は、第４表のとおりです。

第４表　航　　空　　機
（令和３年３月31日現在）

航空機名 種　　目 用　　途 数量 価　格 所　　属 備　　考

機 千円 防災局
はくちょう 回転翼航空機 消防防災用 1 2,088,702 危機対策課 行政財産

４　有　価　証　券

　有価証券は第５表のとおり194億8,956万円で、令和２年３月31日現在（195億93万円）

と比較して、1,137万円の減となっています。これは、株式会社新潟流通センター株式

の減によるものです。

第５表　有　価　証　券
（令和３年３月31日現在）

区　　　　　　　　　分 数　　　　量 額　　　　面

株 千円
新潟空港ビルディング株式会社株式 1,333,333 666,667
株式会社みずほフィナンシャルグループ株式 30,830 1,542
日本海エルエヌジー株式会社株式 4,000,000 2,000,000
石 油 資 源 開 発 株 式 会 社 株 式 161,712 40,428
佐 渡 汽 船 株 式 会 社 株 式 5,454,500 349,990
粟 島 汽 船 株 式 会 社 株 式 20,000 10,000
東京中小企業投資育成株式会社株式 4,550 45,500
長岡ニュータウンセンター株式会社株式 6,000 6,000
北 越 急 行 株 式 会 社 株 式 50,100 2,505,000
株 式会社 新潟ふるさと村 株 式 1,017,090 810,856
東日本旅客鉄道株式会社株式 100 780
新潟万代島総合企画株式会社株式 1,535 76,750
えちごトキめき鉄道株式会社株式 245,600 12,280,000
そ の 他 33,812 696,048

合　　　　　　　　　　計 12,359,162 19,489,561
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５　出資による権利

　出資による権利は、第６表のとおり303億8,174万円で令和２年３月31日現在（312億

9,938万円）と比較して９億1,764万円の減少となっています。主な減少は、公益財団法

人新潟県中越大震災復興基金出資金１億円などの減です。

第６表　出  資  に  よ  る  権  利
（令和３年３月31日現在）

区　　分 数　量 額　面 増　減

口 千円 千円

新 潟 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金 75 4,114,955 0
一 般 財 団 法 人　 休 暇 村 協 会 出 資 金 1 20,000 0
一般財団法人　新潟県労働者信用基金協会出捐金 8 80,000 0
新 潟 県 農 業 信 用 基 金 協 会 出 資 金 87 575,700 0
新 潟 県 農 業 協 同 組 合 教 育 基 金 出 資 金 7 150,000 0
新 潟 県 農 作 物 価 格 安 定 基 金 協 会 出 資 金 108 794,360 0
新 潟 県 漁 業 信 用 基 金 協 会 出 資 金 31 202,850 0
農 林 漁 業 信 用 基 金 出 資 金 4 86,834 0
公 益 社 団 法 人　 新 潟 県 農 林 公 社 出 資 金 1 10,000 0
新 潟 県 住 宅 供 給 公 社 出 資 金 1 50,200 0
日 本 下 水 道 事 業 団 出 資 金 30 27,124 0
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 捐 金 1 131,000 0
公益財団法人　新潟県文化振興財団出捐金 1 10,000 0
公 益 財 団 法 人　 新 潟 県 下 水 道 公 社 出 捐 金 1 34,800 0
公益社団法人　新潟県水産振興基金出捐金 1 2,175,503 0
一般財団法人　十日町地域地場産業振興センター設立出資金 1 10,000 0
公益財団法人　新潟県生活衛生営業指導センター出捐金 1 2,500 0
一 般 財 団 法 人　 ダ ム 技 術 セ ン タ ー 出 捐 金 1 2,600 0
一般財団法人　新潟県消防設備協会出捐金 1 3,000 0
一般財団法人　新潟県地域医療推進機構出捐金 2 3,040,000 0
新 潟 東 港 地 域 水 道 用 水 供 給 企 業 団 出 資 金 1 497,735 0
公益財団法人　新潟県国際交流協会出捐金 4 390,900 0
公益財団法人　環日本海経済研究所出捐金 1 3,000,000 0
公益財団法人　新潟県雇用環境整備財団出捐金 3 237,310 0
公益財団法人　新潟県暴力追放運動推進センター出捐金 1 450,000 0
公益財団法人　新潟県中越大震災復興基金出資金 0 0 △ 100,000
公益財団法人　中越沖地震復興基金出資金 0 0 △ 10,000
公 益 財 団 法 人　 新 潟 県 女 性 財 団 出 捐 金 19 99,229 0
そ の 他 471 14,185,143 △ 807,641

合 計 863 30,381,743 △ 917,641



第６　公営企業の業務状況

１　電気事業会計　…………………………………………………… 117

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 117

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 117

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 119

２　工業用水道事業会計　…………………………………………… 120

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 120

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 120

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 122

３　工業用地造成事業会計　………………………………………… 123

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 123

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 123

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 125

４　新潟東港臨海用地造成事業会計　……………………………… 126

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 126

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 126

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 127

５　病院事業会計　…………………………………………………… 128

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 128

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 128

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 130

６　基幹病院事業会計　……………………………………………… 132

　⑴　事業のあらまし　……………………………………………… 132

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 132

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 133

７　流域下水道事業会計　…………………………………………… 134

　⑴　流域下水道事業のあらまし　………………………………… 134

　⑵　令和２年度決算の状況………………………………………… 135

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）…………… 136





― 117 ―

第６　公営企業の業務状況

１　電気事業会計

　⑴　事業のあらまし

　電気事業は、昭和24年度に三面川総合開発事業の一環として三面発電所の建設工事

に着手し、昭和27年12月から一部発電を開始して以来、令和２年度で68年を経過しま

した。

　この間、猿田、奥三面、胎内第一、胎内第二、胎内第三、胎内第四、田川内、笠堀、

刈谷田、広神、高田及び新高田発電所を建設し、令和３年９月末現在13水力発電所、

最大出力合計136,500キロワットで事業を経営しています。

　また、太陽光発電所は、平成23年度に新潟東部太陽光発電所１号系列の運転を開始し、

その後、２号系列、３号系列及び北新潟太陽光発電所を建設し、これら全体の最大出力

合計は、20,988.7キロワットとなっています。

　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　営 業 関 係

　令和２年度は、水力発電所において、前年度の少雪傾向により、春の融雪出水が少な

かったが、夏のまとまった降雨や、冬期の融雪が例年より早かったため出水が増え、予

定電力量に対する累積達成率は106.6パーセントとなりました。

　また、太陽光発電所は、好天に恵まれたことにより、想定電力量に対する累積達成率

は105.5パーセントとなりました。

　なお、事業の運営に当たっては、貯水池の効率的運用、内部留保資金の適正な運用及

び費用の適正な執行に努めた結果、収支全体の状況は、総収益89億5,565万円に対し、

総費用48億668万円で41億4,897万円の純利益となりました。

　　イ　建設改良関係

○改良工事

　主な改良工事として、発電管理センター監視制御装置三面バックアップ中継装置更新

工事を実施しました。

　　ウ　修 繕 関 係

　主な修繕工事として、笠堀発電所水車発電機分解点検整備工事を実施しました。
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収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差　引(C) 対 前 年 比
(A)／(B)%

収
益
的
収
支

総 収 益 8,955,646 8,720,412 235,234 102.7

総 費 用 4,806,678 4,837,598 △30,920 99.4

差 引 純 利 益 4,148,968 3,882,814 266,154 106.9

繰 越 利 益 剰 余 金 16 2 14 800.0

その他未処分利益剰余金変動額 408,411 400,672 7,739 101.9

未 処 分 利 益 剰 余 金 4,557,395 4,283,488 273,907 106.4

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 568,135 2,184,507 △1,616,372 26.0

資 本 的 支 出 5,743,402 7,119,256 △1,375,854 80.7

差 引 △5,175,267 △4,934,749 △240,518

内部留保資金補てん額 5,175,267 4,934,749

(注)収益的収支は消費税抜き

貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

固 定 資 産 44,664,170 固 定 負 債 15,942,046

流 動 資 産 19,721,932 流 動 負 債 3,190,854

繰 延 収 益 2,566,705

（資本の部）

資 本 金 28,310,240

剰 余 金 14,376,257

資　産　合　計 64,386,102 負債・資本合計 64,386,102 
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　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　ア　営 業 関 係

　本年度上半期（４～９月）の水力発電の電力供給状況については、春期の降雨が平年

に比べ多かったものの、融雪出水が例年より早く、４月頃には終了し、６月の降雨が平

年に比べ少なかったことなどから、予定電力量28万5,884メガワットアワーに対し、供

給電力量が27万9,874メガワットアワーとなりました。累計達成率は97.9パーセントで、

前年同期の98.2パーセントを0.3ポイント下回りました。

　太陽光発電の電力供給状況については、想定電力量１万8,239メガワットアワーに対

し、供給電力量が２万410メガワットアワーとなりました。

　大規模改良事業のため胎内第一発電所が令和３年４月から停止しているほか、水力発

電所の売電単価減少により、本年度上半期の料金収入額（税抜）は、40億4,913万円と

なり、前年同期の収入額46億6,326万円を６億1,413万円下回る結果となりました。

　　イ　建設改良関係

○改良工事

　主な改良工事は、三面発電所所内受電用遮断器更新工事です。

　　ウ　修 繕 関 係

　主な修繕工事は、猿田発電所１号水車発電機分解点検整備工事です。

予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上期執行 執 行 残 執行率％

収
益
的
収
支

総 収 益 7,955,925 7,955,925 4,084,936 3,870,989 51.3

総 費 用 6,363,373 6,363,373 1,776,023 4,587,350 27.9

収 支 差 1,592,552 1,592,552 2,308,913 △716,361

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 2,442,820 2,442,820 58 2,442,762 0.0

資 本 的 支 出 7,433,647 7,433,647 1,839,814 5,593,833 24.7

収 支 差 △4,990,827 △4,990,827 △1,839,756 △3,151,071

※執行額には繰越分を含む
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２　工業用水道事業会計

　⑴　事業のあらまし

　工業用水道事業は、昭和32年10月に山ノ下工業用水道建設事業に着手し、昭和33年

７月から一部給水を開始して以来、令和２年度で62年を経過しました。

　この間、上越、新潟臨海及び栃尾工業用水道を建設するとともに、平成２年８月には

新潟臨海工業用水道と山ノ下工業用水道とを接続統合し、現在３工業用水道、給水能力

日量27万2,300立方メートルで事業を経営しています。

　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　営 業 関 係

　令和２年度の総基本使用水量は日量16万4,383立方メートルで、給水能力に対し60.4

パーセントの契約率となりました。

　また、実給水量の年間の合計は、前年度に比べ3.3パーセント減少し4,916万551立方

メートルとなりました。

　なお、新潟東港物流団地等に保管している放射性物質を含む汚泥の運搬処理を実施し

たことに伴い、特別損失12億6,874万円を計上しました。

　この結果、収支全体では、総収益20億6,525万円、総費用29億3,605万円で差し引き

８億7,080万円の純損失となりました。

　　イ　建設改良関係

○改良工事

　主な改良工事として、新潟臨海工業用水道笹山浄水場機械脱水機設置工事を実施しま

した。

　　ウ　修 繕 関 係

　主な修繕工事として、上越工業用水道３号取水ポンプ分解点検整備工事を実施しまし

た。
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収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差　引(C) 対 前 年 比
(A)／(B)%

収
益
的
収
支

総 収 益 2,065,246 1,792,272 272,974 115.2

総 費 用 2,936,048 1,793,005 1,143,043 163.8

差 引 純 利 益 △870,802 △733 △870,069 118,799.7

繰 越 利 益 剰 余 金 1,536,723 1,411,878 124,845 108.8

その他未処分利益剰余金変動額 138,894 125,579 13,315 110.6

未 処 分 利 益 剰 余 金 804,815 1,536,724 △731,909 52.4

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 379,132 293,227 85,905 129.3

資 本 的 支 出 705,875 628,404 77,471 112.3

差 引 △326,743 △335,177 8,434

内部留保資金補てん額 326,743 335,177

(注)収益的収支は消費税抜き

貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

固 定 資 産 15,374,676 固 定 負 債 3,041,046

流 動 資 産 3,946,032 流 動 負 債 855,590

繰 延 収 益 5,196,500

（資本の部）

資 本 金 8,596,174

剰 余 金 1,631,398

資　産　合　計 19,320,708 負債・資本合計 19,320,708 
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　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　ア　営 業 関 係

　本年度上半期（４月～９月）の供給状況及び水道料金収入は次のとおりでした。

水道別
区分

上　　　越
工業用水道

新潟臨海工業用水道 栃									尾
工業用水道

合					計
東部系 西部系

給 水 能 力
（㎥／日）

130,000 130,000 12,300 272,300

基本使用水量
（㎥／日）

65,596 60,740 24,733 1,700 152,769

契		 約		 率
（％）

50.5 65.7 13.8 56.1

実 給 水 量
（㎥）

8,572,299 10,475,077 4,388,193 306,484 23,742,053

水 道 料 金
（円）

252,861,776 281,720,920 123,525,525 8,594,290 666,702,511

給 水 先 数
（か所）

14 48 27 1 90

　　　平成２年８月１日に新潟臨海工業用水道は新潟臨海工業用水道東部系に、山ノ下
工業用水道は同西部系に名称変更した。

　　　※水道料金は消費税抜き

　　イ　建設改良関係

○改良工事

　主な改良工事は、上越工業用水道取水井耐震化工事です。

　　ウ　汚泥対応関係

　汚泥対応の主なものは、放射性物質を含む汚泥の処分です。
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予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上期執行 執 行 残 執行率％

収
益
的
収
支

総 収 益 3,155,291 3,155,291 828,305 2,326,986 26.3

総 費 用 2,792,014 2,792,014 722,775 2,069,239 25.9

収 支 差 363,277 363,277 105,530 257,747

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 30 30 0 30 0.0

資 本 的 支 出 341,312 341,312 149,270 192,042 43.7

収 支 差 △341,282 △341,282 △149,270 △192,012

３　工業用地造成事業会計

　⑴　事業のあらまし

　県内の上・中・下越３地区で、地元市との連携のもと、地域経済の牽引が期待される

事業を見定め、高い付加価値と良質な雇用の創出に意欲ある企業の新規立地や投資拡大

が促進される環境を実現するため、県営産業団地の分譲を進めています。

　なお、中部産業団地の分譲はリース地を除き、平成29年度で完了しました。

　　新潟県南部産業団地〔上越市〕

　　　　　　　　　　　　　開発面積　　118.6ha（うち分譲面積　91.6ha）

　　新潟県東部産業団地〔阿賀野市〕

　　　　　　　　　　　　　開発面積　　126.5ha（うち分譲面積　100.8ha）

　　新潟県中部産業団地〔見附市〕

　　　　　　　　　　　　　開発面積　　 86.2ha（うち分譲面積　68.4ha）

　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　新潟県南部産業団地

　　　平成７年度から分譲を開始し、令和２年度は２件2.3ヘクタールを分譲し、令和

２年度末までの立地企業数は52社、売却面積は66.7ヘクタールとなりました。

　　イ　新潟県東部産業団地

　　　平成13年度から分譲を開始し、令和２年度は２件1.9ヘクタールを分譲し、令和

２年度末までの立地企業数は22社、売却面積は22.0ヘクタールとなりました。
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　　ウ　新潟県中部産業団地

　　　平成11年度から分譲を開始し、令和２年度末までの立地企業数は55社、売却面

積は66.6ヘクタールとなり、平成29年度でリース地を除き分譲を完了しました。

収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差　引(C) 対 前 年 比
(A)／(B)%

収
益
的
収
支

総 収 益 1,379,288 1,837,365 △458,077 75.1

総 費 用 532,322 951,227 △418,905 56.0

差 引 純 利 益 846,966 886,138 △39,172 95.6

繰 越 利 益 剰 余 金 △6,462,867 △7,349,005 886,138 87.9

未 処 分 利 益 剰 余 金 △5,615,901 △6,462,867 846,966 86.9

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 0 1,782 △1,782 －

資 本 的 支 出 730,976 746,385 △15,409 97.9

差 引 △730,976 △744,603 13,627

内部留保資金補てん額 730,976 744,603

貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
固 定 資 産 893,169 固 定 負 債 2,697,361
流 動 資 産 10,473,470 流 動 負 債 12,090,890

繰 延 収 益 1,663

（資本の部）
資 本 金 4,861
剰 余 金 △ 3,428,136

資　産　合　計 11,366,639 負債・資本合計 11,366,639
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　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　ア　業務の予定量

　　　　令和３年度における主な業務は、次のとおりです。

　　　○新潟県南部産業団地

　　　　・分譲可能面積（Ｒ3.4.1現在）24.9haの分譲（継続）

　　　○新潟県東部産業団地

　　　　・分譲可能面積（Ｒ3.4.1現在）78.8haの分譲（継続）

　　　○新潟県中部産業団地

　　　　・分譲可能面積（Ｒ3.4.1現在）1.8ha（リース地）の分譲（継続）

予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上期執行 執 行 残 執行率％

収
益
的
収
支

総 収 益 1,818,306 1,818,306 436,780 1,381,526 24.0

総 費 用 969,785 969,785 61,138 908,647 6.3

収 支 差 848,521 848,521 375,642 472,879

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 0 0 0 0 －

資 本 的 支 出 749,893 749,893 162,938 586,955 21.7

収 支 差 △749,893 △749,893 △162,938 △586,955
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４　新潟東港臨海用地造成事業会計

　⑴　事業のあらまし

　この事業は、新潟東港の港湾施設整備のために先行取得された用地等の管理及び処分

を行っています。

　なお、新潟東港開発計画は、港湾整備事業を除いて概ね完了したことから平成18年

度末に開発計画を終了し、この事業会計も事業の整理、縮小が図られています。

　⑵　令和２年度決算の状況

　　用地処分業務

　令和２年度は、用地の処分はありませんでした。

　処分・保有状況は、次表のとおりです。

処分・保有状況表
（単位：ヘクタール）

区　　　分 面　　積

令和元年度末保有 63.2

令和２年度処　分 0.0

令和２年度実測増 0.0

令和２年度末保有 63.2
（注）測量・交換等により増減があるため、保有面積は
　　一致しない場合がある。

収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差引(A)―(B)
(C)

増　減　率
(C)／(B)%

収
益
的
収
支

総 収 益 30,120 45,331 △ 15,211 △33.6

総 費 用 10,615 23,225 △ 12,610 △54.3

差 引 純 利 益 19,505 22,106 △ 2,601 △11.8

未 処 分 利 益 剰 余 金 897,763 878,259 19,504 2.2
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貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
固 定 資 産 389 流 動 負 債 1,080,992
土 地 造 成 2,828,979 繰 延 収 益
流 動 資 産 19,248 （資本の部）

資 本 金 847,761
剰 余 金 919,863

資　産　合　計 2,848,616 負債・資本合計 2,848,616

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　用地処分業務

　当年度上期は用地の処分はありません。

予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上　期
執行額 執行残額 執行

率

収
益
的
収
支

％

用地造成事業収益 100,515 100,515 21,549 78,966 21.4

用地造成事業費用 63,196 63,196 4,966 58,230 7.9

収 支 差 37,319 37,319 16,583 20,736 －
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５　病院事業会計

　⑴　事業のあらまし

　病院事業は、県民の健康保持に必要な医療を提供するため、昭和24年11月１日に日

本医療団から９病院、26診療所の移管を受けて発足しました。その後、無病院地区の

解消及び近代医療に必要な施設の整備並びに診療所の市町村への移管などが進み、現在

では病院13、看護専門学校３の施設により、へき地医療、救急医療や高度専門的医療

を担うとともに、県民の安全と安心に寄与することを使命に、良質な医療サービスの提

供と効率的な病院経営を行っています。

　これら病院施設の概要は、次表のとおりです。

（令和３年９月30日現在）

病　床　数
2,935(10)

(　)は感染症
病床の再掲

松代55・柿崎55・津川67・妙高56
リウマチセンター100・坂町148・加茂168・十日町275
中央530(6)・吉田199・がんセンター新潟404
新発田478(4)・精神医療センター400

看護専門学校 吉田・新発田・十日町

　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　業務の状況

　　（ア）利用延べ患者数

　令和２年度の利用延べ患者数は、入院65万4,123人、外来110万8,699人、計176万

2,822人となり、前年度に比べ入院で80,236人の減、外来で93,438人の減、全体で

173,674人の減となりました。

　なお、稼働病床利用率は、72.4パーセントと前年度の76.1パーセントを3.7ポイント

下回りました。

　　（イ）施設の整備

　十日町病院改築工事（平成25 ～令和５年度継続事業）や加茂病院改築工事（平成27

～令和５年度継続事業）を実施するなど、総額25億7,215万４千円の建物整備を行いま

した。

　　（ウ）器械備品の整備

　高度化する医療需要に対応するため、がんセンター新潟病院で高精度放射線治療シス
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テム、新発田病院で注射薬払出システムの整備を行うなど、総額33億9,009万円の整備

を行いました。

　　イ　決算の状況

　病院事業の営業活動の実績である経常収支は、収益731億3,362万２千円、費用729億

105万１千円で差引２億3,257万１千円の経常利益となり、前年度の経常損失10億2,313

万３千円に比べて12億5,570万４千円改善しました。

　収益面では、医業収益が32億3,272万２千円の減、医業外収益が26億6,592万６千円

の増、新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金の代理受領及び寄附金を計上した

ことなどに伴い特別利益が９億3,017万４千円の増となるなどして、総収益で３億6,337

万８千円の増となりました。

　費用面では、給与費や材料費の減などにより医業費用が19億5,513万７千円の減、新

型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金の交付及び十日町病院建物固定資産に係る減

損損失を計上したことに伴い特別損失が４億9,795万７千円の増となるなどして、総費

用で13億2,454万３千円の減となりました。

　この結果、令和２年度決算では、３億4,299万３千円の純利益となり、累積欠損金は

324億6,591万９千円となりました。
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収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差引(A)―(B)
(C)

増　減　率
(C)／(B)%

収
益
的
収
支

病 院 事 業 収 益 74,074,357 73,710,979 363,378 0.5

病 院 事 業 費 用 73,731,364 75,055,907 △1,324,543 △1.8

差 引 純 損 （ △ ） 益 342,993 △1,344,928 1,687,921 △125.5

未 処 分 利 益 剰 余 金 △32,465,919 △32,808,912 342,993 △1.0

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 9,330,768 15,513,230 △6,182,462 △39.9

資 本 的 支 出 11,011,991 17,500,845 △6,488,854 △37.1

差 引 △1,681,223 △1,987,615 △306,392 △15.4

財 源 不 足 △1,681,223 △1,987,615 △306,392 △15.4
補 て ん
財 源 損益勘定留保資金 1,681,223 1,987,615

(注) 収益的収支は税抜き経理による。

貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
固 定 資 産 65,997,086 固 定 負 債 55,238,102
流 動 資 産 12,467,142 流 動 負 債 16,537,535

繰 延 収 益 9,589,903

（資本の部）
資 本 金 28,989,019
剰 余 金 △31,890,331

資　産　合　計 78,464,228 負債・資本合計 78,464,228

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　ア　主な執行内容

　　　・施設の整備

　　　　ナースコール設備の更新、エレベーターの改修、無停電電源装置の更新などを

現在進めています。

　　　・器械備品の整備

　　　　「放射線治療装置（リニアック）」、「血管造影撮影装置（アンギオＣＴ）」等の

整備を進めています。
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　　イ　利用延べ患者数

（単位：人）

区　分
延　べ　患　者　数 １日当たり患者数

令和３年度
上半期

令和２年度
上半期

増・減
(△)

令和３年度
上半期

令和２年度
上半期

増・減
(△)

入　　院 319,964 319,272 692 1,748 1,745 3

外　　来 560,998 552,472 8,526 4,598 4,528 70

計 880,962 871,744 9,218 6,346 6,273 73

(注) 外来1日当たり患者数は、診療日数で除したもの。（令和２年度は122日、令和３年度は122日）

予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上　期
執行額 執行残額 執行

率(％)

収
益
的
収
支

病 院 事 業 収 益 75,250,563 △27,409 75,223,154 38,814,754 36,408,400 51.6

病 院 事 業 費 用 76,175,133 △23,901 76,151,232 30,319,170 45,832,062 39.8

収 支 差 △924,570 △3,508 △928,078 8,495,584 △9,423,662 －

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 9,736,794 645 9,737,439 3,563,629 6,173,810 36.6

資 本 的 支 出 11,414,156 645 11,414,801 3,224,097 8,190,704 28.2

収 支 差 △1,677,362 △1,677,362 339,532 △2,016,894 －
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６　基幹病院事業会計

　⑴　事業のあらまし

　基幹病院事業は、県民の健康保持に必要な医療を提供するため、平成21年７月28日

に魚沼基幹病院事業として発足しました。

　平成27年６月１日には、魚沼地域の拠点的医療を担う病院として「新潟大学地域医

療教育センター・魚沼基幹病院」が開院し、事業として魚沼地域の医療体制整備を進め

ています。また、平成28年９月には事業名を基幹病院事業に改称し、県央基幹病院の

整備に向けた取組を進めるとともに、独立行政法人労働者健康安全機構との基本合意に

基づき、燕労災病院の移譲を受け、平成30年４月から運営を開始しています。

　なお、両病院は、新潟県が設置し、指定管理者の指定を受けた一般財団法人新潟県地

域医療推進機構が運営を行う、公設民営方式を採用しています。

　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　業務の状況

　魚沼基幹病院を運営する財団法人に対し、政策医療に要する経費を交付するほ

か、医療機器の整備等を進めました。

　県央基幹病院の整備については、変更設計を行うとともに、建設工事に着手し

ました。また、燕労災病院を運営する財団法人に対し、政策医療に要する経費等

を交付するほか、医療機器の整備等を進めました。

　　イ　決算の状況

　収益的収支においては、一般会計からの負担金交付金等により、財団法人への

政策医療交付金等、計47億6,836万円を支出しました。

　また、資本的収支においては、企業債及び一般会計からの負担金により、建設

改良費１億5,690万円及び企業債の元金償還のための償還金６億5,370万円等、計

８億1,060万円を支出しました。
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収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差引(A)―(B)
(C)

増　減　率
(C)／(B)%

収
益
的
収
支

病 院 事 業 収 益 4,481,317 5,023,298 △ 541,981 △ 10.8

病 院 事 業 費 用 4,768,363 4,956,921 △ 188,558 △ 3.8

差引純損（△）益 △ 287,046 66,377 △ 353,423 △ 532.4

未処分利益剰余金 △ 926,725 △ 653,337 △ 273,388 41.8

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 816,061 1,606,889 △ 790,828 △ 49.2

資 本 的 支 出 810,602 1,606,645 △ 796,043 △ 49.5

差 引 5,459 244 5,215 2,137.3

貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
固 定 資 産 17,807,894 固 定 負 債 13,945,686
流 動 資 産 1,908,285 流 動 負 債 967,808

繰 延 収 益 5,488,040

（資本の部）
剰 余 金 △685,355

資　産　合　計 19,716,179 負債・資本合計 19,716,179

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

　　　主な執行内容

　　　　魚沼基幹病院を運営する財団法人に対し、政策医療に要する経費を交付してい

るほか、医療機器の整備等を進めています。

　　　　県央基幹病院の整備については、指定管理者が行う開院準備行為に要する費用

に対する交付金を９月議会で計上しています。また、燕労災病院における新型コ

ロナウイルス感染症の患者受入れに必要となる器械の整備に要する器械備品費を

９月議会で計上しています。
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予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上		　期
執 行 額 執行残額 執行

率(％)

収
益
的
収
支

収益的収入 4,050,211 48,802 4,099,013 1,585,553 2,513,460 38.7

収益的支出 4,250,352 48,802 4,299,154 1,165,513 3,133,641 27.1

収 支 差 △ 200,141 0 △ 200,141 420,040 △ 620,181 －

資
本
的
収
支

資本的収入 2,433,976 54,390 2,488,366 444,530 2,043,836 17.9

資本的支出 2,433,976 54,390 2,488,366 420,006 2,068,360 16.9

収 支 差 0 0 0 24,524 △ 24,524 －

７　流域下水道事業会計

　⑴　流域下水道事業のあらまし

　流域下水道事業は、昭和50年３月５日に事業認可を受けて信濃川下流流域下水道新

潟処理区の建設を開始し、現在は４流域７処理区において流域下水道の建設及び維持管

理を行っています。各処理区の概要は、次表のとおりです。

　なお、流域下水道事業は、昭和55年度から令和元年度まで流域下水道事業特別会計

により経理を行ってきましたが、令和２年４月１日に地方公営企業法の財務規定の適用

を受け、公営企業会計に移行しました。

流域下水道名 信 濃 川 下 流 魚　野　川 阿賀野川 西川

処		理		区		名 新潟 新津 長岡 六日町 堀之内 新井郷川 西川

計画処理面積（ha） 5,327 3,567 5,025 2,218 1,300 8,304 5,093

計画処理人口（千人） 177 94 110 38 23 160 130

計画汚水量（千㎥／日） 96 44 52 22 12 79 66

供用開始年度 昭和55 昭和58 昭和60 平成２ 平成４ 平成９ 平成14
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　⑵　令和２年度決算の状況

　　ア　業務の状況

　　　　令和２年度の下水処理水量は４流域７処理区全体で81,031,077立方メートルと

なり、前年度の76,334,888立方メートルに対し、4,696,189立方メートル増加し

ました。

　　　　また、下水処理の過程で発生する下水汚泥について、乾燥汚泥を新潟処理場と

中越流泥処理センターで、脱水汚泥を全ての下水処理場でそれぞれ処理しました。

　　　　各下水処理場及び管きょの維持管理に万全を期すため、老朽化対策や耐震補強

工事を主体とした建設改良工事を実施しました。

　　イ		決算の状況

　　　　収益的収支においては、流域下水道関連市町村からの維持管理負担金、一般会

計からの補助金等により、下水処理場の運転管理費用等、計119億361万円を支

出しました。

　　　　また、資本的収支においては、国庫補助金、企業債及び流域関連市町村からの

建設負担金等により、建設改良費52億4,608万円及び企業債の元金償還のための

償還金24億7,334万円等、計77億2,427万円を支出しました。

収　支　決　算　状　況　表
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度(A) 令和元年度(B) 差引(A)―(B)
(C)

増　減　率
(C)／(B)%

収
益
的
収
支

流域下水道事業収益 12,965,839 － 12,965,839 皆増

流域下水道事業費用 11,903,609 － 11,903,609 皆増

差 引 純 利 益 1,062,230 － 1,062,230 皆増

未処分利益剰余金 1,062,230 － 1,062,230 皆増

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 5,696,388 － 5,696,388 皆増

資 本 的 支 出 7,724,267 － 7,724,267 皆増

差　　　　　　　引 △2,027,879 － △2,027,879 皆減

翌年度支出財源充当額 707,537 －

内部留保資金補てん額 2,735,416 －
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貸　借　対　照　表（令和３年３月31日）
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
固 定 資 産 170,630,002 固 定 負 債 33,045,636
流 動 資 産 6,390,301 流 動 負 債 7,145,397

繰 延 収 益 122,113,385

（資本の部）
剰 余 金 14,715,885

資　産　合　計 177,020,303 負債・資本合計 177,020,303

　⑶　令和３年度予算の補正及び執行状況（上半期）

予算の補正及び執行状況
（単位：千円）

区　　　分
予		　　　 算 執 　　　		行

当			初 9月補正 計 上　期
執行額 執行残額 執行

率(％)

収
益
的
収
支

流域下水道事業収益 12,082,732 12,082,732 3,776,539 8,306,193 31.3

流域下水道事業費用 11,152,717 11,152,717 2,127,404 9,025,313 19.1

収 支 差 930,015 930,015 1,649,135 △ 719,120

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入 5,717,658 5,717,658 36,922 5,680,736 0.6

資 本 的 支 出 7,883,281 7,883,281 2,368,197 5,515,084 30.0

収 支 差 △ 2,165,623 △ 2,165,623 △ 2,331,275 165,652
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